
平成２８年度事務事業評価結果一覧 ＜ 資料３ ＞

対象 意図 手段
情報公開・個人情
報保護

総務課法制係 市民 公文書の公開及び情報提供を推進するこ
とで、市民の市政に対する理解と信頼を深
め、公正で民主的な透明性の高い市政を
確立する。また、市の機関が保有する個人
情報の開示及び訂正を請求する権利を明
らかにし、個人の権利利益の侵害を防止
し、公正で民主的な市政を推進する。

条例に基づく適正な情報公開及び個人情
報の開示を行う。また、情報公開の推進及
び個人情報の適正かつ円滑な運用を図る
ため、｢芦別市情報公開・個人情報保護審
査会」を開催する。

広報業務 企画政策課秘
書係

市民 市政の基本方針をはじめ、業務・事業紹
介、制度改正、市民活動団体の紹介等、
市民生活に係る事項についてできる限り
多くのことを多くの市民等へ周知を図り、
市政参加への一助とする。

・広報あしべつの発行～Ａ４版、月平均１７
ページ、毎月１日付、年１２回発行。取材、
編集、印刷製本業務を委託。広報紙は、町
内会へ各戸配布を依頼しているほか、
ホームページへの掲載、公共施設、ＪＲ
駅、郵便局、医療機関等にも設置。
・街頭放送の実施～年２回
・車体広告の実施～年１２回

市民参加と協働推
進

企画政策課まち
づくり推進係

市民、市議会、市 芦別市まちづくり基本条例の柱のひとつで
ある「市民参加と協働」を推進する。

まちづくりの基本となる計画等の策定、実
施と評価の過程で、市民の意見が適切に
反映されるよう取組を行う。
審議会等の委員公募の実施、意見の公募
(パブリックコメント）の実施、各種説明会等
の開催

市民参加と協働推
進

企画政策課秘
書係

市民 さまざまな機会を通じて広く市民の声を聴
き、市民の意思をまちづくりに反映すること
を目的とする。

市長への手紙（随時）、市長への電子メー
ル（随時）、市役所への電子メール（随
時）、市民の意見箱（随時）、まちづくり意
見はがき（随時）

対象 意図 手段
男女共同参画推
進業務

生涯学習課生
涯学習係

芦別市男女共同参画推
進協議会

男女共同参画社会の形成を図ることを目
的とする。

芦別市男女共同参画推進協議会に対する
側面的支援や助言を行う。

対象 意図 手段
職員研修 総務課職員係 市職員 社会経済情勢が大きく変化する中で、多様

化する市民ニーズに的確に対応するた
め、公務員としての基本的な知識の習得、
資格の取得はもとより、時代のニーズに即
した知識と能力を備えた多様な人材を育
成する。

職場内研修を各職場において日常行うほ
か、北海道市町村職員研修センター、日本
経営協会、北海道社会福祉協議会、中空
知広域圏等が主催する各種の研修会に派
遣し、受講させることにより人材を育成す
る。事務事業に必要な資格について必要
の都度取得させる。先進地の事例を学び
ながら、幅広い視野を備え自ら考え、学び
成長するようスキルアップを図る。

行政評価推進 企画政策課まち
づくり推進係

市が実施している事務
事業

個々の事務事業の成果・活動状況を把握
し、改革・改善を図り、効率的で効果的な
まちづくりの実現に向け、行政評価を円滑
かつ着実に定着させ、本市にとってふさわ
しい行政評価を推進する。推進にあたって
は、次の４つを目的とする。
①成果重視の行政運営システムへの変革
②限られた財源等の有効活用　③市民へ
の説明責任の質的向上　④職員の意識改
革

①事務事業評価システムの活用　②行政
評価推進チームの設置、行政評価委員会
の開催　③事務事業評価の実施　④行政
評価制度の調査研究（制度内容や評価
シートの検討など）

１　自治体運営 ⑴　参加と協働

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫

１　自治体運営 ⑵　行財政運営

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫

１　自治体運営 ⑴　参加と協働

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫
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平成２８年度事務事業評価結果一覧 ＜ 資料３ ＞

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

15 A 一度に開示請求される情報の量
が大量となる場合があり、開示・
不開示の判断、不開示部分の黒
塗り作業量に時間を要することが
ある。

情報公開条例第１１条第２項の規
定により、公開に時間を要する場
合は、公開の決定を延期すること
ができるため、やむを得ない場合
は開示請求者と公開の決定日の
調整を図り対応する。

事務事業としては現状維持。ま
た、情報公開請求、個人情報開
示請求に備え、公文書の保存管
理を徹底する。

現状のまま
継続

17,469 A 行政からの一方的な情報発信に
留まることのないよう、多くの市民
に親しまれ、興味を持って情報収
集出来るよう配慮した紙面を構築
する必要がある。

広報紙の有する公共性や公平性
を損なわず高齢化社会に対応し
た紙面にすることを基本として、
毎月の編集会議でタイムリーな情
報発信と読みやすさや見やすさを
重視したレイアウトの紙面構成を
図るとともに、公式ホームページ
における市政情報の発信は、掲
載内容の統一性、画面構成等を
確認し、適正な情報発信を図る。

「読んでもらえる、見てもらえる、
わかりやすい」広報紙づくりを目
指し、高齢者に配慮したより市民
の目をひく紙面構成への対応を
図るなど「広報星の降る里あしべ
つ」の内容充実に努めるととも
に、公式ホームページと連携した
情報発信を行い、市民にとって必
要な情報や興味のある話題等の
提供を図る。

現状のまま
継続

- A 公募委員の募集やパブリックコメ
ントなど、広報やホームページ等
で周知している状況であるが、
「市民参加と協働」が推進され、
充分に目的を達成しているとは言
い難い状況である。

まちづくり基本条例の見直し作業
において、市民検討委員会から
寄せられた市民への周知方法改
善等の意見や他市の取組事例を
参考にしながら、「市民参加と協
働」の取組に対する工夫・改善に
努める。

まちづくり懇談会などを開催し多
種多様な市民の意見をいただき
ながら、市民参加と協働を推進す
る。

現状のまま
継続

- B 参加者数・意見者数の伸び悩み
が課題である。

市民が参加しやすい環境づくりを
図るため、周知方法や取組内容
の検討を重ねる。
※新たな手法として、平成26年度
から「市役所への電子メール」を
導入し、取組事業数及び参加者
数の増加を図ったほか、平成28
年度から「まちづくり意見はがき」
を導入する予定である。

既存の手法、媒体のみならず、新
たな取り組み内容を検討し、市民
の意識や要望を迅速かつ的確に
把握し、市政に反映するよう検討
する。

見直して継
続【改善】

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

- A 会員の高齢化により、年々団体
の活動の継続が難しくなってい
る。

引き続き、芦別市男女共同参画
推進協議会に対し、側面的支援
や助言を行う。

市の関連部署や各団体との連携
を深めるとともに、芦別市男女共
同参画推進協議会を中心とし、男
女共同参画社会実現の推進に努
める。

現状のまま
継続

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

1,531 A すべての職員が研修機会を持て
るよう対応していく必要がある。ま
た、職場外の研修施設による研
修だけでなく、講師を招へいし、経
験年数や職位に応じた研修の実
施や職場内研修の積極的な実施
を促進する必要がある。

研修機会が均等になるよう選考
に当たって留意するとともに、研
修成果の職場への還元や業務へ
の還元を進め、情報や知識の職
員間での共有化を図る。また、
OJTの実践について検討を進め
る。

研修施設を活用した職場外研修
に職員を効率よく派遣するととも
に、人材育成基本方針及び職員
研修計画の早期策定を目指す。

見直して継
続【改善】

- B 行政評価制度に対する全庁的な
普及啓発はもちろんであるが、決
算成果（第５表）との関連性につ
いて、検討を要する。

行政評価に係る説明会等の開
催、早期提出に向けた啓発はもち
ろんのこと、入力システム、内容
等の見直しを随時行い、評価をす
る原課の負担を軽減する。また、
決算成果（第５表）の見直しにつ
いて、今後も財政課と協議を進め
ていくこととする。

行政評価システムを定着させるこ
とで、職員の意識改革につなげる
とともに、継続的に全庁的な取組
として機能させるため、行政評価
に関する知識を深めるための情
報提供等を積極的に行うこととす
る。また、推進する施策に対する
評価、外部評価等の導入は、先
進地等の調査を行いながら導入
に向けて引き続き検討を進めてい
く。

現状のまま
継続

⑴　参加と協働 ①　情報共有・市民参加と協働の促進

≪　改革・改善（Ａction）　≫

⑵　行財政運営 ①　行政運営の充実

≪　改革・改善（Ａction）　≫

⑴　参加と協働 ②　男女共同参画の促進

≪　改革・改善（Ａction）　≫
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平成２８年度事務事業評価結果一覧 ＜ 資料３ ＞

対象 意図 手段
総合計画進行管
理

企画政策課まち
づくり推進係

各施策、各事務事業 本市の最上位計画である総合計画の目指
すまちの将来像「人が輝き 豊かな自然と
共生する 安全・安心なまち あしべつ」を実
現させる。

目標達成に向けた効率的かつ効果的な施
策・事務事業を実施するため、事務事業評
価による改善を図りながら、総合計画・実
施計画の策定を行った。なお、実施計画に
ついては、当該年度から３か年分を予算編
成にあわせて毎年度策定している。

総合教育会議運
営事務

企画政策課まち
づくり推進係

児童・生徒 教育大綱の策定、教育を行うための諸条
件の整備その他の地域の実情に応じた教
育、学術及び文化の振興を図るため重点
的に講ずべき施策、児童、生徒等の生命
又は身体に現に被害が生じ、又はまさに
被害が生ずるおそれがあると見込まれる
場合等の緊急の場合に講ずべき措置等に
ついて、協議を行う。

総合教育会議を開催し、市長と教育委員
会が協議及び調整することにより、両者が
教育政策の方向性を共有し、一致して執
行にあたる。

地方版総合戦略
策定業務

企画政策課まち
づくり推進係

市民 国が策定した「まち・ひと・しごと創生総合
戦略」の基本的な考え方た政策５原則等を
基本に、本市における、人口減少と地域経
済縮小の克服、まち・ひと・しごとの創生と
好循環の確立を目指す。

市民の意見等を反映させるための総合戦
略推進会議を設けながら、本市における
人口の現状と将来の展望を提示する人口
ビジョンを策定のうえ、これを踏まえて、今
後５カ年の目標や施策の基本的方向、具
体的な施策をまとめた芦別市版総合戦略
を策定する。

人材育成・国際交
流助成事業

企画政策課まち
づくり推進係

まちづくり人材育成事業
～本市に住所を有してい
る１５歳以上の者及び１
５歳以上の者で構成す
る団体
国際交流促進事業～本
市に住所を有している中
学生以上の者、本市内
の学校に在籍する中学
生以上の未成年者及び
それらの者で構成される
団体

本市の振興発展を図り、地域特性を活か
した独創的で個性的な魅力あるまちづくり
を推進するため、市民資質の向上と人材
の育成及び国際交流の促進を図る。

申請団体から提出された補助金交付申請
書類を、芦別市まちづくり人材育成国際交
流促進事業委員会において審査を行い、
補助金交付の可否を決定する。

市民生活向上推
進事務

市民課生活交
通係

市民 市民生活相談業務の円滑化を図る。 相談者に有益な情報提供をすることによ
り、相談者の問題解決を支援する。

その他行政事務 総務課総務防
災係

①市民
②市民 ①芦別自衛隊協力会が安定した活動を行
うことで、自衛隊と市の円滑な関係を築き、
いつ起こるか分からない災害等に備えて
自衛隊との連携強化を図る。
②広島市及び長崎市は、原爆による悲劇
が二度と繰り返されてはならないとの信念
のもと、都市の連携を通じて、核兵器のな
い平和な世界を実現することを目的に、昭
和５７年度から「平和首長会議」を主宰して
おり、加盟都市全体で支える体制をつく
る。

①芦別自衛隊協力会に負担金を交付す
る。
②平和首長会議に加盟し、負担金を交付
する。また、原爆投下の日にサイレンを鳴
らし、市民周知を行っている。

その他行政事務 市民課生活交
通係

市民 北方領土問題に関する市民の関心と理解
を深め、返還達成のための運動の促進を
図る。

北方領土復帰期成同盟に加盟し、負担金
を支出する。また、町内会等に依頼をし、
署名活動を行っている。

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫
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平成２８年度事務事業評価結果一覧 ＜ 資料３ ＞

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

- A 総合計画に掲げる各施策の目標
を達成するための手段として、選
択と集中の観点に基づき予算の
効果的配分が必要である。

総合計画･実施計画に掲載してい
る事務事業については、最少の
経費で最大の効果が発揮できる
よう、行政評価の結果を最大限反
映する。

行政評価を取り入れた事務事業
の見直しと重点施策の設定によ
る効果的な予算配分により、総合
計画の実現に向けた着実な進行
管理を図る。また、総合計画の策
定過程で市民から意見が出され
た、実施計画への市民意見の反
映のあり方については、行政評価
の外部評価と連動させることを含
め、まちづくり基本条例の理念に
基づき検討を進める。

現状のまま
継続

- A 教育を行うための諸条件の整備
その他の地域の実情に応じた教
育、学術及び文化の振興を図る
ため重点的に講ずべき施策等に
ついての協議の場として、総合教
育会議を設置しているが、年間に
おける会議開催回数など、十分に
協議できる体制づくりが課題であ
る。

教育を行うための諸条件の整備
状況など、教育委員会との情報
共有を図り、必要に応じて総合教
育会議を設けるよう調整を図る。

今後も定期的な総合教育会議の
開催のほか、教育委員会と連携
を図り、必要に応じて総合教育会
議を開催する。また、総合教育会
議は原則公開することとなってい
るため、傍聴者への案内につい
ては、ホームページのほか効果
的な手法を検討する。

現状のまま
継続

5,529 A 芦別市版総合戦略は、平成２７年
１１月に策定したところであるが、
実質的なスタートは平成２８年度
からとなるため、今後の進行管理
（ＰＤＣＡサイクル）を円滑に進め
なければならない。

芦別市版総合戦略に掲げている
施策を着実に進めることで、本市
の２０４０年における人口の目標
である８，０００人を目指すことか
ら、原課と調整を図るほか、財源
の確保も視野に入れ、施策を着
実に展開する。総合戦略の進行
管理については、推進会議に諮り
ながら、特に重要業績指標（ＫＰＩ）
の進捗状況を中心に検証を進め
る。

芦別市版総合戦略は、平成２７年
度～平成３１年度までの５か年の
戦略であるが、地域経済分析シス
テム（ＲＥＳＡＳ）の活用など、毎年
度、推進会議に諮りながら必要な
見直しを行っていく。また、国の財
政的支援制度などを積極的に活
用し、総合戦略に掲げる施策の
充実・強化に努める。

終了

2,808 B 近年、本事業への活用状況が減
少傾向にある。

人材育成・国際交流のほか、地
域振興に寄与する団体活動への
助成ができるよう制度の見直しを
図る。

平成２５年度にアンケート調査を
行ったが、制度の見直しに反映で
きるような結果が得られなかった
ため、引き続き、まちづくり人材育
成国際交流促進事業委員会と意
見交換をする等、継続して制度内
容の見直しについて検討を進め、
平成２８年度に制度改正作業を
行い、平成２９年度から新制度に
よる助成ができるよう取り組む。

見直して継
続【改善】

281 A 　市民相談業務は、法的知識を
必要とする案件が多くなってい
る。

　市民相談業務において法的見
解を求められる案件については、
弁護士等の専門家による相談窓
口を紹介している。

　法的見解を求められる案件につ
いては、引き続き市が行っている
無料弁護士相談を活用し、問題
解決を図って行く。

現状のまま
継続

52 B ①協力会の会員の高齢化と新規
会員の加入促進が課題となって
いる。
②核兵器廃絶と世界恒久平和の
実現。

①引き続き会員拡大の募集活動
を実施する。
②「平和首長会議」という機構を
加盟都市全体で支える体制作り
を継続する。

①滝川駐屯地及び自衛隊父兄会
芦別支部との交流等を通じて、協
力会の安定した活動を維持する。
②平和首長会議と連携を図り、非
核平和に対する取組を実施する。

現状のまま
継続

10 B 　北方領土返還運動関係者の高
齢化が進んでいる。

　北方領土を知る芦別市民のつ
どいの開催により早期返還に向
けての活動状況を報告し今後の
取組に対し市民の協力を得るとと
もに、返還運動後継者の育成な
ど啓発活動の充実を図る。

　関係団体と連携を密にし今まで
どおり啓発活動に努める。

現状のまま
継続

≪　改革・改善（Ａction）　≫
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平成２８年度事務事業評価結果一覧 ＜ 資料３ ＞

対象 意図 手段
財産管理業務 財政課財政係 インフラ資産（道路、橋

りょう、上下水道等）を含
むすべての公共施設

厳しい財政状況が続く中、今後、人口減
少、少子高齢化などにより公共施設等の
利用需要が変化することが予想されること
を踏まえ、長期的な視点にたって公共施設
等を総合的かつ計画的に管理する。

本市が所有する公共施設等について、現
在の施設の配置状況や設置目的、利用者
数、稼働状況、老朽化等の現状を客観的
に捉え、将来にわたる維持管理費用を算
出し、長期的な視点にたって公共施設等を
総合的かつ計画的に管理するための「公
共施設等総合管理計画」を策定する。

ふるさと納税寄附
金事務

財政課財政係 ふるさと納税寄附希望者 市の公式ホームページやふるさと納税の
ポータルサイト「ふるさとチョイス」でのＰＲ、
また、寄附金の代理収納システムを活用し
ていただくことで、寄附希望者へのＰＲの
促進と財源の確保を図る。

①ふるさと納税制度を活用して寄附をして
いただいた市外在住者に対し、感謝特典
を設ける。
②Ｙａｈｏｏ！ＪＡＰＡＮの「Ｙａｈｏｏ！公金支
払い」のページから、クレジットカードでの
支払いができる体制を整え、寄附者の利
便性向上を図る。

市税等徴収業務 税務課納税係 個人、法人等の納税義
務者

市税等における市民負担の公平性を保つ
とともに市財源を確保する。

口座振替の推進及び滞納者に対する各種
催告と差押え等の滞納処分。

市税等賦課業務 税務課市税係 各種市税納税義務者 各種市税の賦課事務を適正に行うことを
目的とする。

正確な課税資料の収集に努めるとともに、
税制改正等にも的確に対応できる各種シ
ステムを活用して賦課事務を行う。

対象 意図 手段
広域行政事務 企画政策課まち

づくり推進係
　中空知５市５町（中空
知広域市町村圏組合）
等近隣市町

少子高齢が進展する本市において、行政
機能を向上させ、市民の生活機能を確保
するため、国、北海道及び近隣市町と医
療、教育、環境などの分野において、お互
いの特性を生かした連携強化を進めること
によって、効率的かつ効果的なまちづくり
を進めることを目的とする。

医療、介護、交通など市民に身近な問題を
中心に、単一自治体では不足する機能や
共通する行政サービスを補完するための
広域連携による取組の検討を進め、近隣
市町との連携を強化するとともに地域的な
結びつきを生かした広域的な地域振興を
図る。

１　自治体運営 ⑵　行財政運営

１　自治体運営 ⑵　行財政運営

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫

5



平成２８年度事務事業評価結果一覧 ＜ 資料３ ＞

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

8,640 B 　本市が所有する公共施設は約
４８０棟、延床面積は約２６万㎡に
のぼり、建築後約３０年程度経過
した施設が多いことから、今後、
大規模改修や建て替えなどで多
額のコストがかかることが予想さ
れる。

　すべての公共施設等を維持して
いくとした場合、今後の財政に大
きな負担が生じることから、保有
する公共施設量の削減（統廃合、
再配置、複合化など）やコストの
抑制（管理運営方法の見直し、長
寿命化など）の検討が必要とな
る。

　「芦別市公共施設等総合管理
計画」は、計画期間を４０年間とし
ているが、平成２８年度からの１０
年間を第１期とし、その後１０年毎
に第４期に分けて実行計画をまと
める「アクションプラン」を策定し、
個別の公共施設等について、い
つ、どのようにしていくのか中長
期の具体的な方針を定め、安定
的な財政運営と公共施設等の最
適な配置の実現を目指していく。

見直して継
続【改善】

2,465 B 新規の寄附者を募集していくこと
も大事だが、単年度にとどまら
ず、継続して寄附していただける
方を確保するためには、感謝特
典の対象となる寄附金額の拡充
や感謝特典の商品を増やすこと
で、寄附金額の増加が図れること
が期待できるが、現状、事務担当
者が実質１名体制であり、事務も
煩雑となっているため、時間外勤
務が急激に増加している要因と
なっている。

長期にわたっての継続した寄附
者を募集するため、若年層の寄
附者を確保する取り組みが必要
である。また、寄附件数を増やす
ためには、感謝特典の内容の充
実やふるさと納税のＰＲ強化を今
まで以上に図る必要があるが、事
務の多様化・煩雑化が進んでい
ることから、事務処理体制の見直
しを検討すべきと考える。

市の公式ホームページやふるさと
納税のポータルサイト「ふるさと
チョイス」でのＰＲを今後も継続
し、感謝特典の対象となる寄附金
額を１万円以上からとし、感謝特
典の商品を大幅に増やしたこと、
更に寄附者が寄附金額に応じて
商品を選択できる方式に変更した
ことで、寄附者のニーズに対応し
た取り組みが可能となり、寄附件
数や金額が更に増加することが
期待される。

見直して継
続【拡充】

4,122 A 納税者の収入状況の悪化等によ
り、市税を滞納するケースが多く
なっている。
一方、市税未納の状態を続け、納
税に対して誠意を感じない方もい
る状況である。
また、依然として、個人・法人の破
産・倒産も発生しており、この場合
における収納は非常に困難な実
情にある。

滞納者と協議のうえ、的確な分割
納付計画を立て、滞納繰越額の
減少に努める。
未納の状態が続き、分割納付等
の相談もなく、納税に対する誠意
がない方に対しては、財産調査等
を実施のうえ、差押等の滞納処分
を執行する。

滞納処分等の技術について、他
市との意見交換や職場内研修を
実施することにより、より効果的な
滞納処分等を実施し、収納率の
向上を目指す。

現状のまま
継続

7,099 A ここ数年、国の政策による税制改
正が頻繁に行われ、それに伴う
新制度の導入や現行制度の更な
る改正等により税額算定方法が
複雑化している。そのような税制
改正等に関する制度の市民周
知・対応が難しい。

税制改正等に的確に対応できる
よう各種システムの活用を継続し
ていくとともに、市民の立場に立っ
たわかりやすい通知や周知をす
べく努めている。

現状、各種システムを活用した賦
課作業が効果を発揮しており、今
後もこれにより事務の正確性を高
めたい。
　また、新しい税制度に対応する
ために事務量が増えているが、電
子申告受付サービスをさらに活用
することで、事務の効率化を図
る。

現状のまま
継続

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

1,693 A 今後、地域主権制度の広がりが
見込まれる中、基礎自治体（とり
わけ小規模自治体）のあり方が大
きく問われることから、広域連携
はますます重要になってくるた
め、どのような広域の枠組み、事
務が有効かが課題である。

中空知広域市町村圏組合におい
て広域連携をすることで、本市の
行政運営において効率化が期待
できる特定の課題（例：防災、医
療、観光等）について、具体的に
検討できるよう、組合における検
討組織体制づくりが必要である。

地域主権一括法、権限委譲、定
住自立圏構想等国又は北海道の
諸制度の動向を勘案しながら、市
民の安全・安心な暮らしのため、
また、市民の利便性を高める事
務の委託（共同）化など、さらに広
域行政を推進する。また、中空知
定住自立圏共生ビジョンを取り進
めるとともに、引き続き産業の活
性化などを目指すための道北圏
との連携も取り進める。加えて、
空知地域創生協議会として空知
管内２４市町が連携し、地域のＰ
Ｒや移住促進事業を展開する空
知全体の活性化を目指す。

見直して継
続【改善】

⑵　行財政運営 ②　財政運営の充実

⑵　行財政運営 ③　広域連携の推進

≪　改革・改善（Ａction）　≫

≪　改革・改善（Ａction）　≫
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平成２８年度事務事業評価結果一覧 ＜ 資料３ ＞

対象 意図 手段
都市計画管理業
務

都市建設課土
木係

市民 本市のあるべき姿を考え、まちづくりの具
体性ある将来ビジョンを確定し、整備方針
等を総合的に定めることを目的とする。

都市計画の見直しは、芦別市都市計画審
議会の審議を経て実施する。

対象 意図 手段
土木管理事務 都市建設課土

木係
国、道、関係機関 道路総務事務を円滑に推進し、快適・安全

な道路環境の創出を目的とする。
一般国道４５２号の早期開通を始めとする
国道・道道の整備について要請を行う。
また、道路台帳の整備や駐車公園の清掃
など、道路施設の管理に必要な事務や業
務を行う。

道路維持管理業
務

都市建設課土
木係

市民 快適、安全な道路環境の創出により、歩行
者や車両等の円滑な運行と安全を確保す
ることを目的とする。

定期的な道路パトロールを実施し、経年劣
化による損傷や凍上による凹凸の補修を
計画的に進めるほか、高齢者や障がい者
に配慮した車歩道の整備を行う。

橋りょう維持管理
業務

都市建設課土
木係

市民 快適、安全な橋りょう環境の創出により、
歩行者や車両等の円滑な運行と安全を確
保することを目的とする。

橋りょうの定期的な点検やパトロールによ
り、安全確保や適正な維持管理に努め、
必要に応じた補修を行うほか、橋梁長寿
命化計画に則し計画的な改修を行う。

対象 意図 手段
生活交通確保対
策事業

市民課生活交
通係

市民 住民が日常生活を維持していくために必
要不可欠である生活交通路線を維持・確
保するための措置を講ずることを目的とし
た。

住民の交通体系の確保は、その路線を運
営する民間のバス会社の運営状況（経営
状況）に密接に関わっているため、市とし
ての支援策等を協議する。

対象 意図 手段
地球温暖化・省エ
ネルギー対策推進
事業

企画政策課まち
づくり推進係

市の全ての公共施設 本市は、各公共施設におけるエネルギー
使用量の年間の合計が1,500ｋｌ以上（原油
換算）あることから、省エネ法に基づき「特
定事業者」の指定を受けており、市総合庁
舎をはじめとする各公共施設のエネル
ギー使用量の削減及び二酸化炭素排出
量の削減を図る。

地球温暖化防止実行計画（事務事業編）
の推進、芦別市地球温暖化・省エネ対策
推進本部及び推進委員会の開催、各公共
施設等の省エネ診断の実施、各公共施設
の管理標準の策定など

２　生活・環境 ⑵　生活環境

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫

２　生活・環境 ⑴　都市基盤

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫

２　生活・環境 ⑴　都市基盤

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫

２　生活・環境 ⑴　都市基盤
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平成２８年度事務事業評価結果一覧 ＜ 資料３ ＞

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

2,703 B 都市計画区域内において、長期
未着手の土地区画整理区域及び
都市計画道路の整備が終了した
ことから、今後は都市計画区域内
の景観等について意見交換を行
う必要がある。

都市計画審議委員からの意見等
を参考に現在の問題点を聴取す
る。

土地区画整理区域等を視野に入
れた見直しについて整理する。

現状のまま
継続

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

6,575 B 一般国道４５２号の早期開通、道
道芦別美瑛線の対面交通に関し
て、それぞれ国・道に対し要望活
動を行っており、多少の進捗が見
受けられることから、今後も継続
する必要がある。

関係機関に対し、早期に整備が
進められるよう継続して要望す
る。

一般国道４５２号の早期開通、道
道芦別美瑛線の対面交通等の整
備促進に向け、今後も継続して要
望活動を行う。

現状のまま
継続

176,167 A 本市の市道延長は334㎞あり、凍
上による舗装路面の凸凹や施設
の老朽化により安全性が確保で
きない道路があり、歩行者や車両
の通行に支障をきたしている状況
である。
また、路盤が施工されていない簡
易舗装の道路があることから、道
路改良による整備が必要である。

道路パトロールにより現地の状況
を把握し、計画的な維持補修、工
事等で対応する。

歩行者の安全や車両の通行が確
保できる道路を整備するため、計
画的な道路改良や道路付帯施設
の整備、点検及び補修が必要で
ある。
また、路面清掃や側溝清掃等に
よる環境美化に努め適切な管理
を進める。

現状のまま
継続

2,819 B 本市の橋梁は77個所ありそのう
ち30年以上経過している橋梁が
47個所ある。そのため歩行者の
安全や車両の通行を確保するこ
とが課題である。

パトロールにより状況を把握し計
画的な維持補修を実施する。

歩行者の安全や車両の通行を確
保するため、橋梁長寿命化計画
に基づき計画的な維持補修や整
備を実施し施設の延命化を図る。
なお、近接目視による点検では５
年に１度の計画的に行うよう義務
付らられている事から、実施要綱
に基づき橋梁を点検する。

現状のまま
継続

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

31,940 B 人口の減少及び自動車の普及に
より、公共交通機関の利用者は
減少傾向にある中、市民ニーズ
に応え市内バス路線を循環式へ
と変更したものの、利用者は伸び
悩んでいる。

平成25年11月に循環方式となる
市内バス路線を導入し、2年と数
カ月が経つ中、利便性等の問題
や、負担すべき補助金のあり方に
ついて、今後、路線確保のための
補助金制度の在り方を抜本的に
見直していく。

芦別市地域公共交通会議におい
て、市内在住の委員を中心に検
討委員会を開催し、今後における
運行体系、補助制度の在り方や、
路線の見直し等の検討を進める。

見直して継
続【改善】

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

- A 各公共施設におけるエネルギー
使用機器等の詳細な把握ができ
ていない。

省エネ法に基づき、各公共施設
の「管理標準」を整備する必要が
ある。

エネルギー使用量の更なる削減
のため、省エネ・節電診断制度等
を活用した省エネルギー型照明
の導入等の検討や各公共施設の
管理標準の計画的な策定を進め
るとともに、それぞれの公共施設
で実施できる省エネを推進する。
また、芦別市公共施設における
省エネルギー型照明導入基本方
針に基づき、各公共施設の省エ
ネルギー型照明の導入を促進す
る。

現状のまま
継続

⑵　生活環境 ①　自然環境の保全

≪　改革・改善（Ａction）　≫

⑴　都市基盤 ③　交通体系の充実

≪　改革・改善（Ａction）　≫

②　交通網の充実

≪　改革・改善（Ａction）　≫

⑴　都市基盤 ①　都市計画･都市開発の推進

≪　改革・改善（Ａction）　≫

⑴　都市基盤
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平成２８年度事務事業評価結果一覧 ＜ 資料３ ＞

対象 意図 手段
ごみ収集事業 市民課環境衛

生係
　・ごみを排出する者 　・市内全域をごみの収集日・収集地区表

に基づき円滑に収集することにより、清潔
な生活環境を確保し、環境衛生の向上を
図る。

　・ごみ収集車の適正な補修、更新
　・ごみ収集業務委託業者による、適正な
収集業務の遂行の監理監督。

ごみ減量化推進
事業

市民課環境衛
生係

市民 一般廃棄物の減量化の推進、適正な処
理、資源化及び再使用の促進を図る。

ごみ減量化、資源リサイクルの促進に向
け、諮問機関である芦別市廃棄物減量等
推進会議を開催する。

ごみ処理センター
運営管理業務

市民課環境衛
生係

　・ごみを排出する全世
帯及び企業

　・芦別市ごみ処理センターの適正な維持
管理により、円滑な一般廃棄物（一般ご
み、粗大ごみ）の埋め立て処分に資する。

　・ごみ処理センター施設・設備の適正な
維持管理。
　・ごみ処理センター管理業務等委託業者
による、適正な運営管理事務の遂行の監
理監督。

ごみ処理事業 市民課環境衛
生係

・ごみを排出する全世帯
及び企業

・ごみを適正に処理するため、指定専用袋
の作成・配送・保管、ごみステーションの設
置補助、生ごみの広域共同処理を行い、
円滑なごみ処理事業に資する。

・適正な指定専用袋の作成・配送・保管、
ごみステーションに対する設置補助、三市
二町による生ごみの広域共同処理の継続
により、円滑なごみ処理事業に資する。

資源ごみリサイク
ル推進事業

市民課環境衛
生係

　・ごみを排出する全世
帯及び企業

　・芦別市資源ごみ保管施設の適正な維
持管理を行い、資源ごみをリサイクルし資
源の有効活用、ごみの減量化を図る。

　・資源ごみ保管施設・設備の適正な維持
管理。
　・資源ごみ保管施設管理業務委託業者
による、適正な運営管理事務の遂行の監
理監督。
　・資源ごみの適正な分別に係る広報や現
地指導。

新エネルギー利活
用事業

企画政策課まち
づくり推進係

地域新エネルギービジョ
ン（平成２１年度策定）に
基づく、木質バイオマス
及び廃食油の有効利用

環境基本条例及び環境基本計画に基づ
き、本市の豊かな自然環境を活用した新
エネルギーの有効利用を図る。

木質バイオマス及び廃食油の有効利用の
ため事業化について検討を進める。

対象 意図 手段
斎場運営管理業
務

市民課環境衛
生係

遺がいの火葬、汚物（え
な、産わい物）の焼却、
身体の一部の焼却を必
要とする者

芦別市斎場の適正な維持管理により円滑
な火葬業務に資する。

火葬炉の定期点検、修繕等の適正な維持
管理。
斎場管理業務委託業者による、適正な運
営管理事務の遂行の監理監督。

墓地運営管理業
務

市民課環境衛
生係

墓地を使用する市民（市
内に住所を有する世帯
主）
※市長が特別の理由が
あると認めるときは、市
外に住所を有する者で
あっても願い出ることが
できる。

墓地の適正な維持管理及び造成を図り市
民の需要に応える。

・墓地の清掃等による適正な維持管理
・市民の需要に応えた墓地の造成

２　生活・環境 ⑵　生活環境

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫
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平成２８年度事務事業評価結果一覧 ＜ 資料３ ＞

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

94,058 A ①ごみ収集の要となる、ごみ収集
車について、計画的に更新する必
要がある。②分別間違いのごみ
が残され、出し直しされずに放置
されるケースも多く、衛生管理上
問題のあるごみステーションも存
在している。

①使用年数等による計画的なご
み収集車の更新により、ごみ収集
に支障が生じないように努める。
②分別間違いがなくなるよう、ご
みの出し方について、繰り返し広
報等により啓発する。また、ごみ
ステーションに放置されたままの
ごみについては町内会等と連携
を図り、問題の解決に当たってい
く。

①ごみ収集車の適正な維持管理
に努め、計画的に更新していく。
②ごみステーションに放置される
ごみが減らない状況が続くようで
あれば、ごみステーション等に注
意文書等を貼り、搬出した者に注
意喚起を促す。

現状のまま
継続

33 B 古着の回収品目、回収拠点の拡
大、使用済小型家電も回収拠点
を増設し、その結果いずれも予想
以上の回収量となったが、リサイ
クルできないものも多く含まれて
いる。

今後も広報、環境だよりやイベン
ト回収などにより周知徹底してい
く。また、廃棄物減量等推進委員
会によるリサイクル率の高い先進
地事例の調査や視察を実施しご
み減量化に向けた検討をする。

より一層の一般廃棄物の減量化
の推進、適正な処理、資源化及
び再使用の促進を図る。

現状のまま
継続

37,490 A 施設開設後、２０年近くが経過し、
設備や機器の老朽化が進んでい
るため修繕・更新が見込まれる。

適正な維持管理により、施設の設
備や機器の使用に支障が生じな
いよう、使用年数に応じ、計画的
な整備に努める。

年々ごみの全体量は減ってきて
いるが、さらにごみの減量化を図
るとともに、施設や設備等の適正
な維持管理を図ることする。

現状のまま
継続

81,106 B 搬入量は減少傾向にあるもの
の、生ごみの更なる減量化に努
める必要がある。

市民のごみ減量化に向けて、コン
ポストの購入にかかる補助に加
え、電動生ごみ処理機についても
補助する。

コンポスト等の購入補助金制度を
はじめ、ごみの減量化・資源化（３
Ｒ）を推進するため広報等により
発信していく。

見直して継
続【拡大】

15,707 B 資源ごみリサイクルの要となる、
プラスチック製容器包装減容機、
空き缶プレス機、ペットボトル減容
器等の機器について、今後、更新
が見込まれる。

適正な維持管理により、機器の使
用に支障が生じないよう、使用年
数に応じ、計画的な更新に努め
る。

資源ごみのリサイクルにより、埋
立ごみ（一般・粗大）の量が減少
していることから、さらにごみの減
量化を図るため、新たなリサイク
ル資源を検討するとともに、保管
施設、機器等の適正な維持管理
を図る。

現状のまま
継続

- B 木質バイオマスは、木質バイオマ
スボイラーの燃料となる木質チッ
プの原材料の確保が課題であり、
廃食油については、有効利用策
を決めたとしても回収量を確保す
るためには市民周知に一定の期
間が必要となる他、排出者に負担
がかからない回収方法を用意で
きるかが課題である。

木質バイオマスボイラーの燃料と
なる木質チップを安価で安定的に
供給できる体制を維持するため、
木質バイオマス利用推進協議会
と連携し、国・道有林と引き続き協
力を得て林地残材等を確保する。
廃食油については、環境審議会
等と連携しながら事業化が可能
か判断するための検討を引き続
き行う。

木質バイオマスは、チップの製造
を行う民間事業者が平成２６年度
から事業を開始しているが、引き
続き、原材料の確保に向けた支
援に取り組む。廃食油について
は、環境審議会を開催する中で、
活用の是非についての方向性を
見出す。また、公共施設ボイラー
更新時における木質バイオマス
ボイラー導入方針に基づき、既存
ボイラーの更新時には木質ボイ
ラーの導入を検討する。

現状のまま
継続

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

21,389 A 火葬業務の要となる、火葬炉につ
いて、火葬中に故障等が生じない
よう、適正な維持管理を継続して
行う必要がある。

火葬場設備に専門的知識をもつ
業者に委託したことにより、修繕
箇所の早期発見に努め、計画的
な修繕に努める。

火葬炉周辺機器は２０年以上経
過していることから、計画的に機
器の更新を進めてきている。配電
盤など更新が済んでいないものに
ついて整備していく。また、平成２
８年度に待合室を洋室に変更し、
バリアフリー化することで高齢者
の方が利用しやすくなるよう待合
室を改修する。

見直して継
続【改善】

2,680 A 年度により申込者数にばらつきが
あり、需要を把握することが難し
い。

墓地の返還数や残数を把握し、
計画的に造成を行う。

平成２６年度に桜ケ丘霊園におい
て、自由墓地３３区画、規制墓地
４４区画を新たに造成し、今後
は、需要に見合った区画数を造
成する。造成時期については検
討していく。

現状のまま
継続

⑵　生活環境 ②　環境衛生の充実

≪　改革・改善（Ａction）　≫

≪　改革・改善（Ａction）　≫
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平成２８年度事務事業評価結果一覧 ＜ 資料３ ＞

対象 意図 手段
公衆浴場確保事
業

市民課環境衛
生係

公衆浴場を利用する者 住民の保健衛生上確保すべき公衆浴場に
必要な助成を行い、その経営安定と廃業
防止を図る。

公衆浴場に対する経営安定と廃業防止の
ため、補助金を交付する。

環境衛生向上業
務

市民課環境衛
生係

一般市民 動物の死骸の回収、有害ごみの回収、地
域墓地の草刈等環境美化の推進等により
快適で衛生的な生活環境の確保に資す
る。
犬の飼養者に対し、畜犬登録及び狂犬病
予防注射を行う等により適正な飼養をする
よう周知し、公共の安全の確保に資する。

環境衛生業務委託業者による、適正な業
務の遂行の監理監督。
動物の死骸の回収、有害ごみの回収に係
る定期的な広報の実施。
有害ごみ回収店の確保。
犬の飼養者に対する、畜犬登録及び狂犬
病予防注射の接種等の周知徹底及び市
集合注射の実施。

し尿収集事業 市民課環境衛
生係

し尿及び浄化槽汚泥収
集世帯

市内全域をし尿収集計画に基づき適正に
収集することにより、清潔な生活環境を確
保し、環境衛生の向上を図る。

し尿収集車の適正な補修、更新
し尿収集業務委託業者による、適正な収
集業務の遂行の監理監督

し尿処理事業 市民課環境衛
生係

し尿及び浄化槽汚泥収
集世帯

市内全域から収集されるし尿を、石狩川流
域下水道組合奈井江管理センターに円滑
に収集運搬し処理することにより、清潔な
生活環境を確保し、環境衛生の向上を図
る。

し尿共同処理事業（MICS事業）による適正
なし尿処理。

対象 意図 手段
市有住宅管理業
務

都市建設課住
宅係

市及び関連職員のため
の住宅（市共済住宅等）
及び市内の事業所等に
勤務している若年単身
者のための特定公共賃
貸住宅（渓水団地）の入
居者及び入居予定者を
対象とする。

市有住宅（市及び関連の職員住宅及び特
定公共賃貸住宅）の適正な維持管理を目
的とする。

市有住宅（市及び関連の職員住宅及び特
定公共賃貸住宅）の維持管理を適正に行
い、入居者の利便性の向上と住環境の充
実を図る。

公営住宅管理業
務

都市建設課住
宅係

市営住宅施設及び住宅
に困窮する低額所得者

公営住宅等に入居を希望する人に対し、
低廉で良質な公営住宅を提供するとともに
適正な住宅管理を行うことにより、入居者
が快適で安全・安心な生活を送ることがで
きる機能の維持を図る。

維持管理に関する事務として、入居者から
の連絡による修繕の他、計画修繕により
適正な管理を実施する。
家賃に関する事務として、滞納者への催
告等の方法により、適正な家賃収納管理
を行う。
入居に関する事務として、空き家が発生し
た場合、速やかに修繕を行い、待機してい
る入居予定者に住宅を斡旋する。

移住・定住促進業
務

企画政策課まち
づくり推進係

首都圏に居住する団塊
世代等の移住希望者と
市民を対象とする。

本市への移住・定住を促進し、交流人口の
増加を図ることで、地域活性化を図ること
を目的とする。

移住・定住を促進するため、受入体制の整
備充実、本市の恵まれた自然環境と快適
な生活環境の道内外に向けた積極的な情
報発信、空き地・空き家情報を収集、発信
する。また、市内に住宅を新築・購入した
市民に奨励金を交付することにより、定住
を促進し、地域のコミュニティや経済の活
性化を図る。

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫

２　生活・環境 ⑵　生活環境
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平成２８年度事務事業評価結果一覧 ＜ 資料３ ＞

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

7,950 B 人口減少やうち風呂の普及により
年々入浴者数が減少している。

浴場利用組合と密接に連携を取
るとともに、公衆浴場確保対策補
助金を交付し、経営の安定化を図
る。

存続する公衆浴場の確保に向け
て、経営の安定化が図られるよ
う、補助金の交付を継続し、廃業
防止に努める。

現状のまま
継続

3,265 B 犬猫の糞の放置、野良猫への餌
やり等の苦情が寄せられている。

犬の糞の持ち帰り看板の設置や
環境衛生だより等による広報活
動を通じて、市民のモラルに訴え
る施策を展開、強化する。

委託業者との連携を深め、環境
だより等の広報活動により一層の
地域の生活環境の向上を図る。

現状のまま
継続

45,494 B し尿収集車の適正な修繕、更新
を計画的に行う必要がある。

現在、必要に応じた修繕を行い、
計画的な更新に努めている。

し尿収集車の適正な維持管理に
努め、計画的に更新していく。

現状のまま
継続

16,244 B 正確かつ効率的な収集運搬を考
慮した体制を確立する。

正確かつ効率的な収集ができる
よう、収集経路を考慮したエリア
分割をもとに作成した「し尿の収
集計画」に基づき収集運搬を行
う。

広域処理化を円滑に進めるた
め、収集体制や運搬体制の整備
を図る。

現状のまま
継続

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

2,078 B 特定公共賃貸住宅（渓水団地）の
空家戸数は平成２７年３月末１０
戸、平成２８年３月末３戸で、年度
末は企業の人事異動等に伴い、
一時的に空き家が減少する傾向
にある。
市共済住宅（職員住宅）について
は、空き家が増加し老朽化が著し
い。

渓水団地について、入居者の募
集については、引き続き「広報あ
しべつ」に募集記事を掲載してい
くことが必要である。
職員住宅について、入居希望者
がいない住宅や老朽化が著しい
住宅については、今後、有効活用
の検討が必要である。

渓水団地について、市内の事業
者に対する広報活動を充実させ、
入居者の確保に努める。
あかつき職員住宅については、用
途を廃止し民間への売却や除却
等を具体的に取り進める。

見直して継
続【改善】

64,227 A 公営住宅の需要実態と入居可能
な希望住戸の提供の調整を図り、
計画的に修繕を行うことで、公営
住宅の適切な維持管理を行う必
要がある。頼城地区及び西芦別
地区の改良住宅は、地区の人口
減少により空き家が増加してお
り、また、老朽化が著しく維持管
理に支障をきたしている。

供給する住戸タイプ及び立地条
件と、住宅を求める市民とのミス
マッチが無いよう、入居希望する
住宅への調整を図り、計画的に
修繕等の精査及び充実を図る。
頼城地区及び西芦別地区の改良
住宅は、改良住宅再編（移転集
約）事業により、地域のコミュニ
ティの継続とコンパクトにまとめた
住環境の提供を図る。

入居者の要望に沿った整備及び
計画修繕を進めるとともに、改良
住宅再編（移転集約）事業に伴う
移転対象者に対しては、できるだ
け要望に沿った移転を推進する。
また、平成２５年度に芦別市住生
活基本計画及び芦別市公営住宅
等長寿化計画を策定したことか
ら、計画に基づいて修繕や建替
等を推進する。（計画期間：平成２
６年～平成３５年度）

現状のまま
継続

22,999 B 少子高齢化の進行等に伴う人口
減少により、地域活力が失われる
中、首都圏を中心に「団塊世代」
のみならず、若年層を含め、地方
への移住や二地域居住などの志
向が高まっている。この様な志向
に対応するため、移住希望者の
より具体的なニーズを把握すると
ともに、そのニーズに対応した環
境づくりをどう進めるかが課題で
ある。

①直接的に移住者の確保に結び
つけるため、「地域おこし協力隊」
の制度を活用して人材を誘致す
る。②北海道、北海道移住促進
協議会、市内関係団体・企業との
連携を図る。③住宅の新築・購入
者に対する「持ち家取得奨励金」
を交付する。④「空き家・空き地情
報バンク」など移住・定住情報を
発信する。⑤首都圏ＰＲ事業に積
極的に参加する。

①農林業の担い手確保など、基幹産
業の振興等によるまちづくりなどを推進
するため、「地域おこし協力隊」の制度
を活用した人材を誘致し、移住者の確
保に結び付ける。②移住者の誘致に向
け、首都圏ＰＲ事業を推進し、移住希望
者へアプローチする。③「持ち家取得奨
励金」のＰＲを展開し、定住人口の増加
及び地域経済の活性化を図る。④地方
創生加速化交付金を活用して、定住自
立圏就業・移住支援業務に取り組み、
中空知定住自立圏内の活性化を目指
す。

見直して継
続【改善】

≪　改革・改善（Ａction）　≫

≪　改革・改善（Ａction）　≫

⑵　生活環境 ③　住宅環境の充実
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平成２８年度事務事業評価結果一覧 ＜ 資料３ ＞

対象 意図 手段
移住・定住促進業
務

市民課市民年
金係

芦別市に住所を有する
者で結婚又は出産したも
の

芦別市定住促進条例に基づき、市民の人
生の節目のお祝いとして、結婚祝品及び
出産祝品を贈呈し、市民の定住を促すも
のである。

結婚一組及び出産一子につき、１０万円分
の市内限定商品券を贈呈する。

対象 意図 手段
公共下水道維持
管理業務

上下水道課業
務係

下水道を使用している市
民及び事業所等

都市基盤である下水道施設の維持管理業
務を計画的に行い、施設の機能を確保す
るとともに延命化を図る。

下水道施設の計画的な点検、調査を実施
し、修繕等について早期に対処する。

対象 意図 手段
カナディアンワー
ルド公園管理運営
業務

商工観光課観
光振興係

市民、観光客 観光施設や観光資源の有機的な結合と適
切な施設等の維持管理により、自然豊か
な本市の地域イメージである「星の降る
里」にふさわしい魅力的な施設として集客
を図る。

カナディアンワールド公園の適切な整備及
び維持管理をする。

公園管理業務 都市建設課土
木係

市民 市民が安心して憩うことのできる公園整備
と安全管理を目的とする。

市民が安心して利用できるように公園遊具
の日常点検や有資格者による定期点検の
実施。また、市民が憩える空間を確保する
ために公園施設の清掃や草刈り、公園樹
のせん定などの維持管理と法で定められ
ている公園台帳の整備を行う。

緑化推進事業 都市建設課土
木係

市民 地域で花や植物等を育て慈しむ心を通じ
て、人間社会における「思いやりの心」を養
うことを目的とする。

「花いっぱい運動」で、町内会などの各種
団体に協力依頼し植樹桝等に植える花の
苗の育成をする。また、北海道開発局の事
業である「フラワーロード３８」、空知総合振
興局の事業である「ふれあいの街クリーン
事業」と連携した取組を推進する。

２　生活・環境 ⑵　生活環境

２　生活・環境

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫

⑵　生活環境
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平成２８年度事務事業評価結果一覧 ＜ 資料３ ＞

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

7,604 B 贈呈対象者に対して周知はもれ
なく行っているが、移住促進に向
けた市外への周知が十分に行わ
れていない。結婚・出産人口の減
少に伴い、祝品贈呈数も減少して
いる。

婚姻届受領時に祝品の資料を配
布するとともに、子の出生につな
がるよう出生祝品の周知も同時
に行うなど窓口対応についても工
夫する。

市公式ホームページに掲載して
いる内容をより多くの人に知って
もらえるようにするほか、広報あし
べつにPRに関する記事を掲載す
るなど周知を図る。また北海道移
住促進協議会のホームページを
活用するなど、移住に結び付くよ
うな周知をさらに工夫する。

現状のまま
継続

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

29,726 A 　今後の人口減少に伴う収入減
少化の時代を迎えるにあたり、施
設の老朽化等に対応する長寿命
化や、更新投資をいかに効率的
かつ計画的に行い、経営基盤を
安定させていくかが課題となる。

　マンホールポンプ所の保守点
検、管路施設調査清掃等により、
補修個所の早期発見、修繕から
長寿命化を図り、将来の事業環
境を予測した各施設の効率的な
更新時期を判断するとともに、経
営戦略の策定を合わせて行う。

現在、管きょの整備事業を休止してい
ることから、今後において維持管理事
業を計画的に行い、施設の機能を保持
するとともに、将来導入される地方公
営企業法の適用化を視野に入れた資
産管理を適切に行い、経営戦略の策
定から将来にわたる健全経営に意を用
いる。

現状のまま
継続

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

14,711 C 施設の老朽化による維持管理経
費の増加と安全性の低下や美
観・景観の悪化による公園利用
者の減少が課題である。

利用者への安全対策を最優先し
て必要な修繕を行うとともに、今
後の施設の在り方について検討
を図る。

必要に応じた計画的な修繕を行う
とともに、平成２７年度に開催した
市民検討委員会から提出を受け
た「提言書」の内容を踏まえつつ
も、今後の市の財政状況及び平
成２８年度に策定する「公共施設
等総合管理計画アクションプラン」
を検討する中で、方針を定めてい
く。

現状のまま
継続

67,991 B 本市が管理している公園は58公
園あり、ほとんどで建設年数が30
年以上経過しているため、施設や
遊具の老朽化が著しい状況であ
る。
更には、遊具の維持管理や公園
樹木の選定等、環境整備を実施
する必要がある。

日常的な安全点検、定期的な草
刈りやごみ拾い、計画的な樹木の
選定を実施する。

芦別市公園長寿命化計画、芦別
市公園再整備計画に基づき、施
設の補修や遊具の更新、花の植
栽を行うとともに、地域のニーズ
に合わせ公園の廃止を含めた再
整備について検討する。

現状のまま
継続

12,793 B 芦別市花と木・緑化推進事業計
画に基づき、道路沿線や各公共
施設へ花を植栽し、更には市民
の協力もあり景観整備を進めて
いるが、植栽後の草取りなどの管
理方法の統一性が課題である。

関係機関と植栽後の管理につい
て調整を行い、草取りなどの維持
管理を適正に実施できるよう協議
する。

「芦別市花と木・緑化推進事業計
画」に基づき事業を推進する。
平成２７年度より、植樹桝におい
て試験的に多年草を植栽してお
り、将来的には単年草から多年草
へ移行することで維持管理費の
軽減を図る。

現状のまま
継続

⑵　生活環境 ⑥　公園・緑化の充実

≪　改革・改善（Ａction）　≫

≪　改革・改善（Ａction）　≫

≪　改革・改善（Ａction）　≫

⑵　生活環境 ⑤　下水道・排水施設の充実
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平成２８年度事務事業評価結果一覧 ＜ 資料３ ＞

対象 意図 手段
防災業務 総務課総務防

災係
市民の生命・財産、事業
所の財産

市町村は、「災害対策基本法」第42条に基
づき、市民の生命と財産を災害から守るた
めの災害対策を定める「地域防災計画」の
策定が義務付けされ、本市においては昭
和38年11月に策定後、適宜、必要に応じ
修正を行ってきた。災害の発生を未然に防
ぐことは不可能であることから、災害時の
被害を最小化する「減災」の考え方を防災
の基本方針とし、災害予防、災害応急及び
災害復興対策までの一連の対策を迅速か
つ円滑に行うための備えや体制強化を推
進する必要がある。

上位計画である国の防災計画、北海道の
地域防災計画の修正を踏まえ、上位計画
との整合性を保つため適宜、本市の地域
防災計画の修正を行うとともに、計画で定
める防災対策などを実施する。町内会を単
位とする自主防災組織の設置促進及び防
災活動マニュアルの作成。防災関係機関、
団体、企業等との防災協定締結の促進。
災害備蓄品配備計画（非常食・資機材な
ど）の作成及び計画に基づく備蓄品の備
蓄配備の促進。

対象 意図 手段
河川維持管理業
務

都市建設課土
木係

市民 快適、安全な河川環境の創出により、河川
を適正に利用できるとともに、流域の安全
確保することを目的とする。

河川の災害を未然に防ぐため、継続的な
監視パトロールや関係機関との情報交換
を密にし、安全確保に努めるとともに、危
険箇所の改修を行う。

対象 意図 手段
除排雪事業 都市建設課土

木係
市民 冬期間の降雪による交通の制約を軽減

し、安全・安心・快適な冬の暮らしを提供す
ることを目的とする。

除排雪計画に基づいた除排雪業務の適切
な実施と、作業効率の低下した除雪機械
の計画的な更新、更にオペレーターの確
保に向けた委託業者との連携を強化し、
安定的で効率的な除排雪業務を推進する
ことで維持管理経費の抑制を図る。

対象 意図 手段
交通安全対策事
業

市民課生活交
通係

　市民及び芦別市交通
安全対策推進協議会本
部・芦別交通安全協会・
芦別市交通指導員会等

　市内における交通安全の確保、交通事
故抑止、特に「交通事故抑止」を目的とし
て事業を効果的に推進し、運転者の各事
業及び一般家庭道徳と交通文化の進展に
寄与することを目的とする。

国・道・警察等の行う交通安全の安全に関
する施策に計画段階から市民が参加でき
る仕組みづくり、市民が主体的に行う交通
安全総点検、地域におけるその特性に応
じた取組み等により、参加、協働型の交通
安全活動を推進する。

地域社会浄化事
業

市民課生活交
通係

市民 犯罪を抑止するため、市民（地域）の防犯
力（市民の防犯意識の普及啓発、防犯体
制の強化）を高める。

市民の防犯意識の普及啓発を図るための
講演会等の開催、地域の防犯体制を強化
するための取組み（地域パトロール活動、
防犯灯の維持管理及びＬＥＤ防犯灯交換
工事、電気料の補助）。

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫

２　生活・環境 ⑶　安全・安心な生活

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫

２　生活・環境 ⑶　安全・安心な生活

２　生活・環境 ⑶　安全・安心な生活

２　生活・環境 ⑶　安全・安心な生活

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫
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平成２８年度事務事業評価結果一覧 ＜ 資料３ ＞

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

8,464 A 災害時における行政の災害対応
には限界があり、東日本大震災
の教訓から自主防災組織の設置
は喫緊の課題である。また、災害
協定の促進、避難所運営マニュ
アルの作成、避難行動要支援者
名簿作成、計画的な災害備蓄品
の整備、防災訓練・講座の実施な
ど計画的に推進する必要がある。

地域防災計画の修正、登録制
メールの整備及び備蓄品の購入
など、災害時における体制・対応
強化等を進めているが、本市全
体の防災力を高めるための各種
マニュアルの作成、自主防災組
織の設立促進と防災活動の支
援、市民に対する災害情報伝達
体制の確立など、地域防災にお
いて抱えている課題等の解決を
着実に図るため、有事に備えた危
機管理体制の強化と併せて防
災・減災の庁内体制の整備、充
実を図る。

平成２８年度においては、災害発
生時の市民への情報伝達に必要
な行政防災無線のデジタル化整
備を実施するとともに防災ハザー
ドマップを各世帯へ配布し、市民
が安心して生活できる防災対策と
環境づくりを推進する。

見直して継
続【改善】

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

17,690 B 本市が管理する普通河川及び準
用河川は８９あり、その総延長は
451.2㎞である。
近年、集中豪雨等の影響で被害
を受けた河川の早急な対応が必
要である。

河川パトロールを強化し危険個所
を把握し、計画的な工事・修繕な
どで対応する。

河川パトロールの結果、特に危険
と思われる河川については、速や
かに必要な対応を図る。
また、それ以外の河川については
定期的な巡回を行い、事前に危
険な個所を把握し適正な維持管
理に努める。

現状のまま
継続

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

238,034 A 除排雪計画に基づき作業を実施
しており、一定水準の道路環境は
維持されているものの、降雪状況
により市民要望が多様化してい
る。

芦別道路維持管理協同組合に除
排雪作業を全面委託しているが、
市と組合が連携を図りながら現地
を把握し、多様化する市民要望に
対応していくこととする。

老朽化した除排雪機械を計画的
に更新する。
また、除排雪事業に対し市内業
者の新規参入の確保を図り、迅
速かつ効率的な作業体制の整備
と強化に努める。

現状のまま
継続

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

3,650 B 芦別市においては、高齢化率が
著しく、高齢者自らが交通安全運
動を実践できるよう効果的な広
報・啓発活動を継続して実施して
いく必要がある。

芦別市交通安全対策推進協議会
本部を中心に、老人クラブ連合会
などを通じて、広報・啓発活動を
実施したり、交通安全運動に参加
してもらうことにより、交通安全意
識の高揚を図る。

交通事故を減少させるためには、
何より自らの意識改革が必要で
あり、そのためにも交通安全教育
をはじめ、有効な事業内容の検討
を行い、今後も関係団体と連携を
図り、各種交通安全対策を積極
的に推進していく。

現状のまま
継続

16,110 A 防犯への取組みを推進するため
には、犯罪の被害者となりやすい
社会的な弱者である幼児・障がい
者等に対する対応や犯罪の発生
を未然に防ぐ地域づくりが必要で
ある。

防犯への取組みは、市民一人ひ
とりが自分のこととして考える「自
助」が基本であるが、「共助」とい
う町内会等の地域的なサポート力
を高めることも必要であり、そのた
めに市が先頭に立って防犯都市
宣言を推進する会の構成団体等
と連携を図りながら、今後も継続
して防犯に効果的な各種施策や
啓発を行っていく必要がある。な
お、抑止力効果を高めるため、市
有施設等に防犯カメラを設置する
ことで防犯への取り組みを行って
いく必要がある。

防犯への取組みは、市民、事業
者、関係団体と協働しながら、防
犯都市宣言や条例に沿った全市
的な取組みを進めていく。なお、
抑止力効果を上げるために、平
成２８年度において試験的に市有
施設等の８施設９か所において防
犯カメラを設置することで犯罪等
を未然に防ぐ効果を高める。

見直して継
続【改善】

≪　改革・改善（Ａction）　≫

≪　改革・改善（Ａction）　≫

⑶　安全・安心な生活 ④　交通安全・防犯対策

≪　改革・改善（Ａction）　≫

⑶　安全・安心な生活 ③　除排雪対策

≪　改革・改善（Ａction）　≫

⑶　安全・安心な生活 ②　治山・治水・河川整備

⑶　安全・安心な生活 ①　消防・防災対策
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平成２８年度事務事業評価結果一覧 ＜ 資料３ ＞

対象 意図 手段
空き家等対策事業 市民課生活交

通係
市民 管理不全な空き家等への対応を図る。 平成25年度に制定した空き家等対策条例

に基づき、管理不全な空き家の所有者等
に対し、助言・指導・勧告等を行い空き家
の改善を求める。また、所有者不明物件
は市が必要最低限の緊急安全措置を行
う。

対象 意図 手段
消費者対策事業 市民課生活交

通係
市民 消費者が安全・安心な暮らしができるよう

に、暮らしに役立つ情報等を提供する。
悪質な詐欺等の被害を未然に防ぐため、
暮らしに役立つ情報を提供する。

対象 意図 手段
農業経営基盤強
化促進事業

農林課農政係 農業者 近年の農政事情である高齢化、担い手不
足などの様々な問題に対処するため、経
営感覚に優れた効率的かつ安定的な農業
経営者を育成し、本市の農業を担う農業経
営体の確保を図ることを目的とする。

芦別市担い手育成総合支援協議会を中心
とした各種助成事業や農業経営改善計画
の立案・指導により、担い手の育成・確保
を図るとともに、農業関係資金の融通等に
よる助成措置等で農業経営の安定を図
る。また、農地利用集積円滑化事業等を
活用し、認定農業者への農地の利用集積
を図る。

農業担い手対策
事業

農林課農政係 　認定農業者、新規就農
者及び受入指導農業者

将来の本市農業を支える経営感覚に優れ
た農業者の確保・育成を図り、農業振興と
農村地域の活性化を目指す。

農用地の利用集積を推進するとともに、将
来、本市において就農することを志して高
校・大学等に在学している者に対する修学
資金の貸付及び新規就農者の定着に必
要な助成を行う。

中山間地域等直
接支払事業

農林課農政係 農業生産条件が不利な
地域とその地域に住む
農業者

中山間地域等の耕作放棄地発生防止及
び多面的機能の維持を図る。

耕作放棄地の発生を防止し、適正な農業
生産活動等の維持管理を通じて、中山間
地域等の多面的機能の維持を図り、生産
条件の不利を補うため、中山間地域等へ
の支援をする。

農業振興対策事
業

農林課農政係 農業者、農業関係団体
等

農業振興対策全般について、次の事項を
中心に施策の展開を図る。　①経営所得
安定対策　②農業技術の普及　③消費者
との交流による生産意欲の高揚推進　④
都市との交流　⑤意欲ある多様な経営体
の育成・確保　⑥農商工連携に向けた体
制づくり

生産地としての情報発信、生産者による販
売促進ＰＲ活動及びグリーンツーリズム推
進活動。地域協議会全体での新たな農業
政策（経営所得安定対策）への対応を図
る。また、農商工連携に向けた、民間主体
の組織づくりに向けた調査・研究を実施。

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫

３　産業・経済 ⑴　農林業

２　生活・環境 ⑶　安全・安心な生活

≪　計画（Plan）　≫
事務事業名 所管課係名
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平成２８年度事務事業評価結果一覧 ＜ 資料３ ＞

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

1,882 A 老朽化した空き家が適切に管理
されていないことにより、防災、防
犯、景観などの市民の生活に深
刻な影響を及ぼしている。また、
管理不全な空き家は増加傾向に
あり、その中でも所有者不明（相
続放棄物件）の空き家や、修繕・
解体する費用を出せない所有者
への対応が今後の課題となって
いる。

空き家の適正管理を促すため、
空き家等の有効な活用方法や放
置空き家による影響などを市民へ
周知・啓発する。また、解体を希
望する所有者等に対して積極的
に支援する。

ホームページや広報で空き家等
の活用方法、放置空き家による
地域住民の生活への影響などを
周知啓発する。また、空き家の解
体に係る助成制度を検討する。

見直して継
続【改善】

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

1,454 A 日々巧妙化する悪質な詐欺など
の消費生活に関する問題に対す
る素早い対応が課題となってい
る。

全国消費生活情報ネットワークシ
ステム等を通じて、様々な情報を
収集して消費者に伝えていくこと
とする。

研修会等での啓発により日々巧
妙化する消費生活に関する問
題、情報等を市民へ情報提供し
ていく。

現状のまま
継続

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

2,935 B 農家戸数が減少する中で、農地
の流動化がさらに進むことによ
り、認定農業者に集積される農用
地が増加しており、受け皿として
の余力を確保する観点からも、機
械、施設等の設備投資への支援
が必要となっている。

認定農業者の経営基盤が安定す
るように、引き続き関係機関・団
体と連携して効果的な農地の集
積を進めることとし、規模拡大に
より効率的かつ安定的な農業経
営の育成・確保を図る。

　平成28年度から第4次農業振興
計画がスタートしたことから、計画
の推進に必要となる支援制度の
見直しを本年度予定しており、更
なる実効性の確保を図り、認定農
業者を中心とした担い手の育成
確保を図る。特に「芦別市版総合
戦略」にも掲げる花き、メロンの生
産額維持に向けて、これまでのハ
ウス助成だけでなく、ソフト面で生
産者の取り組みを助長する支援
策の導入をめざす。

見直して継
続【改善】

2,727 A 高齢化や後継者不足による農業
従事者の確保が喫緊の課題であ
る。

近年、Ｕターン就農者が少しずつ
増加していることを受け、Ｕターン
就農者が効果的に活用できるよう
平成２４年度に担い手育成条例
の見直しを行ったことから、制度
のＰＲや効果的な運用を図り、新
規参入者と併せて多様な担い手
の確保を推進する。

農業従事者の高齢化や後継者不
足に対応するため、農外からの新
規就農者だけでなく、Uターン後継
者についてもその経営に必要な
資格取得や経営基盤の整備に必
要な借入に対する利子補給の助
成を講じることで支援を行うととも
に新たに地域おこし協力隊制度を
活用し、多様な担い手の確保に
努める。

現状のまま
継続

203,525 A 本事業を活用し農業生産活動を
何とか継続しているが、農業従事
者の高齢化、地域の過疎化、後
継者不足などの課題が多い。

本事業を継続し、耕作放棄地の
発生を防止するとともに、後継者
及び新規就農者の育成、農業生
産法人等による農業経営の推
進、集落内の農業支援体制の確
立を図る。更には新規作物の導
入による集落の活性化を推進す
る。

今後も本事業により中山間地域
の生産条件の不利地の集落が行
う、耕作放棄地発生防止、農業施
設の維持、多面的機能の増進、
農地保全活動に対し支援を行い、
農業生産活動の維持を図る。

現状のまま
継続

55,863 B 民間主導により設立された「食農
産業推進協議会」（平成24年度設
立）と引き続き連携を図りながら、
農業の振興を含めた農商工連携
に向けた取組を促進していくこと
が必要である。
また、本市の農業振興を図る上
で、重点的に国の政策支援を受
けて地域農業の中核となる「認定
農業者」の育成が重要となるが、
高齢化と後継者不足により漸減
の方向にあり、確保に向けた取り
組みが必要である。

「食農産業推進協議会」からの要
請により、コンサルタント会社に委
託して６次産業化に向けた調査を
行い、事業展開が円滑に対応で
きるよう補助金（国、道、市）の活
用等について支援を行う。
また、認定農業者の育成・確保を
図るため、農産物の付加価値増、
生産コストの低減に対する取り組
みに支援を行う。

６次産業化をめざし新しい物づく
り、地域ブランドづくりのための調
査報告をもとに「食農産業推進協
議会」を母体とした民間法人の設
立と起業に向けた取り組みを推
進し、地域経済の活性化を図る。
また、認定農業者の減少を緩や
かなものにし、農業生産の維持を
めざすため国、道の政策支援を
活用して認定農業者の育成・確
保を図る。

見直して継
続【拡充】

≪　改革・改善（Ａction）　≫

≪　改革・改善（Ａction）　≫

⑴　農林業 ①　農業の振興

⑶　安全・安心な生活 ⑤　消費者対策

≪　改革・改善（Ａction）　≫
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平成２８年度事務事業評価結果一覧 ＜ 資料３ ＞

対象 意図 手段
多面的機能支払
事業

農林課農政係 農業振興地域の農用地
区域における活動組織

農業生産活動を通じて農地の多面的機能
の維持を図る。

農業者を中心として地域住民を含めた活
動組織を結成し、農用地、水路、農道等地
域資源の適正な維持管理を行う。

畜産業振興事業 農林課農政係 　市内酪農家及び家畜
飼養者

安全・安心な畜産物を消費者に供給する
ため、家畜衛生対策の推進及び畜産農家
の経営安定を図る。

家畜診療事業、家畜伝染病の予防事業、
酪農施設（堆肥舎）の整備補助及び債務
負担整理に関する負担減を行う。

土地改良事業 農林課農政係 農業者 農業基盤整備により土地改良を行い農業
を継続できる環境を整える。国営施設及び
農業用施設を整備・維持管理をすることで
安定した農業経営を推進し、農業競争力
の強化を図る。

地域の実情に応じた農地・農業水利施設
等の整備を農業基盤整備促進事業で実施
し、生産効率の向上を図る。土地改良区と
連携をして、安定的な土地改良施設の管
理体制の強化を図る。

対象 意図 手段
林業振興等業務 農林課林務係 市内民有林、林業関係

機関・団体、森林作業員
市内民有林林業を振興し、森林の維持・増
進を図るとともに、専門的な職業能力を有
する林業担い手を育成・確保するための
人材養成機関の設置に向けた取り組みを
行う。また、森林整備に不可欠な森林作業
員の就労の長期化・安定化を図る。

市内民有林業の振興のため、関係機関・
団体との連携を図り必要な経費を負担す
る。また、芦別市内に人材養成機関である
林業学校の設立・誘致の活動に対する経
費及び森林作業員の確保に向けた森林整
備担い手対策推進事業に要する負担金を
負担する。

民有林振興対策
事業

農林課林務係 森林所有者 市内民有林林業の振興、市内一般民有林
における森林整備を計画的に推進する。

市が計画した森林整備事業を実施した森
林所有者に対して、費用の一部を補助す
る。

猟政業務 農林課林務係 農林業関係者、市民 有害鳥獣と野生鳥獣による農林業並びに
生活環境に係る被害防止、人間と動物が
共存できる環境づくりを推進する。

住民からの要請及び情報に対して、関係
機関・団体との連携を図り、捕獲・保護及
び防除を行う。

森林整備地域活
動支援事業

農林課林務係 森林所有者 森林所有者等による適切な森林整備を実
施するための路網（道路）整備を図る。

森林整備等を行っている森林所有者に対
して、森林の面積に応じた交付金を交付す
る。

市有林・林道管理
業務

農林課林務係 芦別市有林 市有林における森林資源の確保を図る。 市有林野の管理及び市有林野の管理に
必要な作業道・管理道の維持管理を行う。

生活環境保全林
管理業務

農林課林務係 市民、旭町生活環境保
全林（芦別市有林）

市民の森林レクリエーションの場として生
活にゆとりを提供し、森林環境教育の
フィールドとしての活用及び遊歩道を利用
した森林浴や森林セラピーにより心身の健
康維持・増進を図る。

北海道が保健保安林に指定し、道の治山
事業で旭町市有林内に造成された「生活
環境保全林」の維持管理を行う。

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫

３　産業・経済 ⑴　農林業

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫
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平成２８年度事務事業評価結果一覧 ＜ 資料３ ＞

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

44,276 B 農業従事者の高齢化等により、
個人のみの努力では農用地の保
全並びに農業施設等の現状維持
が非常に厳しい状況である。

認定農業者や農業生産法人への
農地集積の推進や地域ぐるみで
の共同活動等により、農用地の
確保及び農業施設等の維持を行
う。

平成２７年度からの法制化に伴い
活動組織が増え、今後も取り組む
組織が増える予定である。農業者
をはじめとした地域の活動組織が
自らの農用地を保全することで、
農地が持つ多面的機能の発揮が
期待できる。

現状のまま
継続

1,268 B 近年、畜産農家戸数が減少し、高
齢化と後継者不足が進み市内酪
農家数の維持が困難な状況であ
る。

酪農経営の安定や食の安全を確
保するための施策を継続し、今後
の状況に応じて必要な措置を講
ずる。

飼料価格高騰や適正な乳価の確
保といった課題に対応するため、
国の配合飼料価格安定制度、加
工原料乳生産者補給金制度を活
用して生産体制の維持と畜産農
家数の維持を図る。

現状のまま
継続

13,548 B 農業水利施設の老朽化が進んで
いるが、施設の管理水準の確保
が必要である。土地改良による品
質向上や経営規模拡大が必要と
される。

計画的な施設の修繕を実施し長
寿命化を図る。管理体制整備の
強化に向けた目標を設定し継続
して取り組む。基盤整備による生
産条件の向上を図り湿地の解
消、区画の拡大等で課題解決に
つなげる。

今後も農業生産基盤の国営施
設、農業水利施設を維持管理す
る土地改良区に対し、農業水利
施設に有する多面的機能等の発
揮、環境や安全に配慮した適切
な管理水準の確保のための支援
を行う。基盤整備を促進し生産条
件の向上を支援する。

現状のまま
継続

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

1,589 A 崕山の自然保護活動を行うため
に入山制限をしているものの、高
山植物の盗掘目的での無断入林
が問題となっている。また、林業
学校設立・誘致期成会について
は、森林作業員等の高齢化が進
んでいることから林業担い手を確
保するため、北海道に林業学校
の設立に向けた活動を行う必要
がある。

林業事業における機械の導入に
より効率的な施業を促すととも
に、北海道が実施する林業体験
を活用し新規就労者の確保を図
る。また、崕山自然保護ボラン
ティアをはじめとした関係団体の
協力を得て、盗掘を防ぐための地
道な巡回活動を実施する。林業
学校設立・誘致期成会について
は、先進地視察、関係自治体及
び関係団体に趣旨説明の活動を
行う。

崕山については、巡回活動を継
続していくことで、高山植物の回
復を待つ。林業学校設立・誘致期
成会については、引き続き先進地
視察、関係自治体及び関係団体
への趣旨説明、シンポジウム等を
開催し、北海道知事に対し林業学
校設立に向けた要望活動を実施
する。

見直して継
続【拡充】

4,948 A 計画を進める上で、森林所有者
への周知が困難な「不在村森林
所有者」への対策が課題となって
いる。

不在村森林所有者対策に向け
て、各関係機関の協力を得るなど
して、広く事業を周知させるため、
ふるさと森林相談会等へ参加し事
業の推進を図る。

広く森林所有者に事業を周知さ
せ、計画的な林業振興、森林整
備を推進していく。

現状のまま
継続

12,563 B 有害鳥獣と野生鳥獣による農林
業被害の低減、生活環境に係る
被害防止、人間と動物が共存で
きる環境づくりが進められている
ものの、有害鳥獣の市内における
頭数が増加してきており、農業へ
の被害が出ている。

猟友会や空知総合振興局、また
近隣市町と連携し、捕獲頭数の
増加を図る。

平成26年度から銃猟免許の取得
に要する経費を補助しており、こ
れら免許取得の促進に努めること
により、地域の有害鳥獣捕獲の
担い手を確保し、農作物等の被
害減少を図る。

現状のまま
継続

7,733 B 事業を実施する上で、細分化され
た分譲地など、多数の所有者に
よる森林は、不在村化によって所
有者との連絡がつかない場合が
多く、整備放棄森林となっている
事例が多いことから、その対策が
課題となっている。

各関係機関の協力を得るなどして
森林所有者の連絡先を確認し、
事業の周知を図る。

広く森林所有者に対し事業を周知
し、整備放棄森林の解消に向け
て、計画的な森林整備を推進して
いく。

現状のまま
継続

48,160 B 作業道等については、天候や車
両走行により路盤洗堀や崩落が
突発的に発生することから、迅速
かつ安全な状態での維持管理を
行う必要がある。また、野ねずみ
による食害が発生していることか
ら、その対策が必要である。

森林組合と連携を図り、情報の提
供を受けながら、路網の維持補修
並びに野ねずみ防除事業等を実
施する。

今後も林道、作業道等の整備を
継続し、市有林・林道の適正な維
持管理に努める。

現状のまま
継続

1,543 B 森林レクリエーションの場として、
また森林環境教育のフィールドと
しての利用が少ない。

市内小中学校や生涯学習活動の
一環として利用してもらえるよう、
継続的な維持管理を進めるととも
にとＰＲ活動を実施していく。

整備造成については道に治山事
業として要望を行って行くととも
に、市民のゆとり・憩いの場とし
て、更には森林環境教育のフィー
ルドとしてＰＲしていく。

現状のまま
継続

≪　改革・改善（Ａction）　≫

⑴　農林業 ②　林業の振興

≪　改革・改善（Ａction）　≫
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平成２８年度事務事業評価結果一覧 ＜ 資料３ ＞

対象 意図 手段
森林環境保全整
備事業

農林課林務係 市有林 市有林における森林資源の確保と地元木
材の価値の向上を目指すとともに、世界的
な問題となっている地球温暖化の防止に
貢献できるよう適切な森林整備を実施す
る。

森林整備が必要な市有林の人工造林・下
刈・除間伐等の事業を実施する。

対象 意図 手段
商工業振興・育成
事業

商工観光課商
工振興係

中小企業者等 地域における商工業の総合的な改善発展
を目指し、地域経済の振興発展を目指す

中小企業者等に対する補助金の交付、商
工会議所への補助金の交付

住宅改修促進事
業

商工観光課商
工振興係

市民 住宅の改修工事に係る費用の一部を助成
することにより、快適な住環境の整備並び
に市内建設業の振興及び雇用の安定を図
る。

住宅改修工事を行った者に対する補助金
の交付

市内購買促進事
業

商工観光課商
工振興係

市民、商工業者 消費の落ち込み、売上げの減少、郊外へ
の流出を防ぐため、「買い物は地元で・地
元商品愛用強調月間」としてドリームフェス
タを、さらに地域経済緊急対策として「スー
パープレミアム（割増特典付）商品券」を発
行し、商店街、市民一体となり、疲弊してい
る商店街等に活力と消費の回復を図る。

商工会議所との連携により、購買促進事
業を実施する。

地元産品販売拡
大事業

商工観光課商
工振興係

市内商工業者 地域における産業・経済の活性化を願い、
地元産品を広く市内外に紹介するととも
に、積極的に販路の拡大を図る。

市内におけるイベントの開催、市外イベン
トへの出展によるＰＲ・販売活動を実施す
る。

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫

３　産業・経済 ⑵　商工鉱業

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫
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平成２８年度事務事業評価結果一覧 ＜ 資料３ ＞

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

39,854 A 芦別市有林の財産形成並びに森
林の多面的機能を発揮させるに
は、適正な森林整備が必要なこと
から、事業量を確保するために
は、年間を通して森林整備事業
量の平準化が必要である。

積雪後に施工可能な森林整備事
業については、冬期間の事業実
施に努める。

造材を伴う森林整備事業は、冬
期間での事業実施が最適であり、
林業従事者の通年雇用化にも貢
献できることから、今後も森林経
営計画に基づき、有利な補助事
業を活用して市有林の整備を図
る。

現状のまま
継続

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

166,522 A 中・長期的な展望では、製造業を
中心に積極的な設備投資の姿勢
が見え始め、生産設備の増強や
工場の新設等の案件も出始めて
いる。一方、電気料金の値上げ等
生産コストの増加が経常利益を
奪うため、引き続き経営基盤の強
化及びその振興を図ることが課題
である。また、全国的な人手不足
の問題は、地方にとっても深刻で
あり、従業員の確保が思うように
進まない状況が市内企業にも生
じてきており、労働力の確保が課
題となっている。

社会経済情勢の変化、企業ニー
ズに対応するため、継続的に企
業情報の収集に努め、企業が必
要とする支援を行っていく。

平成２５年度から拡充改正した補
助制度を地元企業に広く周知し、
活用してもらうことで投資意欲を
促し、企業の競争力の強化を図る
ほか、従業員確保に向けた取り
組みを検討する。

現状のまま
継続

11,860 B 住宅の耐久性、安全性に対応す
る住環境の整備、地元建設企業
の経営の健全化、疲弊する地域
経済の活性化を図るため必要な
施策である。また、これまでの商
工行政としての施策という観点か
ら、建築行政における市民の住環
境の整備を図る施策への方向転
換の必要性を追求していく。

本事業における、設計・施行の審
査については、商工観光課では
専門的知識が無く審査しかねるこ
とから、都市建設課の協力を得て
対応している。

本条例は、市内建設産業の振興
及び雇用の安定も目的とされてい
るが、本制度により雇用の安定化
が図られ、市民のニーズとしても
住宅改修による住宅の安全性、
耐久性の向上を図る目的が多く
なってきており、今後は、建築行
政における施策としての必要性を
追求する必要がある。

現状のまま
継続

67,898 B 近隣市町の大型店舗の進出など
による購買力の市外流出など、市
内小売店舗を取り巻く環境はます
ます厳しくなっており、市内消費を
促す取り組みが必要である。

市民の購買需要を極力市内でま
かなう商店街づくりに努めるもの
とし、購買力の市外流出を防ぐた
めのイベント等を実施する。

市内限定商品券「どんぐり」の利
用拡大に向けた積極的なＰＲ活
動をはじめ、年末商戦の期間にお
いて実施する「ドリームフェスタ実
施事業」を引き続き支援し、購買
力の市外流出を防ぐことで市内経
済活性化を図る。また、平成２８
年度の割増特典付商品券発行事
業については、地元限定商品券
を一定額含めて発行するなど、さ
らに域内消費が活性化するよう実
施する。

現状のまま
継続

1,187 B 本市の特産品は、農産物を含め
て評価が得られるような潜在力が
ある一方、ＰＲ機会や商談機会の
不足等により販路開拓が十分で
はない。また、生産ロット数確保
が求められるような商品は、小規
模事業者では対応が困難であ
る。また、新たな特産品づくりに向
けた事業者の意欲を助長するよう
な支援が必要である。

国内においては、市内外で行わ
れるイベントへの出展やスーパー
マーケットトレードショー等への商
談会への参加を促進するとともに
ユジノサハリンスク道北物産展
等、海外への販路拡大への取り
組みに対する支援を行う。また、
商品開発や生産体制の充実が図
られるような取り組みを推進す
る。さらに、食農産業推進協議会
等と連携し、本市の特産品として
確立できるような商品開発を目指
す。

道内の主要物産イベント（食べマ
ルシェ、札幌オータムフェスト、ら
んフェスタ、なかそらち大収穫祭）
では、民間事業者同士が連携を
取り、自主的な参加を行える環境
整備を進める。また、多様な商談
機会等の参加を促し、販路の拡
充と生産体制の充実を目指す。さ
らに、北海道との連携により、台
湾など国外への販路拡大の取り
組みを進める。

現状のまま
継続

≪　改革・改善（Ａction）　≫

⑵　商工鉱業 ①　商業の振興

≪　改革・改善（Ａction）　≫
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平成２８年度事務事業評価結果一覧 ＜ 資料３ ＞

対象 意図 手段
企業誘致事業 商工観光課商

工振興係
誘致対象企業 企業誘致を積極的に推進することにより本

市経済の活性化、雇用の確保及び地域振
興に資する

企業誘致委員会の開催、企業訪問の実施
等

対象 意図 手段
雇用・労働環境向
上事業

商工観光課商
工振興係

芦別市内の事業所に勤
める勤労者、出稼労働
者及び事業所。

勤労意欲の向上、出稼労働者の援護、短
期の就業・雇用機会の創出を図る。
勤労者の雇用の労働条件改善や雇用安
定維持を図ることにより勤労意欲の向上を
目的とする。
市内事業所における人材確保と雇用拡大
を図る。

規則に基づく褒賞の授与・表彰、出稼ぎ前
無料健康診断の実施。
芦別地区連合会、芦別技能協会に対する
交付金の交付。
新規学卒者雇用奨励金等の交付。

対象 意図 手段
観光イベント推進
事業

商工観光課観
光振興係

市民、観光客 健夏まつり、キラキラ☆フェスタあしべつの
開催を支援するとともに、観光客の誘致を
図り、市民活力の向上を図る。

健夏まつりの開催委託、キラキラ☆フェス
タあしべつ実行委員会に対する開催補助
金を交付する。

観光振興推進事
業

商工観光課観
光振興係

市民、観光客 道内外観光客の来訪促進や星の降る里
芦別の魅力を発信するため、広域PRの強
化を図るほか、芦別観光協会などの観光
団体と密接な連携を図り、観光事業の発
展や観光客の誘致を図る。また、あさひか
わ観光誘致宣伝協議会、中空知広域市町
村圏組合、中空知定住自立圏、東空知観
光周遊ルート創出推進協議会などの市外
関係団体とも広域的連携を深め、観光客
の誘致に効果的な体制の整備を図り、各
種共同事業を展開する。

①星の降る里芦別観光事業の委託（芦別
観光協会）　②観光施設整備及び維持管
理（観光案内板や旧三井芦別鉄道展示場
等）　③観光・イベント周知宣伝事業（観光
専用ホームページの作成や観光プロモー
ションの実施、イベントPRチラシ作成・配布
等）　④市外観光関係団体との連携、活動
促進

所管課係名
≪　計画（Plan）　≫

３　産業・経済 ⑶　雇用・労働環境

３　産業・経済 ⑵　商工鉱業

事務事業名

３　産業・経済 ⑷　観光

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫
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平成２８年度事務事業評価結果一覧 ＜ 資料３ ＞

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

1,789 C どの自治体も誘致に向けて補助
制度や優遇税制を掲げているた
め、最終的には本市の優位性や
特性を訴えることが重要となる
が、訴求力となる要素が少ない。
また、誘致した企業へのフォロー
アップ（補助制度周知、雇用確
保、様々な要望への対応等）にお
いても重要度が増してきている。

本市の有する特性や優位性を踏
まえ、重点的な誘致対象業種の
あり方や企業訪問・企業誘致活
動の手法などについて、具体的
かつ実効性のある取り組み（例：
道内に移転等の計画がある企業
の誘致推進など）を推進するとと
もに、誘致企業との接触を継続す
る。

企業立地や既存企業の事業拡大
に対する支援制度を積極的にＰＲ
するほか、訪問先の候補となる新
たな企業データを入手し、「道内
に移転等の計画がある企業への
訪問」を実施し、企業誘致の実現
に向けた効果的な活動を展開す
る。さらに、北海道ふるさと応援
フォーラムなどへの参加のほか、
人脈を活用した誘致活動や本市
のＰＲを進める。

見直して継
続【改善】

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

14,021 B 全国的な労働力人口の不足の影
響もあり、求人しているにも関わ
らず、充足されていない事業所が
ある一方、求職者が雇用機会を
求める状況もあることから、多様
な雇用機会の創出と拡大、さらに
労働力の確保と定着が課題と
なっている。

新規学卒者雇用奨励事業、雇用
拡大奨励事業、ふるさと就職奨励
金交付事業などにより、雇用機会
の創出と拡大を図るとともに、市
内企業への高校卒業者の就職を
促進する活動を助長、支援する。

市内企業の労働者確保が最優先
課題であることから、既存制度の
周知と活用を促すとともに、ふるさ
と就職奨励金交付事業の改善や
市内企業の従業員宿舎建設に対
する支援の検討など制度の拡充
についても検討し、制度全体の底
上げを推進するとともに、芦別商
工会議所と連携し、中・北空知管
内の高校や大学等への訪問や企
業説明会を通じて市内企業への
人材供給を促進させる。

見直して継
続【改善】

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

6,761 B 本市の一大イベントである「健夏
まつり」のほか、商工会議所を主
体とする実行委員会の新たなイ
ベントである「キラキラ☆フェスタ
あしべつ」開催に対する支援を
行ったが、観光入込客数が減少
傾向にあることから、行事内容の
検討など、観光入込客数の確保
に向けた取り組みが必要である。

健夏まつり、キラキラ☆フェスタあ
しべつの行事内容の検討・充実
によるイベントの魅力向上を図る
とともに、効果的な情報発信を実
施し、観光入込客数の確保に努
める。

イベントの行事内容の充実や支
援の在り方について、実行委員会
と検討を行い、イベントの魅力向
上を図るとともに、効果的な情報
発信を実施し、参加する市民、観
光入込客数の確保につなげる。

現状のまま
継続

10,195 A 観光入込客数の更なる増加のた
め、芦別の魅力の効果的な情報
発信の在り方について検討を図
り、観光客の誘致を促進する必要
がある。また、民間発想による柔
軟な対応と情報発信を充実させる
ため、観光協会のあり方を検討す
る必要がある。

芦別の魅力の再発見や新たな魅
力の発掘に加え、観光専用ホー
ムページの作成により、ＳＮＳ等と
連携した情報発信を行うことによ
り、観光客の誘致を促進する。ま
た、観光協会のあり方について協
議する。

雄大な自然に育まれた景勝地、
豊富な農作物や特産品など、本
市の魅力の再発見と新たな魅力
を発掘し、それら観光資源の有効
活用方法を検討するとともに、新
たに作成する観光専用ホーム
ページのＳＮＳと連携した情報発
信を行い、観光客の誘致増加を
図る。さらに、観光協会のあり方と
事務局の独立に向けた検討を進
める。

見直して継
続【改善】

≪　改革・改善（Ａction）　≫

⑶　雇用・労働環境 ①　雇用・労働環境の充実

⑵　商工鉱業 ②　工鉱業の振興

⑷　観光 ①　観光事業の振興

≪　改革・改善（Ａction）　≫

≪　改革・改善（Ａction）　≫
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平成２８年度事務事業評価結果一覧 ＜ 資料３ ＞

対象 意図 手段
陶芸センター管理
運営業務

商工観光課観
光振興係

市民、観光客 芸術・文化の向上を図るとともに、青少年
や高齢者等のコミュニティーの場として、個
性あるまちづくりと地場産業の振興を図る

芦別市陶芸センターの適正な管理・運営

健民センター園地
管理運営業務

商工観光課観
光振興係

市民、観光客 市民および観光客等の保健休養地として
整備を図り、観光客誘致の促進および地
域の活性化を図る。

芦別市健民センター園地の適正な管理・
運営

健民センターオー
トキャンプ場管理
運営業務

商工観光課観
光振興係

健民センターオートキャ
ンプ場利用者

市民及び観光客等のレクリエーション施設
として管理運営し、観光客誘致の促進と地
域活性化を図る。

オートキャンプ場施設の安全管理と環境整
備

滝里湖オートキャ
ンプ場管理運営業
務

商工観光課観
光振興係

滝里湖オートキャンプ場
利用者

市民及び観光客等のレクリエーション施設
として管理運営し、観光客誘致の促進と地
域活性化を図る。

オートキャンプ場施設の安全管理と環境整
備

道の駅等管理運
営業務

商工観光課観
光振興係

市民、観光客 大きな駐車場と市の観光施設を連携した
「道の駅」を整備し、道路交通の安全で快
適な環境整備、観光客に対するサービス
の提供により地域活性化を図る。

道の駅連絡会との連携、施設の有効利用

対象 意図 手段
国設芦別スキー場
管理運営業務

商工観光課観
光振興係

市民、観光客、児童・生
徒

スキー場の整備・管理運営を行い、市民及
び観光客のレクリエーションの場の確保と
観光振興を図る

国設芦別スキー場の適正な管理・運営を
行う。

３　産業・経済 ⑷　観光

事務事業名

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫

所管課係名
≪　計画（Plan）　≫
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平成２８年度事務事業評価結果一覧 ＜ 資料３ ＞

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

7,646 B 陶芸センターを活動の拠点とする
陶芸サークル匣鉢（さや）の会な
ど、陶芸愛好者などを中心に一部
の利用者による利用は根付いて
おり、また、芦別温泉利用者の利
用も定着しつつあるが、年間の利
用者数は減少しているため、利用
者増加に向けた取組みを行うとと
もに、老朽化した施設の修繕が必
要である。

ホームページによるＰＲ強化や芦
別振興公社による宿泊者及び温
泉等利用者へのチラシ（陶芸セン
ターでは陶芸体験（有料）のほ
か、作品の購入ができること、無
料で入館でき作品の鑑賞のみで
もよいことを周知し、気軽に入館し
ていただけるよう内容を工夫す
る）配付のほか、匣鉢の会などの
陶芸愛好者や新聞やラジオ等メ
ディアへも利用拡大のＰＲの協力
を求め、利用者増加に繋げるとと
もに、施設の適正な維持管理に
努める。

施設の計画的な修繕を実施する
とともに、関係者が連携したＰＲに
よる利用拡大を図る。

現状のまま
継続

13,101 B 園地内施設の利用頻度は一部に
偏っているため、施設の有効活用
による観光客や利用者の増加を
図る必要がある。

テニスコートやグラウンドなど利用
者の少ない施設の今後の活用方
法を検討する必要がある。

テニスコートは駐車場化、グラウ
ンドは多目的広場やガーデン化
の検討がされた経緯があるが、多
額の費用を要することから、他の
利用方法による有効活用に向
け、指定管理者を含めて協議して
いく。

現状のまま
継続

5,488 A 経年劣化による施設の維持管理
費の増加と利用客の集客が課題
である。

将来を見据えた適切な維持管理
を行い、施設の長寿命化を図ると
ともに、利用者ニーズを的確にと
らえたソフト面を中心とした整備
が必要である。なお、地方創生の
取組みとしてキャンプメーカーか
ら当オートキャンプ場の集客力向
上に向けた提案が今後予定され
ている。

隣接する健民センター関連施設と
一体となり市民及び観光客等の
レクリエーション施設として活用
し、快適に利用できるようサービ
ス向上に努める。その一方で、現
在、市において２つのオートキャ
ンプ場を運営していることや費用
対効果の問題もあるため、将来
的なキャンプ場のあり方について
も検討していくこととする。

現状のまま
継続

28,109 A 経年劣化により施設の維持管理
費の増加と今後の安定的な利用
者の集客が課題である。

将来を見据えた適切な維持管理
を行い、施設の長寿命化を図る。

隣接する滝里湖を活かした市民
及び観光客等のレクリエーション
施設として、ＰＲを行うとともに、快
適に利用できるよう適正な維持管
理とサービスの向上によりさらな
る利用者の増加を図る。

現状のまま
継続

82,480 B 物産センター出入り口付近や公
衆トイレ付近の地盤が沈下し、マ
ンホール部分のみ浮き上がるな
ど、歩行者にも危険があることか
ら、事故の未然防止を図るため、
インターロッキング部分の整備を
行う必要がある。また、コミュニ
ティ広場トイレの外観・内装の老
朽化が課題となっている。

インターロッキングの舗装整備に
より、利用者に危険がないよう、
歩きやすい平らな地面へ整備を
行う。また、観光物産センターやト
イレ等の道の駅施設の適正な維
持管理や修繕を行い、利用者が
満足できるサービスを提供する。

道の駅インターロッキングの整備
及び各施設の適正な維持管理を
行い、ドライバーの休息施設、市
の観光情報や地場産品のＰＲの
場として活用し、市民や観光客へ
のサービス向上と芦別の観光の
拠点として更なる利用客増加を図
る。

見直して継
続【拡充】

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

9,518 B ロッジやリフト設備などの老朽化
による維持管理経費の増加が見
込まれるほか、利用者の安全確
保を図る取り組みが必要である。
また、平成２１年度より利用料金
制を導入しているが、人口の減少
とスポーツの多様化によるスキー
場利用者の減少により、収入が
確保できず採算性がないことか
ら、今後、利用者の増加に向けた
取り組みやスキー場の運営・委託
方法の見直しが必要である。ま
た、平成２９年度においては、安
全確保の観点からリフト設備の改
修について専門業者から指摘さ
れており、対応が迫られている。

施設の維持管理については、安
全確保を第一として、施設、設備
等の修繕対応を図るが、多額の
費用を要する設備改修を指摘さ
れている一方、利用者減少もある
ことから、今後のスキー場のあり
方も改めて検討する。

スキー場利用者の増加に向け、
指定管理者である芦別振興公社
に利用者確保に向けた取り組み
を促すとともに、本スキー場は市
民の冬期間の健康増進施設とし
ての側面も併せ持つことから、平
成２７年度に設置した市民検討委
員会からの提言を踏まえつつも、
今後の市の財政状況及び平成２
８年度に策定する「公共施設等総
合管理計画アクションプラン」を検
討する中で方針を定めていく。

現状のまま
継続

⑷　観光 ③　観光資源の有効活用

≪　改革・改善（Ａction）　≫

≪　改革・改善（Ａction）　≫
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対象 意図 手段
健民センター管理
運営業務

商工観光課観
光振興係

市民、観光客 市民及び観光客の保健休養地としての諸
施設の適正な管理・運営により、本市観光
産業の振興を図る

健民センター施設の安全管理と環境整備

対象 意図 手段
母子保健事業 健康推進課健

康推進係
　妊婦、乳幼児、乳幼児
の保護者等の市民

妊産婦及び乳幼児までの一貫した母子保
健サービスを実施することで、妊産婦、乳
幼児の健康の保持増進を図るとともに、母
性・父性を育み乳幼児が心身ともに健や
かに育つことを支援する。

母子健康手帳交付、妊婦一般健康診査受
診票交付、プレママクラス、乳幼児健康診
査･健康相談、訪問指導等を実施すること
により、妊婦や乳幼児の健康状態や、生
活環境等を把握し、個々に合った適切な
情報提供や育児指導などを実施する。
①妊婦管理②プレママクラス③３・４か月
児健康診査④７・８か月児健康相談⑤１歳
６か月児健康診査⑥３歳児健康診査⑦５
歳児健康相談⑧思春期保健事業

生活習慣病予防
対策事業

健康推進課健
康推進係

　市民 保健事業を総合的に実施することにより、
生活習慣病等の疾病予防や市民一人ひと
りの生涯を通じた健康増進を支援し、市民
の健康寿命の延伸と生活の質の向上を図
る。

健康相談、健康教育、各種がん（胃・肺・大
腸・乳・子宮頸）検診、各種（肝炎ウイル
ス、骨粗しょう症）検診、健康増進法に基づ
く健康診査、各種健康教室、訪問指導等を
実施する。

歯科保健事業 健康推進課健
康推進係

　妊娠期から成人期の
各歯科保健事業の対象
者

生活習慣を背景として発症する虫歯や歯
周病の予防を推進する。また、歯科口腔保
健に関する正しい知識の普及啓発により
歯や口の機能を維持し、食べることを通し
た健康づくりを支援する。

プレママクラス、歯科健診、健康教育・歯
科相談、フッ化物を利用した虫歯予防対
策、幼稚園・保育園園児に対する歯科保
健対策等を実施する。

対象 意図 手段
感染症予防対策
事業

健康推進課健
康推進係

　予防接種対象者の市
民、エキノコックス症検
診希望者

感染症に関する正しい知識の普及に努め
るとともに、感染症の発症及びまん延を防
止するために予防接種を行うことにより公
衆衛生の向上及び健康増進を図る。また、
エキノコックス症検診を実施し、エキノコッ
クス症の早期発見・早期治療につなげる。

予防接種法に基づく各種定期接種を集団
または個別接種により実施する。
また、エキノコックス症の検診を実施する。

４　保健・医療・福祉 ⑴　保健・医療

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫

27



平成２８年度事務事業評価結果一覧 ＜ 資料３ ＞

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

41,830 B 健民センター施設の利用者が減
少傾向にあることから、利用者の
ニーズにあった環境の整備と利
用者数の確保、老朽化した施設
の修繕が課題となっている。ま
た、指定管理者である芦別振興
公社の経営状況もあり、管理運営
業務の見直しが必要である。

施設の計画的な修繕を行い、利
用者に対する快適な環境を提供
するとともに、芦別振興公社と連
携し、利用者のニーズに合ったき
め細やかなサービスを提供する
など、利用者増加への取り組みを
継続して実施する。

保健休養施設として、スターライト
ホテルと隣接する諸施設を一体と
した環境を整え、ＰＲ活動の強化
を図るとともに、利用者のニーズ
に合ったサービスの向上を図るこ
とにより、利用者数の増加を目指
し、芦別振興公社と連携した観光
客の誘客を進めるとともに、同社
の経営状況を踏まえた中で、管理
運営形態の見直しを含めた検討
を行う。

見直して継
続【改善】

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

4,344 A ・妊娠期からきめ細かな支援を要
するケースが増えており、関係機
関との連携を深めながら、支援を
充実する必要がある。
・育てにくさのある子どもや、発達
障がいの子どもへの支援を充実
する必要がある。

・妊娠期、乳幼児期などライフス
テージに合わせ、本人のみならず
保護者など家庭を含めた支援を
実施する。医療機関、要保護児童
対策地域協議会、療育推進協議
会などとの連携を深める。
・発達障がいを早期発見し、子ど
もの特性に合わせた適切な指
導、早期療育ができるよう、健診
や健康相談の内容を充実させる。

・引き続き、健診や健康相談、家
庭訪問などを通じ、個々のケース
に合わせた家族への支援を実施
する。
・妊娠期からの包括的な支援につ
いて、関係機関と連携しながら事
業を進める。

現状のまま
継続

13,906 A 検診の受診率が目標とする数値
に到達していない。

多くの市民が受診できるよう集団
検診及び個別で受診できる医療
機関との委託を継続し、市民周知
を行い受診率向上を図る。同時
に、健診結果や医療費の分析を
行い、より効果的な健診体制を模
索する。また、若年層のがん教育
を通じて、がんをはじめとする健
康の正しい知識を付与し、意識付
けすることで、将来的な検診受診
行動がとれるようにする。

未受診者への受診勧奨の継続及
び「特定のがん検診推進事業」に
よる無料クーポン券の配付、土日
の受診日の設定やクーポン利用
者が個別でも受診できる体制の
継続など受診機会の拡大による
受診率の向上を図る。健診結果
や医療費の分析を行い、市の健
康課題に沿った健診体制を模索
する。また、若年層が将来的な検
診受診行動がとれるように小中学
校でがん教育を実施する。

現状のまま
継続

510 B 虫歯は歯を失う最大の原因であ
り、乳幼児期から永久歯交換期
の虫歯を減少させることが優先度
の高い課題となっている。

定期健診や健康教育を通して、
家庭での基本的な生活習慣や継
続した健診・フッ素塗布などの予
防処置を受ける習慣づくりを保護
者へ働きかける。また、フッ素塗
布やぶくぶくうがい・歯磨き剤など
のフッ化物利用による虫歯予防に
ついて、年齢に応じた正しい知識
を普及する。

虫歯は歯が生えた直後から数年
間が発生しやすい年齢のため、４
歳から１４歳頃までのフッ化物洗
口による虫歯予防が推奨されて
おり、市内保育園・幼稚園のほ
か、平成２６年度からは小・中学
校まで継続して実施する体制と
なっている。保育園・幼稚園のフッ
化物洗口は、集団実施のスタート
となるため、フッ化物に関する正し
い知識を普及・啓発して適切に継
続する。

現状のまま
継続

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

27,776 A 予防接種では、各種ワクチンの接
種者（接種率）が減少すると感染
症が蔓延する可能性がある。市
外接種をした場合の費用は、保
護者負担となっており、保護者の
経済的な負担が大きく、接種率の
低下の一因にもなっている。エキ
ノコックス症検診の受診者を増や
し、早期発見・早期治療につなげ
る必要がある。

感染症に対する市民の意識を向
上させ、予防接種スケジュールに
ついて個別の相談に応じながら、
接種率を高めることで感染症予防
対策を図る。また、順次予防接種
法に基づく定期接種とされるワク
チンについては、速やかに実施体
制を整える。

予防接種法A類疾病の未接種者
に対し個別に勧奨する。接種率の
向上、保護者の経済的な負担を
軽減するため、市外医療機関でも
受けられる実施体制を整える。エ
キノコックス症検診の受診者を増
やし、早期発見・早期治療につな
げるため、平成２９年度に向けて
集団検診の導入を検討する。

見直して継
続【改善】

⑴　保健・医療 ①　保健の充実

≪　改革・改善（Ａction）　≫

≪　改革・改善（Ａction）　≫

≪　改革・改善（Ａction）　≫

28



平成２８年度事務事業評価結果一覧 ＜ 資料３ ＞

対象 意図 手段
食育推進業務 健康推進課健

康推進係
　市民 第２次芦別市食育推進計画に基づき、関

係団体や行政が協力・補完し合いながら
推進することにより、健全な食生活や食習
慣の実践を通して豊かな人間性を育む。

食育推進会議を中心に施策を展開し、家
庭を中心に、保育所、幼稚園、学校、地
域、生産者、事業者、行政等がお互いに協
力・補完し合いながら事業等の取組みを実
施する。

対象 意図 手段
救急医療業務 健康推進課健

康推進係
市民 　地域医療体制の確保と安定化並びに市

民に対する救急医療に関する普及啓発を
図るため一次救急医療体制（在宅当番医
制）の確保等の必要な事務・事業を実施す
る。さらに中空知圏域においては、一次救
急医療体制のバックアップとして休日夜間
の一次からの手術入院を要する患者に対
応する二次救急体制（病院群輪番制運営
事業等）の整備がされており、日常の医療
体制等が確保されることにより市民が安心
して医療を受けることができる。

　一次救急医療体制（在宅当番医制）の確
保等の必要な事務・事業を芦別市医師会
に委託するとともに、二次救急医療体制確
保のため中空知５市５町による病院群輪
番制病院運営事業費負担金等を負担す
る。

対象 意図 手段
社会福祉協議会
関係事務

福祉課地域福
祉係

社会福祉法人芦別市社
会福祉協議会

高齢者、障害者、里親等を支援するため
に、市の支援だけでは行えない様々な福
祉サービスを実施し、地域福祉の中心的
な役割を果たしている社会福祉協議会の
運営経費を補助し、同法人が安定的・健全
な事業運営ができるよう支援することによ
り、市民福祉のより一層の向上を期する。

①　規則に基づき、同法人の運営経費のう
ち、次の必要と認められる額を補助金とし
て交付する。
〇社会福祉協議会の運営事務費として、
事務局の人件費（全額）及び活動経費（一
部）　〇一日里親事業に係る事業費（２分
の１）　〇ボランティアセンターの運営経費
（３分の１）
②生活が困窮なかたに対する生活資金の
貸付金の原資を、同法人に無利子で貸し
付けしている。

コミュニティ推進事
務

市民課生活交
通係

市民 コミュニティ運動を推進することにより、市
民のまちづくりの意識高揚を図る。町内会
の運営に関することや町内会との連絡調
整を図る。町内会活動を円滑に推進する
ための環境整備及び町内会再編のために
必要な助成を行い自主的活動の促進と町
内会の基盤強化を図る。

地域のコミュニティの推進は、町内会の活
動（町内会の運営）のあり方に密接な関係
があるため、行政としては、そのための支
援策を実施する。

対象 意図 手段
コミュニティセン
ター管理運営業務

市民課生活交
通係

市民 地域住民のコミュニテｲ活動、生活の改善
及び社会福祉の増進に寄与するための場
を提供することを目的とする。

地域住民が利用しやすいコミュニテｲセン
ターの運営を図る。

４　保健・医療・福祉 ⑴　保健・医療

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫

４　保健・医療・福祉 ⑵　福祉

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫

４　保健・医療・福祉 ⑴　保健・医療

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫
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≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

94 A 食育推進会議を中心に各種食育
事業に取り組んでいることで、市
民の食育への関心は高まってい
る。家庭において日常的に食育
が取り入れられるように、関係団
体・関係各課と連携協力しなが
ら、普及啓発や食育関連事業を
実施し、食育が市民運動となるよ
うに取り組むことが求められる。

食育を総合的かつ計画的に推進
するため、食育推進会議を適宜
開催し、全てのライフステージに
必要な食育の内容を見直し、関
係団体・関係各課と連携協力し、
効果的に推進していく。

第２次芦別市食育推進計画に基
づき、食育関連施策を展開し、地
域、関係機関・団体、行政が連携
協力し合いながら、家庭における
実践的な食育を実施できるよう取
組の展開を図る。平成２８年度は
食育に関するアンケートを実施
し、市民の現状と課題を把握す
る。

現状のまま
継続

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

9,096 A 休日夜間に対応する一次救急医
療体制（在宅当番医制）と入院を
必要とする重症救急患者に対応
する二次救急医療体制（管内の
病院群輪番制参加病院など）の
診療体制を、将来にわたり安定的
に維持確保していくことが必要で
ある。

芦別市医師会に委託している一
次救急医療体制を継続して実施
するとともに、二次救急医療体制
についても、中空知５市５町が連
携し、今後も事業を継続していく。

市民に対する救急医療に関する
普及啓発を図るとともに、地域医
療体制の確保と安定化に努め
る。

現状のまま
継続

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

38,578 A 社会福祉協議会と市は密接な関
係にあり社会福祉協議会が実施
する事業は本市の社会福祉、地
域福祉の推進に不可欠であるこ
とから社会福祉協議会の安定的
な運営が求められる。

社会福祉協議会の運営経費を精
査しながら不足分について補助し
ていく必要がある。

社会福祉協議会が行う事業につ
いて精査を行いつつ、事業が円
滑に実施できるよう運営に必要な
財政的支援を行っていく。

現状のまま
継続

10,542 B 人口の減少や高齢化により、地
区によっては町内会の維持が難
しい状況となっており、活動が停
滞している。

町内会活動を維持させるために
は、一定程度の世帯数が必要で
あることから、町内会の再編を促
すための方策を構築していく。

平成２６年度から施行した町内会
活動促進助成条例に基づき、コ
ミュニティ活動の拠点となる町内
会館の整備や町内会の再編を促
進し、町内会活動の活発化、コ
ミュニティの促進を図る。

現状のまま
継続

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

14,650 A 施設の老朽化に伴う維持管理。 公共施設等総合管理計画を踏ま
え、施設の統廃合を含めた管理
方法を検討するとともに、老朽化
した施設の修繕を計画的に行っ
ていく。

今後も地域住民にとって利用しや
すいコミュニティセンターを目指
し、指定管理者による効率的な施
設の管理運営を行っていくことと
する。なお、建設後の経過年数が
比較的長く老朽度が比較的に高
い上芦別生活館については、上
芦別多目的研修センターへの統
合を含め検討していく。

現状のまま
継続

⑴　保健・医療 ②　食育の推進

≪　改革・改善（Ａction）　≫

③　医療の充実

≪　改革・改善（Ａction）　≫

⑵　福祉 ①　地域福祉の充実

≪　改革・改善（Ａction）　≫

⑴　保健・医療

≪　改革・改善（Ａction）　≫
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対象 意図 手段
総合福祉センター
管理運営業務

福祉課地域福
祉係

①老人福祉法による65
歳以上の高齢者　②障
害者基本法による障が
い者　③児童福祉法に
よる児童　④母子及び寡
婦福祉法による母子及
び寡婦　⑤①～④の者
で構成する団体　⑥社会
福祉法による社会福祉
事業を行う団体　⑦指定
管理者が適当と認める
かた

老人福祉及び障害者福祉の向上並びに
市民福祉の増進に寄与するため、老人福
祉センター、障害者福祉センター及び市民
福祉センター(これらを総称して「総合福祉
センター」という。)を設置し、その管理運営
を、同センターに事務所を構える芦別市社
会福祉協議会（指定管理者）に委託するこ
とにより、同協議会の持つ地域のさまざま
な社会資源とのネットワークや多くの人び
ととの協働を通じて、効率的かつ効果的な
管理運営を行う。

指定管理者（社会福祉法人芦別市社会福
祉協議会）にこの管理を委託している。次
の目的で利用を希望する方は、指定管理
者の許可を受け、使用料を支払う（減額又
は免除の手続きは別に市に申請する。）こ
とにより、利用することができる。
①老人の各種相談、趣味、娯楽、教養の
向上を図るための研修、老人クラブ等の育
成、機能回復訓練の実施等
②障害者の各種相談、健康の増進、娯
楽、教養の向上を図るための研修等、③
市民福祉の増進に必要な事業

対象 意図 手段
高齢者福祉事務 福祉課地域福

祉係
①高齢者保健福祉計画
等推進協議会開催～委
員１２人　②高齢者福祉
大運動会開催事業補助
～６０歳以上の高齢者
③外国人高齢者及び障
がい者福祉給付金～大
正15年４月１日以前に生
まれた在日外国人で永
住許可等受けている者
④高齢者芦別温泉等利
用券等交付事業～７０歳
以上の高齢者
⑤冬季生活支援事業～
市町村民税が非課税の
世帯（70歳以上の高齢
者世帯、重度障害者世
帯、ひとり親家庭等の世
帯）

高齢者保健の向上及び高齢者福祉の増
進を図るため、法令に基づき老人福祉計
画を策定するほか、高齢者の社会参加及
び交流機会の提供し、健康の増進及び身
体機能の回復を助長するために、各種の
事業を行い、高齢者福祉の増進に寄与す
る。

①は、条例に基づき、市長が老人福祉計
画、介護保険事業計画の策定に係る意見
について諮問し、②は、規則に基づき、市
社協に運動会開催経費の２分の１以内を
補助し、③は、道の要綱等に基づき、高齢
者に月額１万円、障害者に月額２万５千円
を支給し、④は、条例に基づき、温泉利用
券（浴場利用券）及び芦別温泉線のバス
券（各年間１０回分）を毎年６月下旬から市
の窓口で交付し、⑤は、規則に基づき、５
千円分の地域限定商品券「どんぐり」を交
付した。

敬老事業 福祉課地域福
祉係

①百歳祝品の対象者
本市に１年以上引き続き
住所を有し（住民登録さ
れていること。）百歳にな
る方。
②敬老会の対象　芦別
市内在住で、当該年度
中に満７５歳になるか
た。

高齢者に対して、敬老会を開催し、百歳祝
品を贈呈することにより、長年にわたり地
域社会福祉の発展に寄与されたかたに対
し、その労をねぎらい、その長寿を祝福し、
併せて市民の敬老思想の高揚を期すると
ともに高齢者福祉の増進に寄与する。

①百歳祝品　１００歳の誕生日に祝品（似
顔絵）及び芦別市地域限定商品券「どんぐ
り」5,000円分を贈呈
②敬 老 会　満７５歳になるかたに、敬老
会出席のご案内をし、市総合福祉センター
において、敬老会を実施

老人福祉共同住
宅管理運営業務

福祉課地域福
祉係

自分の身の回りのこと
（炊事・洗濯等）ができる
満60歳以上の単身のか
たで、次のいずれかひと
つに該当するかた。
①生活環境又は住宅事
情等の理由で、今住ん
でいる居宅での日常生
活が困難なかた
②扶養義務者がないか
た、又は家庭の事情で
家族と同居生活をするこ
とが困難なかた
③その他市長が、特別
の事情により入居を必
要と認めたかた

６０歳以上の単身生活者の環境と住宅福
祉の向上を図るため、老人福祉共同住宅
「芦別市静和荘」を設置運営する。

全２０室を有し、管理人が常駐し、風呂・ト
イレは共用部分となり管理人が管理する。
入居希望の場合は、必要な書類を添えて
市長に申請し、月額使用料６，９００円、暖
房料（冬期間１１月～４月）６，３００円を支
払うことにより入居が可能。
平成２２年度までに入居のかたの月額使
用料は、２３年度５，７００円、２４年度６，３
００円と緩和している。
電気・水道・ガス代は入居者の負担とな
る。

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫

４　保健・医療・福祉 ⑵　福祉

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫
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≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

35,387 A 屋上防水塗装の劣化、玄関タイ
ルの破損、冷房機の老朽化、３階
トイレの故障、Ａ重油地下タンクの
整備など、経年劣化にともなう補
修や改修を必要とする箇所が
年々増加している。

市民サービスが維持向上するよう
計画的に改修を行い、適切に対
応していく。

設置目的に応じて利用者の増加
を図り、福祉施設並びに福祉避難
施設としてのニーズに対応するよ
う、安心・安全な施設整備に努め
る。

現状のまま
継続

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

13,522 B 高齢化により独居高齢者、高齢
者夫婦世帯が増加しており日常
生活の支援、高齢者の安否確認
等、多種多様のサービスが求め
られている。

市民のニーズ調査を行い、高齢
者保健福祉計画等推進協議会や
様々な機会を通じて市民と意見
交換を行うなど、市民が求める
サービス等を把握していく。

平成２６年度に策定した第６期高
齢者保健福祉計画及び介護保険
事業計画（平成２７年度～平成２
９年度）を踏まえて事業を進めて
いく。また、次期計画（平成３０年
度以降）の策定にあたっては、温
泉利用券・バス券交付事業につ
いてニーズ調査を行うなど、市民
が求めるサービスを把握し、その
結果を踏まえ事業のあり方を含
め検討する。

現状のまま
継続

554 C 敬老事業は、日頃から市民が長
年、社会のために尽くしてきた高
齢者を敬い、長寿を祝う敬老思想
の高揚を図るために行っている
が、年々敬老会の参加者が減少
傾向にあるほか、市民の方々に
対して敬老思想を普及させること
が課題である。

平成２８年度以降は、敬老会開催
事業を廃止し、市が直接、対象（７
５歳）になる高齢者全員に対して
七十五歳祝品を贈呈するよう既
に条例改正を行っており、引き続
き、長寿を祝福する。

市民の長寿を祝福し、市民の敬
老思想の高揚を図るとともに、高
齢者の福祉の増進に寄与する機
会として、また、長年にわたり、市
政に協力・尽力いただいた人生の
諸先輩方に、感謝とお祝いの意を
こめて対象者全てに祝品を贈呈
する。

見直して継
続【改善】

2,842 C 広報あしべつやチラシの配布によ
り市民に対し周知を図り、民生委
員に対し住宅で困っている高齢者
の情報提供をお願いしているが
全２０室中、入居者が９人のため
１１室の空き室がある。
また、屋根（鋼板）の塗膜が風化
しており、塗装を要する状況にあ
ること。

広報あしべつ、チラシの配布等に
よる行っていくとともに、民生委
員・児童委員、町内会の協力を得
て、入居希望者の募集活動を
行っていくものとし、計画的に修
繕を行っていく。

低所得者高齢者の住宅確保事業
として必要であり、今後とも施設
の維持管理を行い、広報あしべつ
や関係機関を通じて施設の周知
徹底を図る等ソフト面の対策を進
め、入居条件にあう高齢者からの
希望があった場合、速やかに入
居できるよう支援する。なお、入居
にあたっては、希望のほかに、そ
の時々における希望者の生活環
境など定めた要件に合致する必
要があるため、急な要望に即応で
きるよう一定の空き室を確保す
る。

現状のまま
継続

≪　改革・改善（Ａction）　≫

⑵　福祉 ②　高齢者福祉の充実

≪　改革・改善（Ａction）　≫
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対象 意図 手段
老人クラブ支援事
業

福祉課地域福
祉係

芦別市老人クラブ連合
会交付金～同連合会
単位老人クラブ助成事
業～市内の単位老人ク
ラブ（同一地域内に居住
する60歳以上の会員50
人以上で組織され、会員
の互選による代表者１人
を置いているクラブ（原
則））

本市に所在する老人クラブが行う高齢者
の生きがい対策及び健康増進を図り、地
域における高齢者の社会参加を積極的に
促進するために、老人クラブ活動のうち市
長が適当と認める活動について必要な経
費を交付する。

芦別市老人クラブ連合会交付金～同連合
会からの申請に基づき、必要と認める経費
の３分の１以内を交付する。
単位老人クラブ助成事業～各単位老人ク
ラブからの申請に基づき、（①教養活動、
②健康増進、③生きがい対策、④世代交
流のうち年間３事業以内）のうち、市長が
必要と認める経費の合計額の２分の１以
内を補助する。

緊急通報システム
事業

福祉課地域福
祉係

独り暮らしで次のいずれ
かに該当する方
①身体虚弱な高齢者
（65歳以上）で緊急時に
機敏に行動できない　②
重度身体障害者で、緊
急時に機敏に行動する
ことが困難　③突発的に
生命に危険な症状を発
生する持病を有する。

緊急時に機敏に行動することが困難なひ
とり暮らしの高齢者等の日常生活の不安
解消と人命の安全を確保し、急病、災害等
の緊急時に迅速で適切な救急救助活動を
行うため、滝川地区広域消防事務組合芦
別消防署と自宅を電話回線で結ぶ緊急通
報装置の設置を支援する。

緊急時において援護を行う緊急通報事業
協力員を選任したうえで、市に申請するこ
とにより、設置事業者であるＮＴＴが利用者
と契約のうえ緊急通報装置を設置し、自宅
と芦別消防署内に設置する緊急通報セン
ターとを電話回線で結ぶ。市は、同セン
ターに利用者の情報を登録し、急病や火
災等の突発的な事故等が発生した場合に
は、利用者が装置のボタンを押すだけで、
センターに自動的に通報され、協力員への
安否確認又は救急車・消防車の出動が行
われる。設置工事費は市が負担するが、こ
れ以外の電話回線使用料等は申請者が
負担する。

在宅福祉サービス
事業

福祉課地域福
祉係

独居高齢者、虚弱高齢
者夫婦世帯、心身障害
者世帯等

高齢者が、地域において安心した暮らしが
できるよう、独居老人、老人世帯等に対し
て、訪問や電話による安否の確認、除排
雪サービス等の日常生活の支援を行う。

市から市社協へ、市社協から３５町内会へ
事業委託することにより行う。

対象 意図 手段
門口除雪事業 福祉課地域福

祉係
国、北海道又は市が除
雪する道路に面する一
戸建ての住宅（公住除
く。）に居住し、自力で除
雪が困難な次のいずれ
かに該当する方
⑴65歳以上の者のみで
構成される世帯　⑵重度
身体障害者（１・２級）の
みで構成される世帯　⑶
65歳以上の者と重度身
体障害者のみで構成さ
れる世帯。⑷その他。

冬期間の早朝における国、北海道及び市
が実施する除雪作業後の住宅の門口及び
車庫前の残雪処理（排雪を除く。）が困難
な方に対し、門口除雪を行い、安全を確保
し、生活を支援する。

申請に基づき、１２月１日から翌年３月３１
日までの冬期間に、降雪による夜間及び
早朝の道路除雪作業が行われた日の午
前10時ころまでに、１箇所につき幅２メート
ルの範囲内で、１世帯当たり２箇所を上限
として業者委託による除雪を行う。（車庫前
は、車両の通行に支障のない幅の範囲
内）
利用手数料は、１箇所3,750円～15,000円
で市町村民税の課税状況に応じて決定す
る。

後期高齢者医療
事務

健康推進課医
療助成係

後期高齢者医療制度被
保険者（７５歳以上の方
及び一定の障害のある
６５歳以上の方）

後期高齢者医療制度を実施する上での一
般会計負担分（健康診査委託分、療養費）
として、健康診査は被保険者に対する生
活習慣病の早期発見及び予防を図り、後
期高齢者の健康の保持増進に寄与するこ
とを目的としている。また、療養費負担金
については芦別市が一部を支払うことで被
保険者の医療費支払いの軽減を図る。

健康診査については、がん検診等と日程
を合わせた集団健診及び市内２医療機関
へ委託した個別健診をそれぞれ実施、療
養費負担金は芦別市総療養費の1/12を
負担

戦没者慰霊事務 福祉課障がい
福祉係

戦没者の遺族及び芦別
市民

先の大戦における芦別市関係戦没者に対
し、市民が追悼のまことを捧げ、平和への
誓いを新たにする機会とする。

平成１９年度までは、芦別市戦没者顕彰奉
賛会が実施していたが、平成２０年度から
は市が毎年８月２０日に福祉センター大
ホールにおいて、衆議院議員、道議、市議
等の来賓の他、遺族会、一般市民に参加
の案内をし、戦没者追悼式を実施する。

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫
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≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

1,643 B 高齢化により高齢者が増えている
中、老人クラブに入会する高齢者
は減少し、各老人クラブでは年々
会員数が減少し、年齢が高い高
齢者が中心となって事業を行って
おり老人クラブの運営が困難に
なってきている。

新規会員の募集活動や魅力ある
事業への見直しを促す。

老人クラブの活動は閉じこもり防
止、認知症の予防等に有効であ
り高齢者の社会参加に有効であ
ることから今後も継続して老人ク
ラブの活動に対し支援をする。

現状のまま
継続

259 A 独居高齢者、高齢者夫婦世帯の
増加により対象基準に該当しない
が将来的な不安を心配し希望す
るかたが増加している。認知症の
あるかたには、誤報を避けるた
め、設置していないが、設置後に
認知症その他の理由から誤報が
多くなり、不要な緊急車両の出動
が余儀なくされる。
事業者間の情報では、通報に先
立ち相談することを望んでいる者
が多いようである。

希望者のニーズに応えるシステ
ムについて検討するとともに、対
象者の基準についても見直しを
図っていく。

今後、１１９番通報が滝川市の消
防組合で受信されることとなるた
め、同組合構成自治体と連携を
図りながら、民間業者によるコー
ルセンター方式を含め検討してい
く。

見直して継
続【改善】

2,040 A 町内会に委託しているが、世話す
る町内会の役員等が高齢化のた
め、担い手が不足している。ま
た、個人情報保護法による規制
のため、各世帯の情報収集が困
難である。
さらには、詐欺事件の増加により
訪問、電話による安否確認がス
ムーズに行えない町内が出てき
ており、対応に苦慮している。

町内会ごとに必要なサービスを見
極めるなどの見直しが必要であ
る。

今後、高齢者が増加するため
サービス内容、実施方法等を検
討していくこととする。

現状のまま
継続

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

10,522 B 門口の除雪のみではなく、玄関先
までの除雪希望者が増えている
が、市内業者では対応できる体
制にない。
対応業者が限られており、高齢化
による需要の増大にどこまで対応
できるか不安要素がある。

除雪範囲の拡大要望に対し、供
給量が不足するため、対応方法
を検討する必要がある。
隣近所等地域の協力や、子孫等
の親族の協力を求める。

本市の高齢化率が４０％を超える
現状を踏まえると、市内全域にわ
たって対象世帯が増加することが
予想されることから、業者委託以
外の方法による対応方法も新た
に考えていく必要がある。

現状のまま
継続

313,198 B 健康診査については、なお一層
の受診率向上に向けて努める必
要がある。

特定健診、がん検診等との連携
による受診勧奨により、受診率の
向上を図る必要がある。

高齢者の健康保持増進を図るた
め、健診の周知や検診体制の整
備等により、受診率向上に向けて
対応を図る。

現状のまま
継続

21 C 遺族の高齢化により参列者数が
減少している。

後継遺族となる者への周知等や
一般市民の出席を促すような手
法を検討する。

平和への誓いと戦没者等の御霊
に追悼の意をささげることにより
残された遺族に対しての苦労に
報いるためにも今後も開催は必
要である。

現状のまま
継続

≪　改革・改善（Ａction）　≫

≪　改革・改善（Ａction）　≫
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対象 意図 手段
障害者社会参加
支援事業

福祉課障がい
福祉係

①身体障害者スポーツ
大会参加補助～芦別市
身体障害者福祉協会
②障害者ふれあい広場
開催事業費補助～芦別
市社会福祉協議会

スポーツを通じて身体障害者の体力の維
持増進を図り、又、地域住民に対して障害
者を地域社会の中に受け入れて、ともに暮
らそうとする福祉の理念の考え方を定着さ
せ、語り合う場を設定するため、事業主体
となる身体障害者福祉協会や社会福祉協
議会に対して経費の一部を補助する。

①身体障害者スポーツ大会参加補助～団
体からの申請に基づき、必要な経費（身体
障害者スポーツ大会参加、北海道障害者
スポーツ大会参加）の２分の１以内を交付
する。
②障害者ふれあい広場開催事業費補助
～社会福祉協議会、市をはじめとする各
関係団体が実行委員会を結成し、毎年９
月初めに、もとまち公園において、ふれあ
い広場を開催しており、必要な経費の２分
の１以内（155千円上限）を交付する。

障害者在宅サービ
ス事業

福祉課障がい
福祉係

①身体障がい者送迎
サービス～歩行困難な
身体障害者（１～４級）、
②身体障がい者芦別温
泉等利用券等交付～７０
歳未満の身体障害者
（同）、③血液透析等通
院交通費助成～腎機能
障がい者、心臓機能障
がい者（人工弁）、④重
度障がい者ハイヤー券
交付～重度の身体障害
者（児）、市立芦別病院
で血液透析療法を受け
る者、⑤在宅障がい者
等紙おむつ支給～常時
介護を要する重度の身
体又は精神障害者

市内における在宅の障がい者（児）に対
し、必要な在宅福祉サービスを提供するこ
とにより、生きがいのある日常生活を支援
し、市民福祉の向上を図る。

市に申請又は申し出ることにより、①は外
出時の送迎サービスを行い（市社協委
託）、②は、温泉券と芦別温泉のバス券を
各１０枚交付し、③は通院交通費の２分の
１を助成し（残り２分の１は事業者が割引き
制度適用）、④は１枚当たり４９０円のハイ
ヤー券２４枚綴りを１冊又は２冊（透析の
み）交付し、⑤は１日当たり３枚の紙おむ
つを現物支給し、⑥は交通費全額を助成
し、⑦は交通費の２分の１を助成する。

対象 意図 手段
地域生活支援事
業

福祉課障がい
福祉係

①成年後見制度利用支
援～重度の知的又は精
神障害者、②外出介護
支援員派遣～障がい
者、③訪問入浴サービス
～65歳未満の身体障が
い者、④居宅介護支援
員派遣～障がい者、⑤
日中一時支援～障がい
者（児）、⑥手話通訳者
派遣～聴覚・言語機能
障がい者、⑦精神障害
者地域活動支援セン
ター機能強化補助～障
がい者、⑧ボランティア
活動支援事業費補助～
精神障害者回復者クラ
ブ亜志の会、⑨心身障
害者日常生活用具給付
～障害者（児）、⑩更生
訓練費扶助～自立訓練
等利用者、⑪肢体不自
由の障害者

障がい者（児）がその有する能力及び適正
に応じ、自立した日常生活又は社会生活
が営むことができるよう、相談支援をはじ
め地域生活に必要な各種サービスを提供
する。

相談のほか、申請に基づき、①は成年後
見制度の申立てを行い、②は外出介護支
援員を派遣（社協委託）し、③は居宅に訪
問して行い（㈱三井ヘルスサービスに委
託）、④は居宅介護支援員を派遣し介護を
行い（委託）、⑤は見守りや訓練を行い（北
海道光生舎に委託）、⑥は手話通訳者を
派遣し（社協、ろうあ連盟に委託）、⑦芦別
あゆみ会に運営経費の一部を補助し、⑧
は亜志の会に必要経費を補助し、⑨は必
要な用具の給付又は貸与を行い、⑩は費
用を支給し、⑪は改造費の一部を支給す
る。⑥⑦⑧以外は利用者負担あり。

障害児援護事務 児童課子育て
支援センター係

知的障がい児と保護者 知的障がい児（者）及び重複障がい児
（者）が将来健全な社会生活を営めるよう
援護し、その福祉を図ることを目的とする。

障がい児をもつ子どもと家族が相互に励
まし合い情報を交換し交流を深める場や
集団訓練の場を選択し、療育の推進及び
自立心を高める為に必要な支援をする。

４　保健・医療・福祉 ⑵　福祉

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫
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≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

186 B 身体障害者福祉協会会員の高齢
化により、年々スポーツ大会への
参加者が減少している。ふれあい
広場の内容が毎年同じ状況にあ
り参加者が減少している。
また、企業との連携により就業の
場を増やしていくなかでの社会参
加も課題である。

ノーマライゼーションの理念浸透
のため社会福祉協議会に対しふ
れあい広場の内容、市民への周
知方法等の見直しを要請してい
く。身体障害者福祉協会の新会
員の確保に協力していく。
また、事業主との連携を深める
等、障害者が自立し社会参加で
きる機会の増加に努める。

障がい者等がスポーツ大会に参
加し、表彰を受けることで自立意
識が向上しており、また、ふれあ
い広場を開催することで地域住民
へのノーマライゼーションの理念
浸透のため、今後も継続して支援
をする。

現状のまま
継続

4,942 B 障がい者の経済的負担軽減に係
る事業については利用率は高い
が、一部事業については障がい
の状態等対象者が限定され、全
ての障がい者が利用できないも
のもある。

障がいの状態により対象者が限
定されている事業について、対象
範囲、内容等を検証していく。

障がい者（児）の生活支援のニー
ズが高く、必要な事業であること
から今後も継続していくものの、
将来的には、利用率が低い事業
について内容を検証していく。

現状のまま
継続

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

11,774 B 地域の実情にあった事業を実施
することとなっているが障がい者
にとっては他市が行っている事業
に対して希望があるもののサービ
スを行える事業者がない状況に
ある。

近隣市と連携し、サービスを利用
できるよう調整を進める。

障害者総合支援法及び障害者の
支援に関する法律等に基づき、
対象者の障害の状態に合った支
援・給付等を行っていく。

現状のまま
継続

- A 都市化の進行や生活様式の多様
化により、地域社会における連帯
感が薄れつつある中、障がいの
種別に関わらず障がい児とその
家族が自立して社会参加を進め、
親子共に地域で安心して暮らす
ために福祉サービスを利用しやす
い環境作りが課題である。

障がいを持つ子どもと家族が、相
互に励ましあい情報交換や交流
を深める場、集団訓練の場を選
択し療育推進及び自立を高める
ために手をつなぐ育成会の促進
を図る。

今後も障がい児とその家族が安
心して地域社会で生活することが
できるよう支援していく。

現状のまま
継続

⑵　福祉 ③　障がい者（児）福祉の充実

≪　改革・改善（Ａction）　≫

≪　改革・改善（Ａction）　≫
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対象 意図 手段
遺児手当支給事
務

福祉課地域福
祉係

遺児と現に同居し、生計
を同じくし、監督保護又
は養育する方
 遺児：　義務教育終了
前（15歳に達した日の属
する学年の末日以前）の
児童で、両親又は父親
（事実上母親と婚姻関係
と同様の事情にある者を
合む。）と死別したもの

義務教育修了前の児童で、両親又は父親
と死別した児童を養育する者に対して、遺
児の健全な育成助長と福祉の増進を図る
ため、遺児年金を支給する。

保護者等を受給権者として認定した場合
に、遺児１人につき月額３，０００円を申請
した月から支給する。

子育て支援セン
ター管理運営業務

児童課子育て
支援センター係

子育て中の親及び子ど
も

子育てについての悩みを持つ家庭を支援
することにより、育児不安の解消を図り、
楽しく子育てができ良好な親子関係を築け
るよう支援していくことを目的とする。

地域の社会資源を効果的に活用し、多様
なサービスを提供するとともに、安心して
子育てできるよう支援体制を図る。

留守家庭児童会
運営事務

児童課児童セン
ター係

保護者が労働等により
昼間家庭にいない小学
校に就学している児童。

放課後、土曜日及び長期休業期間の安
心・安全で基本的な生活ができる居場所と
して、成長段階に見合った適切な指導・援
助を行い、児童の健全育成を図る。

保護者が迎えに来るまでの間、指導員が
生活を見守り、学習や遊びを通して健やか
な成長を支援する。

児童福祉サービス
事業

児童課子ども家
庭係

　障がいや障がいが想
定され、支援の必要性
が認められる児童。

障がい児が必要なサービスを受けることが
でき、家庭や地域等で安心して自立した生
活を送ることができる。

障がい児通所（児童発達支援、医療型児
童発達支援、放課後等デイサービス等）を
必要とする障がい児等に対し、申請を受
け、通所給付費の支給決定を行う。事業所
からは、国民健康保険団体連合会からの
審査を経て請求があり、その審査内容の
点検を受け、支払を行う。

子ども・子育て支
援事業

児童課子ども家
庭係

未就学児童及び小学生
児童の世帯。

平成２７年度から実施する子ども・子育て
新制度に向け、教育・保育、地域の子ど
も・子育て支援事業の量の確保やそれに
対応する提供体制の確立を図るため子ど
も・子育て支援事業計画を策定し、質の高
い保育及び総合的な子育て支援を行うこと
を目的とする。

子ども・子育て支援法に基づき、子ども・子
育て会議を設置し、平成２７年度から平成
３１年度までの１期５年間の子育てに関す
る事業計画を策定するため、子ども・子育
て会議を開催する。

児童センター管理
運営業務

児童課児童セン
ター係

18歳未満のすべての子
ども。乳児、幼児は保護
者同伴で利用できる。

18歳未満のすべての子どもを対象とし遊
び及び生活の援助と地域における子育て
支援を行い、子どもを心身ともに健やかに
育成することを目的とする。

遊びを通して児童の集団的、個別的な指
導を行っていく。地域における異年齢の子
どもや大人との交流、また母親クラブ等の
地域組織活動の機会を各種行事等を通し
て提供していく。課題をもった事業を展開
するとともに教育委員会とも連携し、子ども
の育ちに関する組織や人とのネットワーク
の中心となり、活動の育成助長を図る。

子どもセンター保
育園管理運営業
務

児童課子どもセ
ンター保育園

生後8週以上～就学前
の乳児または幼児。

保護者が家庭において十分保育すること
ができない児童を、保護者に代わって保育
し、通所する児童の心身の健全な発達を
図る。

児童に健康と安全環境を整え、各種事業
を行いながら生活や遊びを通して総合的
な保育を行う。

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫

４　保健・医療・福祉 ⑵　福祉
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≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

204 B 平成２７年４月から母親との死別
も対象とする制度改正をしたこと
から、制度の周知を図る必要があ
る。

広報紙やホームページを活用し、
周知に努める。

精神的にも経済的にも厳しい状
態に置かれているひとり親家庭等
の家庭生活を支える事業である
ため、関係部署と連携を図り対象
者の把握に努める。

現状のまま
継続

277 A 子育てを支える地域社会の結び
つきや子どもに対する目配りも希
薄となり、子育て家庭の孤立化や
育児不安の解消を図らなければ
ならない。また、現在提供している
事業について、気がねなく相談で
きる支援者がいて、気軽に参加で
きる場であることを知ってもらうこ
とが大切である。

子育てに役立つ情報や、地域の
子育て支援サービスに関する情
報を集約し、保護者に対して提供
する。効果的な方法として、イン
ターネット配信や、ポスター、施設
内での情報コーナーや掲示板な
どで情報提供をする。

子どもを安心して産み育てること
ができる環境づくりが叫ばれる今
日、地域における子育て支援の
核として、また親子の交流の場の
提供などを行っている。Ｈ２９年度
からは、「芦別市道営住宅（であ
えーる緑幸団地）集会所」で事業
展開することから、親のニーズ（ア
ンケートなどで集計）を知り、子育
て支援センターの機能充実に努
め、地域の子育てをに担っていく
こととする。

見直して継
続【改善】

17,034 A 留守家庭児童会の小学校への移
転をしたことで、児童会を利用し
やすくなった。すみれ児童会は、
入会児童の増加により、部屋が
手狭になっている等を学校、関連
機関との連携を図り、必要な情報
を共有する中で、留守家庭児童
会のあり方を、新たに検討してい
く必要がある。

今後の運営体制等について学
校、教育委員会等と共に検討して
いく。

学校内で、円滑な留守家庭児童
会の運営を行なえるように、学
校、教育委員会等と協議しなが
ら、児童が過ごしやすい環境づく
りをする。

現状のまま
継続

7,621 A 児童福祉サービスが必要と思わ
れる対象児童の早期発見がなさ
れていない。

市健康推進係の保健師を始め、
関係機関との連携により、サービ
スが必要と思われる対象児童の
早期発見に努める。

今後も継続して、サービスが必要
と思われる対象児童の早期発見
に努めていく。

現状のまま
継続

1,105 A 平成27年度から施行された子ど
も・子育て支援新制度において、
平成27年度から平成31年度まで
の事業計画に基づき、必要な事
業を実施していくことが課題となっ
ている。

芦別市子ども・子育て会議におい
て、関係者の意見・要望等を事業
計画に反映し、必要に応じ計画を
見直し、事業を実施していく。

市民の幅広い意見を取り入れな
がら、「質の高い教育・保育の総
合的な提供」、「保育の量的拡大・
確保」及び「地域の子ども・子育て
支援の充実」を図ることとする。

現状のまま
継続

171 B 児童センター各事業については、
参加の多い事業と少ない事業が
あり、事業の選定や工夫が必要
である。児童センター行事に一人
で参加できない地域の子ども達
がいる。

芦別市公式ホームページに児童
センターだよりや行事ポスターで
情報の発信したり、学校へのポス
ター掲示や各児童へのちらしの配
布等で参加者促進を図る。

魅力ある事業を積極的に取り入
れ、効果的な事業実施による利
用児童拡大が図られるよう積極
的な事業展開を進める。
遊びの充実と地域の人々の参加
により異世代交流を持てるよう努
める。

現状のまま
継続

20,326 A 家族構成や就労形態、子育て意
識の変化、地域の結びつきの希
薄化等を背景とし、保護者の育児
力が低下してきており、保育所任
せになってきている問題がある。
また、３歳未満児については、母
親の家庭内外労働の増加に伴
い、低年齢児の保育所入所の
ニーズが高まってきている。

育児不安や育児ストレスを抱える
母親等に対し、保育士・看護師・
管理栄養士・家庭児童相談員等
が連携を図りながらサポートし、
不安を解消しつつ育児の手助け
をしていく。また、低年齢の保育
所入所に向けた保育環境の改善
を図る。

平成２７年４月から子ども・子育て
支援制度がスタートし、子育て支
援の質・量の充実に努める。ま
た、０,１,２歳の低年齢児保育や特
別に支援を必要とする児童の保
育等、質の高い保育を提供する
ために保育士を集中させる必要
があることから、平成２９年４月よ
り子どもセンター保育園と上芦別
保育園を統合し保育の質の充実
を図る。

見直して継
続【統合・振
替】

≪　改革・改善（Ａction）　≫

⑵　福祉 ④　多様な子育て支援の充実
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対象 意図 手段
上芦別保育園管
理運営業務

児童課上芦別
保育園

満１歳以上～就学前の
幼児。

保護者が家庭において十分保育すること
ができない児童を、保護者に代わって保育
し、通所する児童の心身の健全な発達を
図る。

児童に健康と安全環境を整え、各種事業
を行いながら生活や遊びを通して総合的
な保育を行う。

一時預かり事業 児童課子どもセ
ンター保育園

子育て中の保護者 専業主婦等育児疲れの解消、急病や継続
的勤務、短時間勤務等の勤務形態の多様
化等に伴う一時的な保育に対応する。

一時預かり事業を利用する児童に、健康と
安全な環境を整え、生活や遊びを提供す
る。

児童入所施設関
係事務

児童課子ども家
庭係

　保健上必要があるにも
かかわらず、経済的な理
由により、入院助産を受
けることができない妊産
婦。

法、市条例及び施行規則に基づき、対象
者の助産を実施する。

妊婦健診時に助産施設案内のチラシを配
布することにより、助産制度利用の広報活
動を行う。

児童デイサービス
センター管理運営
業務

児童課子育て
支援センター係

　発達や成長の遅れや
障がいのある児童及び
その疑いのある児童とそ
の保護者

発達や成長の遅れや障害のある児童及び
その疑いのある児童とその保護者が通園
することにより、早期療育を実施するととも
に、家族の支援を行う事を目的とする。

教材等を効果的に活用し、個別指導、支
援を行いながら、各種行事を通じ親子の交
流を深める。北海道通園センター連絡協
議会に加入し、職員の知識や資質向上の
ため、各種研修等に参加、また、ケース会
議及び母親教室を開催し、現状把握と対
応に努める。

療育推進協議会
運営事務

児童課子育て
支援センター係

　保護者、保育士、幼稚
園教諭、学校関係職員、
保健師、市民（近隣市町
村関係職員）

発達障害にかかる療育の知識の向上と療
育の充実を図るとともに啓発を行う。

専門知識を有する講師招へいにより、療育
に対する理解と知識を深める。

障害児発達相談
支援強化事業

児童課子育て
支援センター係

①発達や成長の遅れや
障がいのある児童及び
その疑いのある児童とそ
の家族
②指導する保育士

成長及び発達の遅れや障がいのある児童
は、早期発見・早期療育が大切であるが
保護者としては実際に我が子の障がいを
受け入れることは容易なことではなく、何
年も悩みながら過ごしている方も多くいる。
そのため、外部から高度な専門知識を有
する講師を招き、保護者の悩みを軽減し適
切な支援を受けられるような相談会を実施
するとともに、障がい児とその家族の支援
を行い早く子どもの特性を理解し安心して
生活できる基盤づくりを目的とする。また、
様々な障がいに対応するための知識や技
能を指導方法や助言を通して保育士のス
キルアップを図る。

高度な専門知識を有する講師との相談・
面談を通じて、障がい等に対するアドバイ
スを受ける一方、指導する保育士に対し、
今後の療育の方法等や適切な支援の仕
方のアドバイスを受ける。

対象 意図 手段
家庭児童相談業
務

児童課子ども家
庭係

　１８歳未満の児童 社会情勢の変化に伴い、地域社会や家庭
環境が大きく変化し、児童に関わる問題
は、いじめ、不登校、引きこもり、児童虐
待、非行及び犯罪の低年齢化等多種多様
化してきている。また、家庭児童相談の内
容も複雑・長期化しており、深刻な社会問
題となっていることから、児童養育の支援
や家庭児童相談業務の充実を図る。

家庭児童相談室だけでは対応しきれない
内容の相談も多く、専門機関である児童相
談所などと連携した支援体制をつくる。

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫

４　保健・医療・福祉 ⑵　福祉
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平成２８年度事務事業評価結果一覧 ＜ 資料３ ＞

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

12,456 A 家族構成や就労形態、子育て意
識の変化、地域の結びつき希薄
化とし、保護者の育児力の低下し
ており、保育所任せになってきて
いる状況にある。また、３歳未満
については、母親の家庭内外労
働に伴い、低年齢児の保育所の
ニーズが高まっている。

育児不安や育児ストレスを抱える
母親等に対し、保育士・看護師・
管理栄養士・家庭児童相談員等
が連携を図りながらサポートし、
不安を解消しつつ育児の手助け
をしていく。また、低年齢の保育
所入所に向けた保育環境の改善
を図る。

安心・安全な保育環境づくり、保
育士等の資質の向上、養護と教
育の充実に努める。また、「子ど
も・子育て支援法」が去年からス
タートしたことに伴い、地域のニー
ズが多様化することから、保護者
の必要性に応じ検討していくこと
とする。また、平成29年4月より子
どもセンター保育園と上芦別保育
園を統合し保育の質の充実を図
る。

現状のまま
継続

1,837 A 幼稚園の預かり保育のない日に
需要が増える傾向がある。また、
保護者の勤務形態の多様化等に
より利用の仕方も様々である。

平成２７年度から実施している子
ども・子育て支援事業計画に基づ
き、利用者のニーズに対応しなが
ら事業を推進する。

今後も利用者のニーズを把握し、
より一層のサービスに努める。

現状のまま
継続

180 B 家庭の経済的な理由により出産
費用の負担が困難な妊婦の方
に、安心して出産ができる出産費
用の一部を助成する本制度につ
いて、知らない市民の方がいる。

妊婦検診時に助産施設案内のチ
ラシを配布することにより、助産制
度が必要と思われるケースにつ
き、助産施設において助産を行
う。

制度に基づく法定の自治事務で
あり、今後も申請に基づき適正に
対応する。

現状のまま
継続

723 A 諸問題を抱える発達の遅れのあ
る子どもや障がいを持った子ども
等の家族が悩んだり、孤立するこ
とがないように、相談・療育を受け
るための専門的な知識を有する
職員が不足している。また、平成
２４年度から就学児の受け入れを
開始したが、障害の多種多様化、
施設の形態（幼児用）、指導能力
（保育士）等について、課題となっ
ている。

施設等専門支援事業の活用、研
修会の参加等により職員の啓
蒙、啓発を図り児童デイサービス
センターの機能を高める。また、
特に就学児に関しては、年齢制
限や言語聴覚士や作業療法士等
専門職の対応が必要であり、他
機関との連携等を図る。

発達の遅れがある子どもや障が
いのある子どもの家族が安心して
地域で生活するためには、早期
発見、早期療育は大変重要であ
り、この業務については、専門性
が望まれていることから、職員研
修による指導の向上・講演会によ
る啓蒙啓発等を図るとともに、専
門職員の配置等について検討す
る。

現状のまま
継続

50 B 発達に遅れがあり育てにくい子ど
もや障がいを持った子どもや家族
にとって専門的な療育や医療が
不可欠であり、日常におけるサ
ポートは欠かせないのが現状で
ある。しかし近くに専門的な医療
機関等がなく、個々では地域にお
ける関係機関にも関係が取りにく
い。

地域を取り巻く関係機関や専門
機関との連携を取り、諸問題を抱
える家族に健全な社会生活を営
むために必要な福祉サービスの
利用を促進したり、専門機関への
橋渡しを図る。

子どもとその家族が、地域社会の
中で生活をしていくことについて、
療育推進協議会の運営を通して
これからも関係機関との連携を重
視し、健全な日常生活を送れるよ
う図る。

現状のまま
継続

30 B 平成２６年度から開始した事業で
あり、市民に対して事業内容の周
知が課題である。
様々な障がい（特に発達障がい）
に対し、個々に合った指導方法の
確立。

広報あしべつ等を活用し、周知を
図る。
高度な専門知識を有する講師か
らの助言を受ける。

発達・成長の遅れや障害の疑い
のある児童を把握し、関係機関と
連携しながら事業を進める一方、
高度な専門知識を有する講師か
らの助言を受け、指導する保育士
や保健師等のスキルアップを図っ
ていく。

現状のまま
継続

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

- A 現代社会において、子育てを取り
巻く環境の変化が大きく、これに
伴い、家庭児童相談業務の内容
が複雑・長期化しており、深刻な
社会問題となっている。

家庭児童相談室だけでは対応し
きれない内容の相談も多く、専門
機関である児童相談所などと連
携し、支援体制の充実を図る。

子どもと家庭に関する様々な問題
の相談に応じ、家庭における適正
な児童養育や児童福祉の向上を
図るため、児童相談所や民生・児
童委員等とも連携を図るととも
に、相談件数の増加している事を
踏まえ、相談業務体制の拡充に
努める。

現状のまま
継続

≪　改革・改善（Ａction）　≫

≪　改革・改善（Ａction）　≫

⑵　福祉 ⑤　家庭児童相談の充実
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対象 意図 手段
民生委員・児童委
員事務

福祉課障がい
福祉係

民生委員推薦会の開催
～民生委員推薦会委員
５人
芦別市民生委員・児童
委員協議会交付金～民
生委員・児童委員協議
会

援護が必要な高齢者、障がい者、児童等
に対して、相談や援助などを行い地域で安
心して生活ができるよう民生委員・児童委
員の定数を維持できるよう確保に努め、民
生委員・児童委員の活動を支援し、市民の
福祉サービスの推進を図る。

民生委員推薦会の開催～法に基づき、民
生委員・児童委員の候補者の適否を審査
し、適任者を北海道知事に推薦する。
芦別市民生委員・児童委員協議会交付金
～民生委員協議会の行う各種活動を支援
するため、毎年４月１日現在の本市民生委
員の定数に29,550円を乗じて得た額を交
付する。

対象 意図 手段
保険税賦課徴収
事務

健康推進課国
保係

国民健康保険法による
被保険者

国保財源を維持するため、国民健康保険
税の適正な賦課を行い収納率の向上を図
る。

口座振替による納付推奨を行うとともに、
差押え等滞納処分を行う。

医療費適正化特
別対策事業

健康推進課国
保係

国民健康保険による被
保険者

診療報酬明細書の点検等を行い、医療費
の適正化を図る。

診療報酬明細書の点検及び医療費適正
化啓発普及用パンフレット等の配布、後発
医薬品の差額通知を行う。

特定健康診査等
事業

健康推進課国
保係

４０歳から７４歳までの国
民健康保険被保険者

芦別市国民健康保険特定健康診査等実
施計画に基づき、４０歳から７４歳までの被
保険者を対象に、メタボリックシンドローム
に着目した生活習慣病予防のための特定
健康診査及び特定保健指導を実施し、医
療費の適正化を図る。

被保険者への広報周知等。未受診者対策
（電話勧奨、未受診者訪問等）。他健診、
人間ドック等との連携（情報提供等）。

保健事業 健康推進課国
保係

国民健康保険被保険者 被保険者に対し、各種検診に係る費用の
負担を行い、医療費の適正化を図る。

被保険者に対し、がん検診費、骨粗鬆症
及びインフルエンザ予防接種に係る費用
の負担を行う。

対象 意図 手段
介護保険事業賦
課徴収事務

介護保険課介
護保険係

６５歳以上の高齢者 保険給付の財源となる介護保険料の徴収
確保を図る。

年金からの引き去りによる特別徴収及び
納付書による普通徴収を実施し、普通徴
収の滞納分については、税務課納税係で
督促や催告等を行い徴収する。

二次予防事業 介護保険課介
護サービス係

二次予防対象高齢者
（平成２３年度までは特
定高齢者）

高齢者の生活機能の維持・向上と生きが
いのある自立した生活を支えるため、介護
や支援等が必要になる状態の前から、介
護予防への関心を高めるための普及を図
り、要支援・要介護状態となるおそれのあ
る二次予防対象高齢者に対し、できる限り
自立した生活を営めるようサービスを提供
する。

生活機能の低下により要支援・要介護状
態となるおそれのある高齢者を把握するた
め基本チェックリストの実施による二次予
防対象高齢者把握事業を実施する。

４　保健・医療・福祉 ⑶　社会保障

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫

４　保健・医療・福祉 ⑶　社会保障

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫

４　保健・医療・福祉 ⑶　社会保障
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≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

6,204 A 民生委員・児童委員及び主任児
童委員の成り手を確保する。

町内会と連携しながら各委員の
選出を行う。

高齢者や障がい者の増加ととも
に少年非行や児童・高齢者虐待
など社会問題が山積みする中で、
地域住民の相談者として活動す
る民生委員・児童委員及び主任
児童委員の役割はますます重要
となっていることから、活動に対す
るさまざまな支援を行い、地域福
祉の向上を図る。

現状のまま
継続

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

599 A 国民健康保険の新規資格取得者
は、稼働していない者が多いた
め、口座振替の新規加入者に大
きな伸びがないのが現状である。

新規資格取得時及び広報誌「国
保だより」等で、口座振替につい
て勧奨する。

さらに収納率を高めるため税務課
と連携して、口座振替の勧奨及び
滞納処分等を実施し、医療費等
に充てる財源確保に努める。

現状のまま
継続

3,917 A 医療費が増加傾向にあるため、
抑制を図る必要がある。

診療報酬明細書の点検の充実強
化により、医療費の適正な給付を
図るとともに、被保険者全世帯に
対して、啓発普及用パンフレット
や後発医薬品（ジェネリック医薬
品）希望カードを送付するなど医
療費の削減に向けた取り組みを
行う。

国民健康保険が給付する医療費
は、国民健康保険税が充当され
ており、診療報酬明細書を点検す
ることは保険者として実施しなけ
ればならないものであるため、さ
らなる充実強化を図ることとする。
また、医療費増加の要因分析結
果を活用し、医療費の抑制が図ら
れるよう努める。

現状のまま
継続

5,046 A 生活習慣病予防のための特定健
康診査については、平成２７年度
の市の目標値３２％を達成でき
ず、２５％の結果であったため、受
診率の向上が課題となっている。

平成２７年度に受診率向上に向
けた見直しを行い、平成２８年度
から自己負担金５００円を無料化
することとする。

特定健康診査は法律により医療
保険者が実施することが義務とさ
れており、廃止することはできな
い。引き続き受診率の目標達成
に向け、市民への周知、受診勧
奨等の対応を図る。

見直して継
続【改善】

5,137 A 受診者数が目標値に達していな
い。

集団健診時に特定健康診査を受
診する場合、がん検診等を併せ
て受診するよう勧奨したり、広く市
民周知することにより、受診者数
の増加に繋げる。

受診者が増加するような方策を取
ることにより、検診等の受診者を
増やし、多くの被保険者が継続し
て毎年受診するような対策を検討
し、疾病の早期発見、重症化予防
につなげることで、医療費の抑制
を図る。

現状のまま
継続

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

438 A 介護保険料においては、年金か
ら引き去りする特別徴収と納付書
による普通徴収があるが、普通徴
収における滞納分の回収が課題
となっている。

滞納者に対しては催告状、勧告
状を発送し納付を促しているほ
か、税務課納税係において、保険
料の徴収業務を行っている。

今後も、滞納者に対しては、督促
状及び催告状を発送し税務課納
税係とも連携を図る。

現状のまま
継続

- B 平成29年度の新総合事業への移
行に備えて、通所介護予防事業
の見直しも検討しなければならな
いが、現在の事業利用者を今後、
どのような事業に繋げていくかと、
それを利用者にどう理解してもら
うかが当面の課題である。

現在の二次予防事業利用者の身
体状況を把握するとともに、意向
調査などを行い、どのような介護
予防事業へ参加を促すか関係部
署とともに協議を進める。

平成29年度の新総合事業への移
行に伴い、一次予防事業・二次予
防事業の区分を廃止し、介護予
防事業として展開していくこととな
るため、今後は、高齢者の身体状
況やニーズを把握し、多くの高齢
者が気軽に参加できる事業内容
にしていくことで、いつまでも元気
で安心して暮らせるまちづくりを目
指す。

見直して継
続【改善】

⑶　社会保障 ①　生活安定福祉の充実

≪　改革・改善（Ａction）　≫

≪　改革・改善（Ａction）　≫

⑶　社会保障 ③　国民健康保険の充実

≪　改革・改善（Ａction）　≫

⑶　社会保障 ④　介護保険の充実
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対象 意図 手段
二次予防事業 福祉課地域福

祉係
要支援・要介護状態とな
るおそれの高い状態に
あると認められる６５ 歳
以上の者で、基本チェッ
クリストにより、要介護状
態となるリスクを予測す
る２５ 項目の生活機能を
評価の結果、要介護状
態等となるおそれの高い
状態にあると認められる
方。

二次予防とは、介護予防のひとつとして、
活動性や生活機能が低下して要介護状態
となるおそれの高い高齢者を早期に発見
（把握）して早期に対処することにより、要
介護状態の発生をできる限り防ごうとする
もので、本市では、生きがいデイサービス
センターに通っていただき、機能回復訓練
等を行うことにより、生きがいのある人生を
送ることができるよう支援する。

対象者は、利用の申請を行ったうえで、地
域包括支援センターが行う基本チェックリ
ストに基づく評価の結果、要介護状態等と
なるおそれの高い状態にあると認められた
場合に決定する。サービスについては、生
きがいデイサービスセンターに通っていた
だき（送迎あり）、健康状態の確認、入浴、
食事、相談、機能訓練、レクリエーション等
を行う。費用負担は、基本利用手数料等と
して１か月２，５５１円及び昼食代１食につ
き５００円を必要とする。

一次予防単独事
業

福祉課地域福
祉係

６０歳以上の高齢者 二次予防対象高齢者となることを予防し自
分らしい生活が続けられるよう支援する。

生きがいデイサービスセンターにおいて機
能訓練等を行うことにより二次予防対象高
齢者への進行を予防する。

一次予防事業 健康推進課健
康推進係

６５歳以上の市民 「食べること」をとおした介護予防の取り組
みを普及啓発し、高齢者が住みなれた地
域で自立した生活を送ることができるよう
支援する。

高齢期の健康維持に必要な「食生活」に関
する支援や、口腔機能低下による誤飲・肺
炎を予防するための手入れ法・かみかみ
百歳体操等の健康教育を実施する。また、
必要に応じて、食事や歯・口に関する個別
相談を行う。

一次予防事業 介護保険課介
護サービス係

高齢者 地域における介護予防に資する自発的な
活動が広く実施され、地域の高齢者が自ら
活動に参加し、介護予防に向けた取組が
主体的に実施されるような地域の構築を
目指して健康教育、健康相談等の取組み
を通じて介護予防に関する活動の普及・啓
発や地域における自発的な介護予防に資
する活動の育成・支援を行う。

市内の各老人クラブをはじめ、町内会等の
各種活動の場において、介護予防につい
ての講話・運動等を行い意識付けを図る。

一次予防事業 福祉課地域福
祉係

要介護認定で自立判定
となった高齢者

要介護状態となることを予防し自分らしい
生活が続けられるよう支援する。

高齢者に対し生活管理指導員を派遣し日
常生活の世話や相談、助言を行い高齢者
の生活を確立することで要介護状態への
進行を防止するとともに、生活習慣の指導
又は体調調整のため必要と認めるときは
一時的に施設に入所させて養護する。

介護予防ケアマネ
ジメント事業

介護保険課介
護サービス係

二次予防事業対象高齢
者

二次予防事業対象高齢者が要介護状態
等となることを予防するため、その心身の
状況、その置かれている環境その他の状
況に応じて、対象者自らの選択に基づき、
介護予防事業その他の適切な事業が包括
的かつ効率的に実施されるような必要な
援助を行う。

対象者が今後、どのような生活をしていき
たいかという具体的な日常生活上の目標
を明確にし、その目標を関係者が共有する
とともに対象者自身の意欲を引き出し、自
主的に取組みを行えるよう支援する

介護予防支援事
業

介護保険課介
護サービス係

要支援の介護認定を受
けた高齢者

高齢者が要支援認定者の症状の維持又
はその悪化の防止

地域包括支援センターが指定介護予防支
援事業所の指定を受け、要支援１・２の認
定を受けたサービス利用者に必要なサー
ビスを受けられるように適切なケアマネジ
メントを行う。

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫
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≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

4,007 A 介護予防の観点から必要な事業
として実施しており、地域包括支
援センター等と連携しながらサー
ビスを必要とする高齢者の把握に
努めるているが、利用者が少な
い。
国の制度改正に伴い、平成29年
４月までに総合事業に移行するよ
う求められている。

第６期介護保険事業計画（平成２
７年度から平成２９年度）におい
て、当面、現状どおり介護予防事
業利用の対象者に対し運動機
能・口腔・栄養改善の支援を行う
事で要介護状態、要支援状態へ
の進行予防を進めていき、平成
29年４月までに総合事業に移行
するよう、見直しのための準備を
進めることとしている。

本市の高齢者のニーズを的確に
捉え、また、国の制度改正に即応
したうえで、現行の２次予防事業
として行っている生きがいデイ
サービス事業は廃止し、２９年度
以降はサロン等の総合事業として
国の制度に沿った事業に切り替
えていく。

現状のまま
継続

11,787 B 平成２４年４月の地域支援事業実
施要綱改正に伴い、一次予防
は、健康教育、健康相談等の取
組を通じて、高齢者の自発的な介
護予防に資する活動の育成・支
援を行うこと等を目的とするよう改
められていることから、見直しが
必要である。

国において、２次予防を平成29年
４月までに総合事業に移行するよ
う見直しを求めているため、この
見直しに合わせて、日常生活が
自立している本事業の対象者に
ついて、健康教育、健康相談、ま
る元、いきいき百歳体操、サロン
などへの移行を検討する。

平成２７年３月に第６期高齢者保
健福祉計画・介護保険事業計画
を策定したところであるが、地域
支援事業から総合事業への制度
移行を平成２９年４月までに行う
必要があり、現行の２次予防事業
とともに生きがいデイサービス事
業は廃止し、２９年度以降はサロ
ン等の総合事業として国の制度
に沿った事業に切り替えていく。

現状のまま
継続

- A 高齢期では加齢による心身の変
化に伴い食環境が変化するた
め、一人ひとりが食べることを通し
て、「適切な量と質を確保した食
生活」や「歯や口の機能の維持ま
たは低下予防」についての必要
性を理解して取り組むための啓蒙
が必要である。

健康づくりや介護予防の動機づ
けとして参加者自身が食習慣や
口腔ケアの方法を振り返られるよ
う、老人クラブや講座などの機会
を活用し、｢食事の組み立てや栄
養バランスを考えるゲーム｣や食
べるために必要な口腔周囲の筋
力トレーニングを目的とした「かみ
かみ百歳体操」を取り入れた参
加・実践型の健康教育を各地域
で実施する。

多くの方が関心を持って取り組め
るよう、保健・福祉等の関係機関
と連携し、運動・口腔・栄養・認知
症予防を組み合わせ、「食べるこ
と」をとおした介護予防の普及啓
発を実施していく。

現状のまま
継続

12,014 B 介護予防運動教室、高齢者ふれ
あいサロンともに、地域によって
参加が困難であったり、事業自体
が広がらないなどの差があること
と、どの介護予防事業でも男性の
参加者が少ないこと。

介護予防事業を実施している会
場から離れた地域に住んでいる
市民でも参加しやすい環境づくり
と、男性が興味を持って参加でき
るような介護予防事業の検討が
必要と思われる。

平成29年度の新総合事業への移
行に伴い、一次予防事業・二次予
防事業の区分を廃止し、介護予
防事業として展開していくこととな
る。「いきいき百歳体操」と「まる
元」は口コミで広がり、参加者も増
加していることから、今後も市民
が意欲的に参加できるよう内容を
検討していくことと併せて、事業参
加による効果を検証し、介護予防
の重要性を市民に周知していく。

見直して継
続【拡充】

- B 「介護予防・地域支え合い事業」
の補助を受けて実施されてきた
「生活管理指導員派遣事業」及び
「生活管理指導短期宿泊事業」に
ついては、平成19年度以降、一次
予防事業の例外的な取扱いとし
て、引き続き実施されていたが、
平成２７年度以降は、補助対象外
とされている。

第６期介護保険事業計画（平成２
７年度から平成２９年度）におい
て、当面、現状どおり介護予防事
業利用の対象者に対し運動機
能・口腔・栄養改善の支援を行う
事で要介護状態、要支援状態へ
の進行予防を進めていき、平成２
９年４月までに総合事業に移行す
るよう、見直しのための準備を進
めることとしている。

本市の高齢者のニーズを的確に
捉え、また、国の制度改正に即応
したうえで、需要に見合う適切な
サービスが行えるよう進めていく。

現状のまま
継続

3,640 B 二次予防事業対象高齢者になっ
た人のうち、介護予防の必要性を
認識している人は、少しずつ増加
しているものの、まだ事業に参加
する方が少ない。

二次予防事業対象高齢者に対
し、出来るだけ多くの人に参加し
てもらえるよう、民間事業者が実
施する事業も含め、選択肢をもっ
た介護予防事業を提供していく。

地域支援事業である本事業は、
平成２９年４月の新総合事業への
移行に向けて、一次予防、二次予
防の区分を廃止し、介護予防事
業として展開していくこととなるた
め、今後は高齢者の様々なニー
ズに対応した介護予防事業の展
開を図り、より多くの高齢者が事
業に参加しやすい環境整備に努
め、介護認定を受けることなく、い
つまでも元気で暮らせる環境を作
るための支援を行っていく。

現状のまま
継続

3,640 A 介護認定において、要支援となる
人が増加してきており、やや業務
過多の傾向にある。

現状では、予防計画の策定業務
の一部を市内事業所へ委託して
いるが、さらに委託件数を増やす
ことが可能か市内事業所と協議し
ていく。

市内事業所における予防計画策
定業務の受託枠を拡大してもらう
ために、各事業所と協議していく
ことや、地域包括支援センターの
職員配置を含めた業務内容見直
しを検討していく必要がある。

現状のまま
継続

≪　改革・改善（Ａction）　≫
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対象 意図 手段
総合相談事業 介護保険課介

護サービス係
市民 地域の高齢者が住み慣れた地域で安心し

てその人らしい生活を継続してできるよう、
地域における関係者とのネットワークを構
築するとともに、高齢者の心身の状況や生
活の実態、必要な支援等を幅広く把握し、
相談を受け、地域における適切な保健・医
療・福祉サービス、機関又は制度の利用に
つなげる等の支援を行う。

支援を必要とする高齢者を見出し、各種
サービス等の適切な見守りを行い、更なる
問題を防止するため、地域における関係
者のネットワークを構築し、それを活用す
るほか、様々な社会資源との連携による
情報収集や戸別訪問等により高齢者及び
家族の状況等を把握する。

権利擁護事業 介護保険課介
護サービス係

高齢者 地域の住民、民生委員、介護支援専門員
などの支援だけでは十分に問題が解決で
きない、適切なサービス等につながる方法
が見つからない等の困難な状況にある高
齢者が、地域において尊厳のある生活を
維持し、安心して生活を行うことができるよ
う、専門的・継続的な視点から、高齢者の
権利擁護のための必要な支援を行う。

高齢者の権利擁護のため支援が必要と判
断した場合には、成年後見制度の活用促
進、老人福祉施設等への措置支援、高齢
者虐待・困難事例への対応、消費者被害
の防止等の制度を活用する。

包括的・継続的ケ
アマネジメント支援
事業

介護保険課介
護サービス係

介護支援専門員等の関
係者

高齢者が住み慣れた地域で暮らし続ける
ことができるよう、介護支援専門員、主治
医、地域の関係機関等の連携、在宅と施
設の連携など、地域において、他職種相互
の協働等により連携し、個々の高齢者の
状況や変化に応じて、包括的かつ継続的
に支援していく包括的・継続的ケアマネジ
メントが重要であり、地域における連携・協
働の体制づくりや個々の介護支援専門員
に対する支援等を行う。

介護支援専門員が、医療機関を含めた関
係機関との連携体制を構築し、地域の介
護支援専門員と関係機関の間の連携を支
援するための会議等を開催する。

認知症高齢者見
守り事業

介護保険課介
護サービス係

市民 地域における認知症高齢者の見守り体制
の構築を図る。

認知症サポーター養成講座を開催するほ
か、認知症高齢者を対象としたＳＯＳネット
ワークを構築する。

家族介護継続支
援事業

福祉課地域福
祉係

常時寝たきり状態で要
介護３・４・５に認定され
た常時紙おむつが必要
と認められる高齢者又
は特定疾患患者

在宅で常時紙おむつを必要とする者の介
護者に対し経済的負担を軽減する。

申請に基づき、１人１日当たり３枚の紙お
むつを現物支給する。

地域自立生活支
援事業

福祉課地域福
祉係

①６５歳以上の独り暮ら
しの者で食事の用意が
困難な者。
②６５歳以上の者のみの
世帯で、食事の用意が
困難なもの。
③その他市長が特に認
める者で、食事の用意
が困難なもの。

食事の用意の困難な高齢者に対して、定
期的に居宅を訪問して栄養バランスのとれ
た食事を提供するとともに、当該高齢者の
健康状態及び安否を確認する。

給食サービスを受けようとする者は、配食
の時に不在となる場合に備えて、給食を保
管する給食サービス事業協力員を選任し
た上で市長に利用の申請をする。
市は、これを審査のうえ決定し、委託業者
を通じて１週につき３回又は６回、夕食を戸
口まで配食する。
利用者は、１食につき５００円を翌月末日
までに納入する。

認知症初期集中
支援推進事業

介護保険課介
護サービス係

市民 認知症の早期発見・早期診断と、その後、
速やかに適切な医療・介護等が受けられ
るよう、認知症患者に対する初期の対応
体制の構築を図る。

認知症または認知症が疑われるケースが
発見された場合、認知症サポート医及び
医療・介護の専門職から構成される「認知
症初期集中支援チーム」による、訪問、適
切な支援、経過観察等を行う。

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫
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≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

8,094 B 高齢化に伴う新規の相談件数が
多いこと、また、何度も相談に
通ってくる人も多いなど、全体的
に相談件数が増加傾向にある。

高齢者の増加に伴い、認知症高
齢者も増加傾向にあるため、今後
はますます相談件数が多くなるこ
とが予想されるが、現状の体制で
の対応を維持しながら、関係機関
との連携も含め相談しやすい窓
口を作っていくことを検討する。

相談件数の増加、ニーズの多様
化に対応するため、地域及び関
係機関におけるネットワークを構
築し、相談体制の強化に努める。

現状のまま
継続

5,168 A 高齢者虐待等の人権侵害に係る
問題が増加していること、また、内
容も複雑化してきていることなど
から、対応にかかる時間が大幅
に増加してきている。

今後も相談や問題に対する対応
件数が増加することが予想される
ことから、関係機関や弁護士との
協力体制をさらに強化していく。

高齢者の権利擁護のため、専門
的かつ継続的な支援体制づくりを
検討していく。

現状のまま
継続

7,564 A 介護支援専門員に対する支援事
業の充実のためには、介護支援
専門員と医療機関との連携がさら
に必要になってくる。

連絡会議の内容の充実や開催方
法などを検討していく必要があ
る。

地域包括支援センターと介護事
業所の連携は不可欠であり、今
後も地域ケア会議や勉強会を開
催し、より充実した事業展開を
図っていくように検討する。

現状のまま
継続

15 A 認知症サポーター養成講座を受
講してもその後の活動につながっ
ていないため、地域で活動できる
仕組みづくりを検討すること、ま
た、関係機関との見守り協定の締
結、認知症高齢者の家族に対し
ての支援など、今後の事業展開
について検討しなければならな
い。

認知症サポーターの活動方法
や、ＳＯＳネットワークを含めた市
全体の見守り体制の強化、認知
症高齢者家族の支援など、関係
機関と協議し、事業拡充に努め
る。

認知症になっても住み慣れた地
域で安心して暮らせるように、認
知症サポーター養成講座及びス
キルアップ講座の開催と活動方
法の検討、芦別市高齢者ＳＯＳ
ネットワークの模擬訓練実施、民
間事業者との高齢者見守り協
定、介護マーク普及事業と、既存
の４つの取り組みを内容の充実を
図りながら継続していく。

見直して継
続【改善】

813 A 介護保険事業の一つとして、厚生
労働省の地域支援事業実施要綱
に基づき実施しているが、支給対
象基準に該当しないものの、紙お
むつを使用している高齢者もお
り、支給を希望する者がいる。

平成29年度に国の地域支援事業
が総合事業に移行することに伴
い、紙おむつのみならず、補助の
対象となる事業をはじめ実施内容
及び方法について検討していく。

家族介護が益々重要になっていく
ことから、これを支援する方策に
ついて、介護をする方の意見を取
り入れたうえで、検討を進めてい
く。

現状のまま
継続

5,431 B 現制度では、食事を用意すること
ができない高齢者のため、買い物
ができる高齢者は対象外となって
いるが、栄養管理上、料理を作れ
ず惣菜を買っている男性高齢者
の対応が必要である。また、年金
生活者にとって利用者負担が家
計上負担になっている。
民間事業者が同様のサービスを
公費負担なしで実施し、本市より
も利用者負担が少ない。

民間事業者によるサービスは、利
用者負担が少ないが配送地域が
限られ、民間事業者ではカバーで
きない地域への配送は、料金が
割高となるため市によるサービス
が必要となることから、それぞれ
の利点やサービス内容を広くわ
かりやすく市民に周知し、最良の
サービスを選択できるよう努めて
いく。

食事の用意が困難な利用者に対
し配食を通じ安否の確認などで安
心な生活を過ごせるよう継続して
事業を実施する。
行政区域が広大であることから、
地域食堂などの新たな取り組み
についても検討し、多角的なサー
ビスを行うよう努める。

現状のまま
継続

307 A 今後、支援ケースが大幅に増加し
た場合、定期に実施する訪問や
チーム員会議の回数も増加する
ため、チームとしてどこまで対応
可能か、また、サポート医及び
チーム員の一部が民間精神科病
院の職員であるため、どの程度ま
で連携・協力体制が望めるかが
当面の課題である。

チーム員会議の中で、支援ケー
スが増加した場合の対応方法や
問題点を事前に整理し、チーム員
構成やチームの増設についても
検討する。

平成２７年度に１件の支援モデル
ケースに対応したことで、ケース
発見から支援終了までの一連の
流れや、同時期に複数のケース
が発見された場合の対応など課
題も見えてきた。平成２８年度は、
チーム員の増員（業務の一部を
委託している民間精神科病院が、
チーム員に看護師を増員）によ
り、認知症高齢者の早期発見・早
期対応、また、複数のケースにも
迅速な対応が図られるなど、さら
に本市の認知症施策を推進して
いく。

見直して継
続【拡充】

≪　改革・改善（Ａction）　≫
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対象 意図 手段
認知症地域支援
推進員等配置事
業

介護保険課介
護サービス係

市民 認知症になっても住み慣れた地域で安心
して暮らし続けるために、症状に応じた適
切な医療・介護及び生活支援サービスが
有機的に連携したネットワークを形成し、
効果的支援が行われる体制を構築すると
ともに、介護サービス及び地域の支援機
関との連携を図るための支援や、認知症
の人やその家族を支援する相談業務等を
行う認知症地域支援推進員を配置し、地
域における支援体制の構築と認知症ケア
向上を図る。

認知症地域支援推進員が中心となり、医
療機関、介護サービス事業所、認知症サ
ポーター等地域全体で認知症の人やその
家族を支える支援体制の構築、また、認知
症の人を介護する家族の介護負担軽減を
目的とした「認知症カフェ」等の語りの場の
開催などの取組みを行う。

生活支援・介護予
防サービス基盤整
備事業

介護保険課介
護サービス係

市民 ボランティア、民間企業、社会福祉法人等
の多様な事業主体による介護保険外のイ
ンフォーマルな生活支援・介護予防サービ
スの提供体制の構築と、元気な高齢者の
参加も想定した生活支援の担い手となる
ボランティアの養成・発掘等の地域資源の
開発やそのネットワーク化などを行う「生活
支援コーディネーター」や「協議体」を設置
することにより、独居高齢者や高齢者のみ
の世帯が安心して在宅生活が送ることが
できる。

行政、社会福祉協議会、介護サービス事
業所、医療機関、地縁組織等から構成さ
れる「協議体」を設置し、芦別に必要な生
活支援サービスを検討するとともに、生活
支援サービスとそれを必要とする高齢者を
つなぐ「生活支援コーディネーター」の設置
と併せて、生活支援サービスの担い手とな
るボランティアの養成を行い市全体として
の高齢者の支援体制の充実・強化に努め
る。

保健福祉施設管
理運営等業務

介護保険課介
護サービス係

市民 要支援・要介護者がそれぞれの能力や身
体状況に応じて、できる限り自立した生活
ができるよう、介護老人保健施設及び老人
デイサービスセンターにおいて適切な介護
サービスを提供するとともに質の良いサー
ビスの向上を図り快適な環境を保持する
ための施設の適切な維持管理を行う。

介護老人保健施設等の充実

訪問看護事業 介護保険課介
護サービス係

在宅で療養される要支
援・要介護者

本人や家族の希望により在宅で療養され
る要支援・要介護者等に対して、主治医の
指示に基づき病状や障害の観察や医療措
置等の療養上の世話、清拭や身体の清潔
保持を行い可能な限り居宅において自立
した生活が出来るよう支援する。

訪問看護によるサービスを提供する。

地域包括支援事
業

介護保険課介
護サービス係

高齢者 要支援者の心身機能の維持向上のため、
介護予防サービス等の提供に必要な調整
を行うとともに介護が必要な状態になる恐
れのある高齢者に対するケア、介護予防
のための普及啓発を行う。また、高齢者が
住み慣れた地域で安心して生活できるよう
介護サービスを始めとした高齢者に関わる
保険、医療、福祉等の各種サービスへ結
び付けるため、高齢者の総合相談や権利
譲渡、虐待防止のための事業、介護支援
専門員への情報提供・連携促進のための
事業を実施する。

介護予防サービスの提供他

対象 意図 手段
社会教育委員活
動事務

生涯学習課生
涯学習係

社会教育委員 社会教育委員の活動に対し支援すること
により、社会教育行政を推進する。

社会教育委員は、本市の社会教育に対す
る立案や助言を行うため、他市町の諸施
設・活動の視察、住民の意識調査などを行
い、社会教育行政や生涯学習社会の実現
に向けた課題等の研究を行う。

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫

５　教育・文化 ⑴　生涯学習

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫
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≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

- A 現段階では、地域包括支援セン
ター職員が認知症地域支援推進
員を担っているが、介護予防事業
やケアプランの作成業務など業務
量が増加していく中で、今後、推
進員業務も増加していくと業務過
多の状況に陥る可能性がある。

認知症地域支援推進員の要件と
して、認知症の医療や介護におけ
る専門的知識及び経験を有する
医師、保健師、看護師、作業療法
士、歯科衛生士、精神保健福祉
士、社会福祉士、介護福祉士とさ
れているため、これらの資格を有
する人材を市民の中から発掘し、
地域包括支援センターに配置す
る等、職員以外で対応する方向を
検討する。

芦別における高齢化の現状や認
知症患者の増加を考えると、今
後、認知症施策は重要になってく
ることから、認知症地域支援推進
員を中心として認知症初期集中
支援チームとの連携による認知
症高齢者の早期発見・早期対
応、認知症家族に対する支援とし
て認知症カフェの設置など認知症
施策への取り組みを一層強化し
ていく。

見直して継
続【改善】

665 B 生活支援コーディネーターの適任
者が見つからず、人選に苦慮して
いる。

今後、協議体の中で生活支援
コーディネーターの適任者につい
て協議を進めていく。

平成２７年度に立ち上げた生活支
援体制整備に係る勉強会を、平
成２８年度には協議体に発展さ
せ、生活支援コーディネーター設
置に向けた協議を進めるととも
に、市民に対し同事業に係る講演
会及びワークショップを開催し、住
民同士の支え合い及び介護予防
の必要性について普及啓発を
行っていく。

見直して継
続【改善】

407,244 B 看護師、介護士などスタッフの確
保が難しく、退職後の補充が十分
に行えない状況で、別館の２０床
は平成２６年度途中から休床し、
現在、本体８０床のみで運営して
いるが、満床にはならない状況で
ある。市内の施設における待機者
数や市外施設への入所者を考え
ると、ニーズはあると思われるた
め、稼働率をさらに上げるための
改善点を検討しなければならな
い。

施設全体の介護サービスの充実
と安定的な運営を図るため、職員
の資質向上及びスタッフの確保に
努める。

平成２７年度の介護保険法改正
により、在宅医療・介護連携の推
進への取り組みとして、施設から
在宅へという流れの中で、市内唯
一の中間施設である介護老人保
健施設の役割はますます重要に
なるため、利用者のニーズに迅速
かつ柔軟に対応できる施設を目
指すこと、また、本施設は指定管
理により管理運営を行っている
が、平成２８年度より、料金収受
代行制から利用料金制に移行し
たことから、職員一丸となって施
設の経営改善に向け、収益性の
向上とコスト削減に取り組むよう
指導していく。

見直して継
続【改善】

1,493 B 国が進める在宅医療・介護連携
の推進では、２４時間３６５日の在
宅医療・介護サービス提供体制
の構築を打ち出している。本市に
おいても訪問看護希望者が増加
傾向にあるが、対応可能な事業
所が少なく、また、現在の職員体
制（３名）では対応が困難である。

２４時間３６５日に対応するとなる
と、勤務時間外の部分は夜間対
応可能な民間事業所への委託を
検討する必要があるが、市内の
訪問看護ステーションで夜間対応
可能な事業所が現状では無いた
め、市外事業所も含めた委託を
検討する。

訪問看護は需要があるため、市
内全体の需要に対し対応が可能
となるよう、民間事業者の動向を
把握するとともに、市立病院看護
部との連携についても視野に入
れ対応策を検討する。

見直して継
続【改善】

6,578 A 要支援の認定を受ける高齢者の
増加に伴いケアプラン作成件数
が増加しているほか、困難事例の
相談や支援の対応に係る時間、
業務量が増加している。また、新
たな介護予防事業や認知症対策
などの業務も増加する一方で、時
間の調整に苦慮している。

地域包括支援センター業務を一
部委託することで効率化が図られ
るため引き続き市内事業所と協
議しながら委託化を進める。ま
た、相談・支援業務への迅速な対
応とよりよいサービスの提供がで
きるようニーズの把握、ネットワー
ク作りに力を入れていく。

重度な要介護状態や認知症に
なっても、住み慣れた地域で暮ら
し続けるための地域包括ケアシス
テムの構築を実現するためには、
医療と介護の連携がますます重
要になってくることから、今後、地
元医師会に対し、医療と介護の連
携会議や、２４時間３６５日の在宅
医療・介護サービス提供体制整
備のための協議への参加協力を
依頼するなど、医療分野との連携
をより密にする取り組みを行って
いく。

見直して継
続【改善】

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

147 B 年２回の会議のほか、委員の活
動や発言の場を広げていくことが
課題である。

各研修会への参加や討議の場な
ど、委員の参加できる場の拡大を
図る。

行政主催等の社会教育事業への
参加を促し、社会教育委員会議
以外の委員の活動の場を拡大
し、社会教育事業全体の推進を
図る。

現状のまま
継続

≪　改革・改善（Ａction）　≫

⑴　生涯学習 ①　社会教育の充実

≪　改革・改善（Ａction）　≫
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対象 意図 手段
各種講座・教室等
実施事業

生涯学習課生
涯学習係

市民 市民の多様化する学習ニーズに応え、生
涯学習の観点を踏まえながら、明るく豊か
な郷土のまちづくりを図ることを目的とす
る。

各年齢層を対象とした講座・教室等（市民
講座、レッツ・チャレンジ、出前講座）を定
期的に開催する。

各種大学等実施
事業

生涯学習課生
涯学習係

高齢者大学・大学院：６０
歳以上の市民
女性大学：１８歳以上の
女性

市民の多様化する学習ニーズに応え、生
涯学習の観点を踏まえながら、明るく豊か
な郷土のまちづくりを図ることを目的とす
る。

原則、月２回（４月から翌年２月まで）の頻
度で開講し、市民に学習機会を提供する。

成人式実施事業 生涯学習課生
涯学習係

成人該当者 新しい時代に向かって夢と希望を抱き、成
人となる者の門出を祝うことを目的とする。

式典及び交流会を実施する。

学習活動情報提
供事務

生涯学習課生
涯学習係

市民 市民の自発的・自主的な学習活動を支援
することを目的とする。

広報あしべつのほか、新聞、チラシ、ホー
ムページ等の活用や生涯学習情報紙を発
行し、学習活動に関する情報提供を行う。

異文化活動事務 生涯学習課生
涯学習係

市民 市民の学習ニーズに合わせた英会話講座
等を開催し、国際交流の基礎となる英語能
力の向上、異文化交流の促進に努めるこ
とにより、生涯学習の充実を図る。

英会話講座・語学指導教室を定期的に開
催する。

市民会館・青年セ
ンター管理運営業
務

生涯学習課生
涯学習係

市民 社会教育の拠点施設として、市民への学
習機会の場を提供する。

施設の利用拡大に向けて、市民会館及び
青年センターの適正な管理運営をする。

図書館管理運営
業務

図書館管理係 市民 図書館施設の維持管理及び施設周辺の
環境整備を行うとともに、図書館の運営に
ついて図書館協議会その他団体の協力の
もと実施することにより、市民の教養と文
化の発展に寄与する。

適切な維持管理の実施、計画的な設備機
器の更新、適切な図書館運営の実施。

読書普及活動 図書館管理係 市民 図書館活動に関して、図書館法に則り各
種事業を展開し、読書の普及に努める。

各種事業の開催により、利用者増を図る。

視聴覚ライブラ
リー運営事務

図書館管理係 市民 図書館活動の一環として、充実した視聴覚
資料を提供することで、社会教育・学校教
育の推進に努める。

ニーズにあった視聴覚資料を確保し、上映
会の開催などにより利用者の増加を図る。

対象 意図 手段
家庭教育事業 生涯学習課生

涯学習係
親子体験教室：親子（小
学生・幼児と保護者）
通学合宿：各小学校４年
生～６年生
芦別市ＰＴＡ連合会

家庭教育の充実、家庭の教育力向上を図
る。

家庭教育に関する事業の実施や、関係団
体への補助を行う。

対象 意図 手段
青少年育成事業 生涯学習課生

涯学習係
　青少年育成団体等 青少年の健全育成に有効な全ての活動に

対し、支援協力するとともに、青少年健全
育成につながるリーダーの育成や指導者
養成等の青少年健全育成事業を実施す
る。

各種青少年育成健全育成事業を実施す
る。
青少年育成団体等の活動を促進するた
め、交付金、補助金を交付する。

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫

５　教育・文化 ⑴　生涯学習

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫

５　教育・文化 ⑴　生涯学習

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫
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平成２８年度事務事業評価結果一覧 ＜ 資料３ ＞

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

80 B 多種多様化した学習ニーズへの
対応を図り、今後も継続して参加
者に対しアンケート調査を実施す
るとともに、その調査結果を踏ま
え講座等の内容を検討していく必
要がある。

多種多様化した学習ニーズを把
握し、市ホームページ・広報等で
情報を提供するとともに、市民公
募による講座枠を設けていること
から、市民に対し情報を提供す
る。

市民のニーズが高い講座の継続
を図りながら、今後の展開を検討
する。

現状のまま
継続

74 B 多種多様化する学習ニーズに対
応し、いかに自主的な学習につな
げていくかが課題である。

市民や地域のニーズの把握、市
内の社会教育施設等の利用を進
める。

両大学で習得した知識等を活用
した、自主的な学習につなげられ
るように努める。

現状のまま
継続

65 B 芦別市独自の演出を行い、出席
者のさらなる増加に努める。

芦別の特産品試食等について検
討し、ふれあい広場の内容の充
実を図る。

目標である出席率７割を維持する
べく、参加者のニーズを把握して
事業内容の充実を図る。

現状のまま
継続

- B 広報・ホームページ等を活用した
情報提供を行ったが、個人情報
保護の問題で、従来の形（マナ
ビィーリーダーバンクの発行）での
作成が困難となったことから、新
たな情報提供としての改善が必
要である。

個人情報を掲載しない形で簡素
化した内容で情報誌「まなびぃ通
信」を作成し発行したところであ
り、今後においても、市民が親し
みやすく、わかりやすい形での情
報誌の提供に努める。

市民の学習意欲の向上や学習支
援体制の充実を図れるよう学習
情報の提供をするとともに、引き
続き、情報誌「まなびぃ通信」の提
供に努める。

現状のまま
継続

3,675 B 英会話講座への参加者が減少傾
向にある。

市民参加への周知等に力を入れ
るとともに、内容等も充実させる
必要がある。

今後は、市民のニーズを把握し、
英会話講座・語学指導教室等の
実施内容を充実させる。

現状のまま
継続

274,454 B 利用者の拡大を図るとともに、老
朽化している施設の整備・修繕に
対応していくことが課題である。

魅力ある事業の実施により、利用
者の拡大を図るとともに、老朽化
している施設の整備・修繕を計画
的に行い、良好な状態で施設を
維持する。

老朽化による施設の整備・修繕を
しながら、生涯学習活動振興の拠
点として、施設を提供していく。

現状のまま
継続

17,534 A 施設の老朽化に伴う整備・改修費
用の増加が課題となっている。

来館者が快適に図書館を利用で
きるように、今後、適切な施設の
維持管理を図る。

引き続き老朽化する施設等の改
善に努めるとともに、館内にLED
照明を整備することで利用環境の
充実を図る。また、図書館協議会
を通して、先進地等を視察するな
ど情報の収集を図り、利用者の
ニーズに即した読書環境を整備し
ていく。

見直して継
続【改善】

4,585 B 貸出冊数の増加や「絵本おはなし
会」などの事業への参加者が増
加するなど、一定の効果が得られ
ている。しかし、新たな図書館利
用者を増やしていくための方策に
ついて検討していく必要がある。

利用者のニーズにあった資料を
整備するとともに、現在実施して
いる各種事業の内容を精査・検
証していき、施設を利用しやすい
状況に整え、読書活動の普及啓
発を図っていいく。

市内小中学校と連携し、移動図
書館車を使った貸出文庫や学級
文庫、学校向け図書館事業の積
極的な利用を促す。また、保健セ
ンターや子どもセンターと連携し、
就学前の幼児への読書活動の推
進を図るブックスタート事業や絵
本講座を行うなど、子どもの読書
活動を推進する。

現状のまま
継続

321 B 一定数の利用はあるが、利用者
が横ばい状態であるため、新たな
利用者を増やしていくための方策
について検討していく必要があ
る。

芦別の歴史的な映像資料など、
利用者からの人気が高い資料を
収集するなどし、上映機会を増や
すことや上映方法などを検討し、
利用者の増加を図る必要があ
る。

芦別の地域情報や文化的記録に
関する視聴覚資料について、資
料収集を行い、一般公開する機
会を設定するなど、収集資料の活
用を広げる事業を検討する。

現状のまま
継続

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

118 B 保護者、地域の方及び関係機関
の理解と協力を得ることや、参加
者の確保が困難である。

子ども達に対する周知はもとよ
り、市民に対する周知を徹底し、
事業内容の精査に努める。

通学合宿や親子体験教室の事業
内容の充実を図り、学校・地域・Ｐ
ＴＡ・青少年連絡協議会と連携し、
家庭教育の充実や家庭の教育力
の向上を図る。

現状のまま
継続

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

1,681 B 子どもの減少に伴い、事業への
参加者確保が困難になってきて
おり、学校等への協力依頼を行っ
ているが、地域的に片寄った参加
になっている。

青少年健全育成事業を見直し、
市全体で青少年の健全育成に努
め、青少年リーダーの育成・指導
者の養成を図り、事業実施をす
る。

今後についても、青少年育成連
絡協議会を通し、各育成連合会・
単位育成会と協議をしながら、事
業内容を検討するとともに、地域
を生かした事業も含め、青少年健
全育成に努める。

現状のまま
継続

≪　改革・改善（Ａction）　≫

⑴　生涯学習 ②　家庭教育の充実

≪　改革・改善（Ａction）　≫

⑴　生涯学習 ③　青少年の健全育成

≪　改革・改善（Ａction）　≫
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対象 意図 手段
青少年非行防止
活動業務

生涯学習課生
涯学習係

青少年、青少年センター
職員（専門員・補導員
等）

青少年の健全育成を目的に行う非行防止
活動を効果的かつ総合的に推進する。

青少年センターを設置し、関係機関・団体
との連携を密にし、協力しながら各種補導
業務、環境浄化活動等に当たる。

青少年問題協議
会運営事務

生涯学習課生
涯学習係

市議会議員、関係行政
機関の職員、学識経験
者、公募による市民

青少年の指導、育成、保護及び矯正に関
する総合的施策の適切な実施を図ること
を目的とする。

青少年問題協議会会議（年２回）を開催
し、青少年の実態を把握した中で施策を実
施する。

青少年安全対策
事務

生涯学習課生
涯学習係

市民、事業所、関係団体 不審者による事件・事故の未然防止、被
害の拡大防止・早期解決の手助けを行う。

青少年が事件・事故に遭遇し、助けを求め
てきたときに、速やかに警察官の出動を要
請を行い、青少年の安全を確保するため、
「子ども１１０番緊急避難所」を設置すると
ともに、犯罪等を抑止するため、避難所の
ステッカーを作成し避難所の見やすい場所
に掲示することや、青色回転灯装着公用
車による巡回パトロールを実施する。ま
た、不審者情報等が発生した場合、メール
による情報発信を行う。

対象 意図 手段
芸術・文化活動業
務

生涯学習課生
涯学習係

市民 地域に根ざした芸術文化を支援するととも
に、市民が文化的活動に触れる機会や体
験する機会を提供し、地域の芸術文化活
動の活性化を図ることを目的とする。

市民が芸術文化に親しめるよう、芸術家・
芸術文化団体の作品の展示場所や発表
できる機会を提供するとともに、広く市民に
知ってもらうよう周知する。

芸術文化交流館
管理運営業務

生涯学習課生
涯学習係

市民 芸術文化活動の発表・交流の場を提供す
るため、芦別市芸術文化交流館の管理運
営を図ることを目的とする。

市民が気軽に芸術文化活動に参加できる
よう、既存施設の有効活用に努める。

対象 意図 手段
星の降る里百年記
念館管理運営業
務

百年記念館管
理係

星の降る里百年記念館
建物及び展示、収蔵品
全般。

教育及び学術文化と地域の活性化に寄与
するため、郷土の自然、歴史、文化に係る
あらゆる文化財を収集、保管、調査研究
し、展示や教育普及活動に活かし、合わせ
て学習情報の提供事業を行う。

建物本体及び設備機器の適正な管理を行
い、収蔵している文化財の適切な保存を行
う。また、展示物や収蔵品の調査研究に基
づき、企画展や教育普及活動を実施する。

文化財保護事業 百年記念館管
理係

指定文化財全般。 文化財の保護及び教育的活用の促進を図
る。

適切な保護、保存を図るための環境を整
備し、文化財の保護及び教育的活用を行
う。

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫

５　教育・文化 ⑴　生涯学習

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫

５　教育・文化 ⑴　生涯学習

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫
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≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

634 B 各町内会からの推薦により補導
員を任命しているが、年々欠員が
増えており、また、仕事等により
街頭補導活動に従事できない補
導員もいる。

補導員が欠員となっている町内
会に対し、継続的に推薦依頼をす
る。また、青少年が健全に成長す
ることのできる環境づくりのため、
関係機関と連携を図っていく。

青少年センターを中心に、警察・
学校等の関係機関と連携をとり、
巡回補導等の強化を図り、非行
防止活動に努める。また、青少年
問題協議会が平成２７年度をもっ
て廃止となったことから、この役割
を、青少年センターで対応する。

現状のまま
継続

97 C 地方青少年問題協議会法の規定
に基づき、昭和３８年に設置をし
た。近年、青少年に係る問題は多
岐にわたり、より具体的で即時性
のある対応が重要となる中、地方
分権一括法による法改正に伴
い、協議会の設置については、地
域の実情に応じ、見直すことが可
能となった。このことから、本協議
会の在り方について、各構成団体
検討、協議をした結果、この役割
については、青少年センター・青
少年育成連絡協議会において対
応が可能と判断し、本協議会を平
成２７年度をもって、廃止すること
となった。

終了

- B 広報、市ホームページ等で「子ど
も１１０番緊急避難所」を募集して
いるが、増加傾向にない。また、
不審者が出没した際に、職員によ
るパトロールと補導員への巡回強
化で対応しているが、メールによ
る送信システムへの登録者が少
ない。

子ども達の安全を守るため、地
域・学校等と連携を図り、「子ども
１１０番緊急避難所」の設置拡大
に努める。また、警察署と連携し、
駆け込み訓練の創意工夫を図
り、継続して各小学校、幼稚園、
保育園での実施に努める。これに
併せて、不審者が出没した際に、
補導員・専門員へ迅速に情報周
知をするために、メールによる送
信が必要であることから、補導
員・専門員に登録要請を行う。

今後も緊急避難所の拡大を図る
とともに、不審者が出没した際
に、メールにより迅速に情報提供
ができるよう、引き続き、補導員・
専門員に登録要請を行う。

現状のまま
継続

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

1,165 A 様々な芸術文化に触れる機会を
提供しているが、芸術文化団体も
高齢化により減少傾向にあり、若
い世代を増やすことが課題であ
る。

市民が芸術文化に触れ合う機会
を増やすため、事業等の積極的
なＰＲ活動を継続していく。

市民が気軽に芸術文化に触れ親
しめる環境の整備や展示等の事
業展開を図る。

現状のまま
継続

1,609 B 来館者を増加させる方法及び施
設の老朽化に伴う今後の維持管
理が課題である。

施設利用の芸術家の方々の協力
のもと、魅力ある作品展示による
来館者の拡大を図るとともに、老
朽化した施設の修繕を計画的に
行う。

今後もＰＲ活動を行い集客を図り
ながら、芸術家及び市民が利用し
やすい芸術文化活動振興の拠点
施設を目指し、指定管理者による
効率的な管理運営に努める。

現状のまま
継続

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

8,749 B 展示活動と教育普及活動を充実
させることにより、施設観覧者及
び利用者の増加を図る。

新しい発想により魅力ある展示活
動を行うとともに、市内外の学校・
団体等と連携し、教育普及活動を
展開する。

多角的・広域的視野から展示素
材及び情報を収集し、展示活動と
教育普及活動を充実させることに
より、観覧者等の増加を目指す。

現状のまま
継続

237 B 新規指定文化財に関する情報収
集と調査。

文化財候補に関する情報収集に
努めるとともに、適宜、実地調査
を行う。

新たな文化財候補を見出しなが
ら、その文化的価値や重要性に
関する教育活動を行う。

現状のまま
継続

≪　改革・改善（Ａction）　≫

⑴　生涯学習 ④　芸術文化の振興

≪　改革・改善（Ａction）　≫

⑴　生涯学習 ⑤　文化財の保護

≪　改革・改善（Ａction）　≫
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対象 意図 手段
幼児教育推進事
業

学務課総務係 ・市内に私立幼稚園を設
置する学校法人
・私立幼稚園に通園する
市内に住所を有する園
児の保護者

・市内に私立幼稚園を設置する学校法人
の振興発展及び幼児教育の充実に資す
る。
・園児保護者の負担軽減を図る。

・私立幼稚園を設置する学校法人に対して
運営補助金を交付する。
・私立幼稚園が行う園児に係る入園料及
び保育料を減免する事業に対して就園奨
励費補助金を交付する。

対象 意図 手段
学校支援地域本
部事業

学務課学校教
育係

支援をする側（地域住
民）、支援を受ける側（学
校・教員）

いじめや不登校など青少年を巡る諸問題
の発生の背景に地域の教育力の低下が
あげられており、学校現場では、教員の業
務量の増加から教員が子どもと向き合え
る時間の確保が求められている。このた
め、地域全体で学校教育を支援する「学校
支援ボランティア」の取組を推進し、学校と
地域の連携体制を構築し、教員が子どもと
向き合える時間の拡充を図る。また、地域
住民が自らの知識や経験を生かす場を広
げ、生涯学習社会の実現や地域の教育力
の向上を図る。

学校が求める支援内容に対して、ボラン
ティアを募集・登録（無償）し、学校の教育
活動・学校行事等に対する支援を行う。

開かれた学校づく
り事業

学務課学校教
育係

学校運営（教育目標、教
育計画など）

学校が家庭と連携・協力しながら、特色の
ある教育的活動を展開するとともに、学校
評価の実施により学校の教育目標達成に
向けて組織的・継続的な改善及び学校教
育の質の保証・向上を図り、地域や社会に
開かれた学校づくりを推進する。

中学校区を単位として、学校関係者評価
委員（各５名）を配置し、教育活動の参観
及び意見交換等を通じて、各校に対する
外部評価を行うとともに、学校長の求めに
応じ助言・意見交換を行い、教育目標等の
達成に向けた学校運営の改善を図る。

就学指導事業 学務課学校教
育係

未就学児童（新入学児
童）及び就学指導が必
要な小中学校児童生徒

適切な就学指導を行うことにより、児童生
徒一人ひとりの教育的ニーズに応じた教
育的支援を適切に行い、人間性豊かな児
童生徒の育成を図る。

芦別市教育支援委員会（平成２６年４月に
就学指導委員会設置規則を改正し、名称
変更）の開催。

外国語教育推進
事業

学務課学校教
育係

小学校児童、中学校生
徒

外国語（英語）を通じて、言語や文化につ
いての理解を深め、積極的にコミニュケー
ションを図ろうとする態度の育成を図り、小
学校においては、外国語(英語）の音声や
基本的な表現に慣れ親しませながら、コ
ミュニケーション能力の素地を養い、中学
校においては、聞くこと、話すこと、読むこ
と、書くことなどのコミュケーション能力の
基礎を養うことを目的とする。さらに他国の
生活や文化などを体験したり、調査したり
するなどの学習活動を行うことにより国際
理解や国際交流を推進し、その充実を図
ることを目的とする。

英語指導助手（ＡＥＴ）及び国際交流員等
のネイティブスピーカーや学校支援ボラン
ティアを小中学校に配置し、授業の協力者
として学級（教科）担任を補助する。

５　教育・文化 ⑵　学校教育

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫

５　教育・文化 ⑵　学校教育

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫
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≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

18,865 B 国においては、少子化対策や子
育て支援という観点から、毎年補
助基準額を上げている。また、当
該幼稚園の保育料改正に伴って
補助対象経費が増えることにより
市が負担する補助金の額も増加
するが、一方で、国の補助金が要
綱上の額を満たしていない。ま
た、幼稚園に対する運営補助金
の交付による幼児教育の場の確
保は図っているが、市としては、
幼稚園以外の場面において、より
積極的に幼児教育を推進していく
必要がある。

就園奨励費補助金については、
国に対して補助要綱に定める補
助率を改正して「３分の１」とし、適
切な補助を行うよう要請する必要
がある。

園奨励費補助金については、北
海道市長会、北海道都市教育委
員会連絡協議会などの団体と連
携し、要請活動を実施していく。

現状のまま
継続

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

220 B 学校におけるボランティア支援の
要請はあるものの、それに見合っ
た人材の確保や募集登録の活動
が十分にできなかった。また、学
校における活用についても、十分
に行われなかった。一方で、この
事業は、平成２０年度から３年
間、国の委託事業として実施して
きたが、平成２３年度からは原則
として市の単独事業となったた
め、事業内容と経費負担の精査
を行うことにより、本事業の有効
活用を模索、検討しなければなら
ない。

積極的な周知と募集活動を進め
ることにより、学校ニーズに対応
できる人材の確保に努めなけれ
ばならない。また、市の単独事業
となっても、事業実施の効果は高
いことから、最小の経費で効果を
上げられるように取り組んでいく
必要がある。市民周知の方法とし
て、教育だより（年２回発行）や
ホームページなどの媒体を活用
し、事業の推進に努める。

引き続き学校支援ボランティアの
活動を市民全体に周知するととも
に、学校が求める支援内容に
合ったボランティアを積極的に募
集し、地域の人材を活用できるよ
うに取り進める。

現状のまま
継続

64 A 平成２４年度にそれまでの学校評
議員と学校関係者評価委員会の
二つの組織を統合し、平成２５年
度からは中学校校区ごとの学校
関係者評価委員会の組織の中に
従来の機能を持たせて事業を推
進している。しかしながら、任期満
了ごとに委員となる人材を確保す
ることが課題となっている。

芦中校区（芦小・芦中）、啓中校
区（上小・啓中）ごとに５人の委員
を推薦してもらうことになるが、人
材の発掘にあたってはＰＴＡ関係
者や町内会、育成会など幅広い
分野から人選できるよう、学校行
事の公開や学校関係者評価委員
の活動状況・役割について理解を
深めてもらうため、日頃からの情
報発信・情報提供に努める。

各学校においては、学校関係者
評価委員会における評価の内容
を学校経営や教育活動の改善に
役立てるとともに、各委員が学校
支援者の一人として学校運営の
様々な場面に参加し助言するな
ど活動を継続することにより地域
とともにある学校づくりを推進す
る。

現状のまま
継続

28 A 教育支援委員会の活動は適切に
実施されているが、審議結果に基
づいた保護者との就学相談にお
いて、保護者の理解を得られずに
児童生徒の状態に応じた適切な
就学が実施できない場合が発生
していることから、保護者に対す
る就学指導や相談対応につい
て、より専門性を持った対応を検
討していく必要がある。

未就学児童（新入学児）について
は、保健・福祉関係部局や関係
機関との連携体制を構築し、保護
者に対する就学指導や相談対応
を早い段階から実施することによ
り、児童の適切な就学に結びつけ
るよう取り組む。また、既に就学し
ている児童生徒については、学校
において保護者と連携の上、必要
な検査や調査を実施し、児童生
徒の実情にあった就学指導、相
談を行うようにする。

教育支援委員会を適切に開催
し、関係機関との連携を図りなが
ら、児童生徒の態様に応じたより
きめ細かい就学指導を実施する。

現状のまま
継続

4,806 B 平成２３年度からの小学校におけ
る学習指導要領の完全実施によ
り、小学校における外国語活動の
時間が増加したことから、英語指
導助手の効率的な活用を図るほ
か、担当教諭が自ら研修を積み、
授業の充実を図らなければならな
い。

中学校教諭との連携を図るととも
に、英語指導助手に加え、平成２
５年度から国際交流員との２名体
制とし、授業内容の充実に向けて
取り組んでいる。

小学校の外国語活動及び中学校
の外国語指導の充実を図るた
め、引き続き、英語指導助手等を
配置し、社会の国際化に対応して
いく。
また、将来の小学校の外国語活
動の教科化を踏まえ、外国語担
当教員の研修機会の創出や専科
による配置を検討する。

現状のまま
継続

⑵　学校教育 ①　幼児教育の推進

≪　改革・改善（Ａction）　≫

⑵　学校教育 ②　小中学校教育の推進

≪　改革・改善（Ａction）　≫
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対象 意図 手段
教職員研修・研究
等推進事業

学務課学校教
育係

小中学校教職員 教育の成果の多くは、教員の指導力によ
るものであることから、研修活動の充実を
図り、相互に研鑽しあう環境を構築し、教
員としての深遠なる教育愛に満ちた指導
力と資質の向上に努める。

学校及び教育振興会等各種教育諸団体
における研修体制と事業の実施を支援す
る。
 教職員に対して、各種研修会・講習会・セ
ミナーなど資質の向上を目的とした研修・
研究の機会を創出し、積極的な参加を奨
励する。

教育課程管理事
務

学務課学校教
育係

　市内の各小中学校 学校における教育課程、学習指導その他
学校教育に関する専門的事項の指導・助
言等を行う。

地方教育行政の組織及び運営に関する法
律に基づき、市町村教育委員会に指導主
事・その他の職員を配置しなければならな
いことから、「学校教育専任指導員」を配置
し、各小中学校における教育課程の管理
を実施する。

いじめ・不登校対
策事業

学務課学校教
育係

小中学校児童生徒、保
護者、教職員

不登校及びいじめ等の心の問題を解決す
るため、心の触れ合いを大切にし、一人ひ
とりの児童生徒の個性の伸長を図りつつ、
社会的な資質や能力・態度と自己指導能
力を育成し、生徒指導の充実を図ることを
目的とする。

・教育委員会の組織として、「適応指導教
室」を設置し、学校に行くことができない児
童生徒を受け入れ、専任指導員の指導の
下に個別活動、集団活動、体験活動等を
行うことによって、学習習慣とコミュニケー
ション能力を身につけ、対人関係の改善を
図る。・学校における生徒指導校内委員会
などの問題行動に対応する組織体制の機
能を充実させるための指導・助言を行う。・
関係機関（家庭児童相談員・児童相談所
等）との連携を図り、問題行動の解決に当
たる。・スクールカウンセラー（道事業）を活
用し、教育相談体制を充実させ、問題行動
の解決に当たる。

学力向上事業 学務課学校教
育係

　小中学校児童・生徒 次代を担う子どもたちのために、創意に満
ちた調和と統一のある教育課程を編成し、
児童生徒に基礎的・基本的な内容の確実
な定着を図り、これらを活用して課題を解
決するために必要な思考力、判断力、表
現力等の確かな学力を身に付けさせる。

全国学力・学習状況調査、市内統一学力
テストの実施による児童生徒の学力の的
確な把握とその結果分析を通じた指導改
善の取組みを推進する。
また、基礎的・基本的な学力を身に付ける
ため、家庭学習の習慣化を進めることが必
要なことから、児童生徒に家庭学習用ドリ
ルワークの配布を実施する。

文化・体育活動振
興事業

学務課学校教
育係

小中学校教職員、児童
生徒

児童生徒の健康増進と体力の向上及び芸
術に対する造詣を深め、自主性・協調性・
責任感・連帯感などを育成し、他校との親
睦を図る。

児童生徒の文化・体育振興行事開催を、
教育振興会に委託して実施する。
児童等対外競技、中体連体育大会、児童
又は生徒の文化行事について、必要な経
費を補助する。

特別支援教育推
進事業

学務課学校教
育係

小中学校児童生徒及び
教員

LD、ADHD、高機能自閉症等の障害及び
学習面につまずき感や困り感のある児童
生徒に対して、その一人ひとりの教育的
ニーズを把握し、当該児童生徒の持てる
力を高め、生活や学習上の困難を改善ま
たは克服するために、適切な教育を通じて
必要な支援を行う。また、特別支援教育
コーディネーター（小中学校教員）を養成す
ることにより、特別支援教育の更なる推進
を図る。

特別支援教育推進員及び学習支援員の
配置、特別支援教育コーディネーターの養
成。

所管課係名
≪　計画（Plan）　≫

事務事業名
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≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

766 B 校内における研修体制の充実は
図られてきているが、専門機関や
各種教育団体が実施する各種研
修への参加については、教職員
数の減少などにより校内体制が
整わず困難な部分がある。学校
課題の解決と児童生徒の指導に
生かすことができ、すべての教職
員が参加できる校内における専
門的な研修を実施する必要があ
る。

校内研修を一層進めるため、指
導主事等の招へいによる学校教
育指導における研修活動などを
充実させるとともに市内公開研究
会や各校で実施する授業公開に
積極的に参加するものとする。

研修の充実を図るため、北海道
立教育研究所等から派遣される
講師の活用などにより、地元開催
を可能とし、さらに開催時期を長
期休業期間や秋休みとすることに
より、多数の教職員が参加できる
研修機会の創出に努める。

現状のまま
継続

4 A 複雑・専門化する学校教育を適
正に推進していくためには、教育
現場にも明るく、専門的な知識を
有する人材が必要であり、その能
力の一部は、事務局職員にも求
められている。

引き続き「学校教育専任指導員」
を雇用することにより、学校に対
する教育課程の管理や指導・助
言を実施していく必要がある。ま
た、事務局職員については、それ
ぞれが自己研さんに努めることに
より、専門性を高めていく必要が
ある。

学校教育専任指導員の配置によ
り、市立学校の学校教育推進と
教育課程の適切な管理ができて
おり、今後においても同様な事務
の推進が必要である。

現状のまま
継続

85 B 不登校児童生徒は、減少傾向に
あるが、長期の不登校生徒が複
数名存在する。しかし、不登校と
なった要因の多様化等に伴って、
適応指導教室への通級に結びつ
かない現状にある。また、いじめ
の芽はどの児童生徒にも生じ得
ることから、学校、地域間の連携
を深め、児童生徒に関わる全て
の人々が共通の認識を持ってい
じめの防止等の取組を推進して
いく必要がある。

不登校となった児童生徒が通級し
やすい環境と指導体制を模索し、
不登校が発生した場合の受入先
として適応指導教室を継続して設
置する。さらに不登校だけではな
く、いじめや非行行為などの防止
についての市内における相談窓
口としての役割を担えるよう、より
一層機能の強化を図る。

適応指導教室専任指導員（市嘱
託職員）による指導を中心とした
不登校児童生徒への対応を継続
するとともに、不登校の発生予防
とその解消に向けた取組を推進
する。いじめ問題への対応につい
ては、平成２７年度に策定及び制
定した芦別市いじめ防止基本方
針及び芦別市いじめ問題対策連
絡協議会等条例に基づき、いじめ
根絶に向けた取組みを推進する。

現状のまま
継続

5,553 B 平成１９年度からの全国学力・学
習状況調査や市内統一学力テス
トへの取組結果から、基礎的・基
本的な学力が十分に定着してい
ない状況にあることがわかった。
学校における指導方法のより一
層の工夫等が求められる一方
で、家庭における学習習慣が定
着していないこともわかってきて
いる。このため、家庭での学習習
慣を定着させるための取組が必
要である。

学校における指導方法として協力
教員等によるティームティーチン
グや習熟度別指導などの実施の
ほか、放課後や長期休業日を活
用した補充的な学習の実施など
引き続き取り組むとともに、家庭
における学習習慣の確立のた
め、学校ごとに家庭学習の手引き
などを作成配布して啓発に努める
とともに、宿題やドリルワークなど
を活用し習慣化を図る。今後も引
き続き全国学力・学習状況調査
への参加及び市内統一学力テス
トを実施し、各学校における指導
改善の取組みを推進する。

平成２７年度から実施している漢
字検定などの各種検定料公費負
担事業を継続し受検率の向上を
目指す。また、先進事例等を参考
に学力向上に効果のある取組を
本市においても取り入れ、実施、
検証、改善のサイクルにより、学
力向上にかかる施策の取捨選択
を行う必要がある。さらに、学力
向上の根幹は教員の指導力や指
導体制の充実にあることから、市
費負担により配置する教員を増
員する。

見直して継
続【拡充】

2,981 B 教育振興会に委託して実施して
いる文化・体育振興行事について
は、現行の学習指導要領実施に
伴って授業時数の確保との関係
で行事開催時数の確保が困難と
なってきている面があることや開
催行事の内容の面から、実施内
容を見直す必要が出てきている。
また、中学校部活動に対する対
外競技出場補助については、保
護者が負担する経費の軽減につ
いての要望があり、補助率の見
直しを求められている。

教育振興会に委託している文化・
体育振興行事については、平成２
８年度中に教育振興会の内部組
織である事業検討委員会におい
て検討が進められることになって
おり、その結果を踏まえて平成２
９年度以降の実施内容について
協議を行う予定である。また、中
学校部活動に対する対外競技出
場補助については、学校及び保
護者と補助割合の拡充や補助対
象とする範囲（大会）を含めて検
討する。

児童生徒が市内において本物の
芸術・文化に親しむ機会が少ない
という現状から、その機会の確保
を前提とし、加えて、前年度の実
施状況や反省点を踏まえて実施
内容の検討を進める。また、中学
校部活動に対する対外競技出場
補助については、貸切バス料金
の高騰を受けて保護者負担の軽
減要望が強く出されていることか
ら補助率の見直しについて検討を
進める。

見直して継
続【改善】

12,921 A 学習支援員による特別支援の実
践は進んでいるが、学校からの
ニーズに比べ人員が不足してい
る。
芦別市特別支援教育連携協議会
に置かれている相談支援部会の
活用体制の整備、個別の教育支
援計画の作成を進める必要があ
る。

必要とする学校にそれぞれ学習
支援員を配置できることが理想で
あるため、各校に配置できるよう
星槎大学との連携により人材の
確保に努め、取組の充実を図る。
相談支援部会員の共通理解・共
通認識のもと、部会の機能を十分
に発揮させて個別の教育支援計
画の作成を進める。

平成２８年度からは学習支援員を
１名増員し４名体制として市内全
小中学校に配置する。これまでの
活動実績が浸透してきており、通
常学級に在籍している特別な支
援を要する児童生徒に対するき
め細かい支援・指導を行うため継
続して各校に配置する。また、各
学校においては特別支援教育
コーディネーターを中心として
様々なケースやニーズに対応で
きる体制を整備し、特別支援教育
の充実を図る。

見直して継
続【拡充】

≪　改革・改善（Ａction）　≫
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対象 意図 手段
教員住宅管理業
務

学務課総務係 市内公立小中学校に勤
める教職員

老朽化している教職員住宅の営繕を主体
とし、恒常的に適正な管理を実施すること
により住宅の耐用年数延長及び居住の快
適性を維持する。

教員住宅の管理

小学校管理業務 学務課総務係 市内各小学校（２校） 各小学校の適切な管理運営を行い、教育
環境の改善と充実を図る。

小学校の管理運営

小学校教育振興
事業

学務課学校教
育係

児童及び教員 学習指導要領に基づいた教育活動を適切
に実施することによって、基礎的・基本的
な事項の確実な定着と確かな学力の向上
を目指した学習指導の充実に努める。

適切な教材・教具を選定し、それらを活用
して指導方法の工夫改善を図るとともに特
別支援学級の在籍児童に対しても学習活
動に必要な経費を支援する。

小学校就学援助
事業

学務課学校教
育係

経済的理由のため就学
困難と認められる児童
の保護者

経済的理由のため就学困難と認められる
児童に対し、教育の機会を確保する。

就学援助該当者と認定した者に就学援助
費を支給する。

小学校情報化教
育推進事業

学務課学校教
育係

児童及び教員 初等教育におけるコンピューター教育の充
実を図る。

教員によりコンピューターを使った指導を
行う。

中学校管理業務 学務課総務係 市内各中学校（２校） 各中学校の管理運営のため、教育環境の
改善と充実を図る。

中学校の管理運営

中学校教育振興
事業

学務課総務係 スクールバスを運行しな
い日に部活動などのた
めに登校する生徒の保
護者

遠距離通学に係る通学費を補助すること
により、保護者負担の軽減を図る。

対象者に対して補助金を交付する。

中学校教育振興
事業

学務課学校教
育係

生徒及び教員 学習指導要領に基づいた教育活動を適切
に実施することによって、基礎的・基本的
な事項の確実な定着と確かな学力の向上
を目指した学習活動の充実に努める。ま
た、部活動は、自らの適正や興味・関心等
を追及していく機会として有効であることか
ら、その意義や役割を踏まえながら、学校
における取り組みを支援する。

適切な教材・教具を選定し、それらを活用
して指導方法の工夫改善を図るとともに特
別支援学級の在籍生徒に対しても学習活
動に必要な経費を支援する。

中学校就学援助
事業

学務課学校教
育係

経済的理由のため就学
困難と認められる生徒
の保護者

経済的理由のため就学困難と認められる
生徒の保護者に対し、教育機会の確保を
する。

就学援助該当者と認定した者に就学援助
費を支給する。

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫
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≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

1,219 C 建設年度からの経年により老朽
化が進んでいることや空家のまま
管理している戸数が多いことか
ら、今後における管理戸数の縮
小・整理や整備の管理計画を策
定し適切な管理戸数の確保と維
持管理に努める必要がある。

ニーズの把握に努めるとともに、
今後も入居が見込まれる住宅に
ついて適時に適切な修繕等を実
施することにより施設の維持及び
快適な入居環境の維持を図る。

平成２８年度中に管理戸数の縮
小・整理や整備の管理計画を策
定することとし、これに基づいて毎
年度の人事異動の状況に応じた
入居見通しをたて、入居を希望す
る教職員のために良好な住宅環
境が提供できるよう努める。ま
た、入居者からの修繕要望を把
握し計画的な修繕の実施に努め
ることにより適正な維持管理を継
続する。

見直して継
続【改善】

33,248 A 建設年度からの経年により学校
施設・設備の老朽化があり、大規
模な修繕や取替等が必要となる
時期を迎えている。

大規模な修繕や設備の取替え
は、現状を把握しながら、年次計
画を立て、適切に実施する。
また軽微な修繕・補修については
学校からの要望をもとに対応し、
日常的な維持管理を適切に実施
する。

適時適切に修繕等の対応を行
い、安全・安心な学校施設の維持
管理に努める。

現状のまま
継続

12,804 B 平成２３年度から実施されている
現行の学習指導要領に対応する
ための教材・教具を適切に確保
し、児童の教育活動に支障が生じ
ないように対応しなければならな
い。また、特別支援学級に対して
も、対象児童の状態を適切に把
握し、よりきめ細かい支援が必要
である。

学校要望を踏まえ、必要な教材・
教具を整備する。また、教育活動
に支障を生じないよう、今後もより
充実した学習指導となるように対
応する。

整備する教材教具の精選と経費
の節減に努めながら、学習指導
要領に基づく教育活動の充実に
努める。

現状のまま
継続

5,210 A 保護者の収入格差に伴う子ども
の貧困が社会問題化していること
や生活保護基準が平成２５年８月
に改定されたことに伴って、準要
保護世帯の認定基準（世帯収入
が生活保護基準額の１．３倍未
満）の見直しなどの対応が求めら
れている。

就学援助認定者の影響を考慮
し、国等の通達を踏まえ、平成２８
年度についても従前の生活保護
基準により認定を行う。
市内の経済状況が好転を見せな
い中で、準要保護世帯の認定基
準（世帯収入が生活保護基準額
の１．３倍未満）の見直しなどは困
難である。

準要保護者に対しては、平成２８
年度から新たにクラブ活動費・生
徒会費・ＰＴＡ会費を対象費目とし
て追加して援助することとしてお
り、当面は現行の取扱いを維持す
るとともに、経済的理由により就
学や教育機会を奪われるようなこ
とがないよう事業を継続する。

見直して継
続【拡充】

9,239 A 現在、国においては、新たな情報
通信技術戦略を策定し、教育の
情報化を進め、デジタル教科書の
普及や移行への動きを見せてお
り、教員がコンピュータの操作や
活用を習熟していることが求めら
れ、研修機会を持つことも必要と
なる。

国の動向を注視しながら対応を
図っていく。また、現在配置されて
いるコンピュータ機器を十分に活
用するため、教員の研修への参
加を促していくほか、必要に応じ
て教育委員会が主催する研修会
の実施についても検討していく。

現在配置している機器は経年に
より故障の頻度が高くなっており、
また国が進める教育の情報化に
沿った教育環境を整備するため
に必要な各種機器の導入につい
て検討する。また、構築したコン
ピュータ環境の効果的な活用を目
指し、教員を対象とした研修会を
実施する。

現状のまま
継続

41,741 B 建設年度からの経年により学校
施設・設備の老朽化があり、大規
模な修繕や取替等が必要となる
時期を迎えている。

大規模な修繕や設備の取替え
は、現状を把握しながら、年次計
画を立て、適切に実施する。
また軽微な修繕・補修については
学校からの要望をもとに対応し、
日常的な維持管理を適切に実施
する。

適時適切に修繕等の対応を行
い、安全・安心な学校施設の維持
管理に努める。

現状のまま
継続

67 A 補助の対象となる生徒数は少な
いが、遠距離通学しなければなら
ない現状から考えると制度は継
続しなければならない。

新入生・転居者について的確な情
報収集を行って補助対象者への
周知漏れがないように努める。

保護者負担の軽減を図るため、
条例に基づいた適正な補助金交
付事業を継続していく。

現状のまま
継続

2,968 B 平成２４年度から実施された学習
指導要領に対応するための教
材・教具を適切に確保し、生徒の
教育活動に支障が生じないように
対応していかなければならない。
また、特別支援学級に対しても、
対象生徒の状態を把握し、よりき
め細かい支援が必要である。

学校要望を踏まえ、必要な教材・
教具を整備する。また、教育活動
に支障が生じないよう、今後もよ
り充実した学習指導となるように
対応する。

整備する教材教具の精選と経費
の節減に努めながら、学習指導
要領に基づく教育活動の充実に
努める。

現状のまま
継続

7,935 B 保護者の収入格差に伴う子ども
の貧困が社会問題化していること
や生活保護基準が平成２５年８月
に改定されていることに伴って、
準要保護世帯の認定基準（世帯
収入が生活保護基準額の１．３倍
未満）の見直しなどの対応が求め
られている。

就学援助認定者の影響を考慮
し、国等の通達を踏まえ、平成２８
年度についても従前の生活保護
基準により認定を行う。
市内の経済状況が好転を見せな
い中で、準要保護世帯の認定基
準（世帯収入が生活保護基準額
の１．３倍未満）の見直しなどは困
難である。

準要保護者に対しては、平成２８
年度から新たにクラブ活動費・生
徒会費・ＰＴＡ会費を対象費目とし
て追加して援助することとしてお
り、当面は現行の取扱いを維持す
るとともに、経済的理由により就
学や教育機会を奪われるようなこ
とがないよう事業を継続する。

見直して継
続【拡充】

≪　改革・改善（Ａction）　≫
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対象 意図 手段
中学校情報化教
育推進事業

学務課学校教
育係

生徒及び教員 中等教育におけるコンピュータ教育の充実
を図る。

教員によりコンピューターを使った指導を
行う。

通学自動車運行
事業

学務課総務係 ・小中学校の統合に伴
い、通学校が変更となっ
た児童生徒
・上記のほか、徒歩によ
る通学が困難な地域に
居住する児童生徒
・学校行事等のために通
学時以外での運行を要
請する小中学校長

小中学校の統合に伴う児童生徒及び徒歩
による通学が困難な地域に居住する児童
生徒の通学手段を確保する。また、学校行
事等のために通学時以外にスクールバス
を運行することにより、学校教育の円滑な
実施に資する。

・小中学校の統合に伴い通学校が変更と
なった児童生徒に対しては、市で購入した
スクールバスを業者へ貸与し運行を委託
する。
・徒歩による通学が困難な地域に居住し、
かつ、その居住地がスクールバスの運行
経路上にない児童生徒に対してはスクー
ルタクシーを運行する。
・学校行事等のための通学時以外の運行
は、スクールバスの委託業者と別途契約し
運行を委託する。

体育振興事業 学務課学校教
育係

　児童生徒 児童生徒の冬期間における体力増進を図
る。

小中学校におけるスキー授業に伴い利用
するスキーリフト使用料の全額を負担す
る。

学校プール管理運
営業務

学務課総務係 市内小学校の児童及び
教職員

児童各自の健全な育成及び水泳能力に応
じた指導を行うため、学校プールの安全と
運営管理の強化を目指す。

学校プールの安全確保に配慮した管理運
営を図る。

学校給食事業 給食センター管
理係

小中学校 児童生徒等 「学校給食法」に基づき、安全で栄養バラ
ンスのとれた食事を提供することにより、
児童生徒の心身の健全な育成に資すると
ともに、学校給食を通して児童生徒に日常
生活における望ましい食習慣を育成する。
また、学校給食センター施設の適正管理
により、安心、安全な給食を提供する。

①地場産の米や野菜を多く活用するととも
に芦別産つるきちを100%使用したパン及
びラーメンを提供し地産地消の推進を図
る。②食中毒防止について職員の知識等
の向上、調理施設内の徹底した衛生管
理、安定的な調理体制の充実を図る。③
食物アレルギーのある児童生徒に対して、
北海道教育委員会作成の進め方に沿って
対応を図る。④栄養教諭による食の授業
を通じ学校給食を生きた教材として活用す
る。

対象 意図 手段
高等学校教育推
進事業

学務課総務係 星槎国際高校～当該私
立学校の経営に携わる
者及び通学、スクーリン
グ等で来校する者。
芦別高校～芦別高校に
在学する生徒の保護
者。

星槎国際高校～私立学校の振興発展及
び教育の充実に資する。
芦別高校～芦別高校の生徒確保及び保
護者の負担軽減を図り、高等教育の充実
に資する。

星槎国際高校～私立学校に対して運営補
助金を交付する。修学者又はその保護者
に対して修学奨励金を交付する。
芦別高校～保護者に対して通学費及び検
定試験等受験料を助成する。

≪　計画（Plan）　≫

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫

５　教育・文化 ⑵　学校教育

事務事業名 所管課係名
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平成２８年度事務事業評価結果一覧 ＜ 資料３ ＞

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

10,428 A 現在、国においては、新たな情報
通信技術戦略を策定し、教育の
情報化を進め、デジタル教科書の
普及や移行などの動きを見せて
おり、教員がコンピュータの操作
や活用を習熟していることが求め
られるため、研修機会を持つこと
が必要となる。

国の動向を注視しながら対応を
図っていく。また各学校に配置し
ているコンピュータ機器を十分に
活用するため、教員の研修への
参加を促していくほか、必要に応
じて教育委員会が主催する研修
会の実施についても検討してい
く。

現在配置している機器は経年に
より故障の頻度が高くなっており、
また国が進める教育の情報化に
沿った教育環境を整備するため
に必要な各種機器の導入につい
て検討する。また、構築したコン
ピュータ環境の効果的な活用を目
指し、教員を対象とした研修会を
実施する。

現状のまま
継続

15,575 A 安全な運行を実施するため、バス
の購入年度や運行距離などをも
とに計画的な更新を進める。ま
た、学習活動や学校行事による
利用回数が増加する傾向にあり、
通学時以外の利用希望に対して
十分に対応できない場合がある。

現有車両の状況や対象児童生徒
数の推移を考慮しながら、計画的
にスクールバスを更新していく。ま
た、通学時以外の利用について
も、学校と調整のうえ可能な限り
の対応を図る。

市がスクールバスを所有し、運行
業務を民間委託する形式によるこ
とが経費の節減にもつながること
から、今後も現状どおりの体制で
事業を進める。また、小学校の統
合に伴い対象児童数が増加した
ため運行距離・便数も増加してい
るが通学に不便が生じることがな
いよう適切な運行に努める。

現状のまま
継続

654 B 各学校の教育課程に従って実施
されているが、体育授業の授業時
数等により、スキー授業実施回数
が限られるほか、滑走技術の向
上のための指導者確保が課題と
なっている。

冬期間における児童生徒の健康
増進と体力の向上を図るため、ス
キー授業の継続実施を進めてい
く。また、学校支援ボランティア等
を活用し、指導者の確保を図り、
専門的な技術・知識に基づく指導
を行う。

北海道の冬期間における特有の
自然環境を生かし、児童生徒の
健康増進と体力の向上を図るた
め、学習指導要領と学校の教育
課程に基づき引き続き実施してい
く。

現状のまま
継続

9,677 B 小学校各校に学校プールが設置
されているので円滑に授業を実施
できているが、ろ過設備の老朽化
が進んでいる。

ろ過設備については、定期的に
フィルター清掃や交換を実施する
とともに、機器本体の取替えなど
計画的な修繕を実施する。

小学校２校に設置しているプール
施設の維持管理を継続する。ま
た、プールの適正な管理を進めて
いくため、プール施設全体の老朽
化等に伴う修繕については計画
的に対応していく必要がある。

現状のまま
継続

73,360 A 喫食率の向上（残食の減少）及び
老朽化した施設の維持補修、調
理器具の計画的な更新、食中毒
の事故防止が課題となる。

喫食率の向上については、毎月
全職員による献立会議を開催し、
残食の状況を基に反省と今後の
対応を協議し、その中から児童生
徒の嗜好を探り、新メニューの開
発などから喫食率の向上を目指
す。また、施設の維持補修、調理
器具の更新については、故障等
で調理が滞ることがないよう、計
画的な予算確保を行いながら実
施する。食中毒の防止について
は、職員に対し啓発を含め衛生
管理の徹底を図る。

学校給食は、児童生徒における
基準的な栄養価を算出し、成長に
見合った栄養価で提供している
が、残食が多ければ無意味なも
のとなってしまうことから、嗜好と
栄養価のバランスをとるための調
査などを実施し、新メニュー開発
の意識付けを行うとともに、子ども
達に受け入れられるような給食が
提供できるよう努めていく。

現状のまま
継続

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

17,662 B 私立高校への支援は効果を上げ
ているものの、少子高齢化により
入学生の確保が課題となってい
る。また、芦別高校については、
間口の維持が課題となっている。

星槎国際高校～星槎高校の特色
ある教育活動をＰＲするとともに、
市の独自施策である修学奨励金
交付制度の充実・周知に努める。
芦別高校～コース制の導入など
芦別高校の特色ある教育課程を
ＰＲするとともに、市の独自施策で
ある芦別高校修学費助成制度の
周知に努める。

星槎国際高校～学校法人の安定
的な運営を支援するための補助
制度、生徒確保対策のための修
学奨励金交付制度の見直しを図
る。
芦別高校～芦別高校修学費助成
制度を継続して実施し、外国語教
育の充実を図るため英語指導助
手の派遣を行うとともに、学力向
上等支援事業に対し助成すること
で更なる支援を行う。

見直して継
続【改善】

≪　改革・改善（Ａction）　≫

≪　改革・改善（Ａction）　≫

⑵　学校教育 ③　高等学校教育の推進
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平成２８年度事務事業評価結果一覧 ＜ 資料３ ＞

対象 意図 手段
高等教育機関支
援業務

企画政策課まち
づくり推進係

市内の高等教育機関 本市が誘致した北日本自動車大学校及び
星槎大学の支援策として、北海道内の高
等学校を訪問し、学校のPRと学生募集活
動を行い、入学者の確保等に努める。

北海道内の高等学校を訪問し、進路指導
（進学）の教諭に北日本自動車大学校の
概要及び本市の支援制度について説明
し、自動車関係の進学状況についての聞
き取り調査と学校のPRを行う。星槎大学に
ついては、大学の概要説明を簡単に行
い、生徒及び教諭へのPRを依頼する。

対象 意図 手段
専門学校・大学に
よる高等教育推進
事業

学務課総務係 ・市内の私立学校（星槎
大学・北日本自動車大
学校）の経営に携わる者
及び通学、スクーリング
等で来校する者。
・市内の専修学校に在
学し奨学金を必要とする
者。

・私立学校の振興発展及び教育の充実に
資する。
・修学が困難な者に対して、修学を奨励し
職業に必要な能力を育成する。

・私立学校に対して運営補助金を交付す
る。修学者又はその保護者に対して修学
奨励金を交付する。
・市内の専修学校に在学する者に対して
奨学金を貸与する。

大学等による高等
教育推進のため
の奨学金貸付事
業

学務課総務係 大学等へ修学し、奨学
金を必要とする者

大学等への修学が困難な者に対して、修
学を奨励し、等しく教育を受ける機会を与
える。

大学等への修学が困難な者に対する奨学
金の貸付け。

対象 意図 手段
スポーツ推進委員
事務

体育振興課体
育振興係

　市民 各種団体の育成や市民がスポーツについ
て理解を深め、スポーツの普及・発展・体
力の増進を図る。

スポーツ推進委員として必要な熱意と能力
並びにスポーツに関する深い関心と理解
を持つものを委嘱し、市民の求めに応じ
て、スポーツの実技指導や市主催スポー
ツ行事・事業等の協力やそれらの打合せ
を含め各月行っている定例会議等により
市民にスポーツに対しての啓発を行う。

スポーツ教室開設
事業

体育振興課体
育振興係

　市民 日頃スポーツのできない市民の運動不足
を解消するため、スポーツの普及、健康増
進を図る。

年齢に合わせた各種スポーツ教室を開催
し、日頃スポーツとふれあいのない市民の
参加を促す。

５　教育・文化 ⑶　スポーツ

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫

５　教育・文化 ⑵　学校教育

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫

61



平成２８年度事務事業評価結果一覧 ＜ 資料３ ＞

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

165 B 少子高齢化による本市の人口減
少及び道内主要都市に開校して
いる自動車整備士養成学校へ学
生が流出している中で、現状の学
校支援策で今後も学生を確保し
ていくことができるかが課題であ
る。

学生募集活動の見直しや強化、
また、看板設置や市ホームページ
等でのＰＲ支援を推進してきた
が、少子化等による影響のため、
入学生の確保が厳しい状況にあ
ることから、修学奨励金及び奨学
金制度の見直しを進める。

とりわけ北日本自動車大学校に
ついては、入学生の確保が喫緊
の課題となっていることから、入
学生に対する支援制度の見直し
行い、平成２９年度から支援制度
を拡充する。また、北日本自動車
大学校と連携して行っている学生
募集活動については、高校への
共同訪問や募集活動地域の割り
振りを行い、効率的に募集活動が
行えるよう取り組む。

見直して継
続【改善】

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

6,043 B 入学生の確保が課題である。 学校の特色ある教育活動をＰＲす
るとともに、入学生の保護者に対
する修学奨励金の交付や専修学
校奨学金の貸付など、市の独自
施策を周知する。

引き続き、学校法人の運営に関
する補助を行うことにより安定的
な運営を支援するとともに、入学
生の確保対策の一つとして修学
奨励金の交付や専修学校奨学金
の貸付制度を継続する。また助成
制度の見直しや新たな助成制度
の創設を含め、入学生の確保に
つながる効果的な支援のあり方を
検討する。

見直して継
続【改善】

12,720 B 平成２３年度からは専門学校生も
貸与の対象とし対象者の拡大を
図ったたところであるが、大学等
を含めた全体的な貸与希望者数
は横ばい状態となっている。

本事業のＰＲは、市のホームペー
ジ、広報及び芦別高校生の保護
者に対して行っているが、民間団
体が行う奨学金制度の動向を把
握し、確実に保護者に周知できる
時期や方法を工夫してさらなる周
知に努める。

本市よりも貸与金額が大きい民
間団体の奨学金制度を利用する
ケースが多いと思われることか
ら、本市の制度は無利子であるこ
との有利性を訴える等ＰＲ方法を
工夫しながら、貸与希望者の需要
に応えられるよう制度の見直しを
図りながら今後も継続して事業を
実施する。

見直して継
続【改善】

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

182 B スポーツ推進委員は市民へのス
ポーツの実技指導、助言のほか
市民との連絡調整役として市民
のスポーツニーズを行政に反映さ
せ、その施策を市民と密接に結び
つける役割を担っているが、現状
はスポーツ実技の指導、市主催
スポーツ事業への協力、毎月開
催の定例会議での市のスポーツ
事業に対する意見交換、論議に
留まっている。

スポーツ指導や市主催スポーツ
事業の場で市民のニーズの把握
を行うとともに、研修会等へ参加
しスポーツ知識及び技術の向上
を図り、また、毎月の定例会議で
論議しスポーツ施策を検討してい
く。

市民のスポーツ振興を図る観点
から、スポーツ推進委員の知識・
技術の向上を図り、より一層市主
催スポーツ事業への協力、各種
スポーツ実技指導を実施し、各事
業での市民との交流で市民の意
見を聞き出しスポーツに関する諸
計画へ反映させる。

現状のまま
継続

687 B 一般市民を対象とした健康づくり
のためのジョギング、ウオーキン
グ教室は年々参加者が増加して
いるが子どもの運動不足により体
力が低下している。

子どもの体力向上に対する教室
及び一般市民に対する教室につ
いては地域おこし協力隊、スポー
ツ推進委員と連携を図り市民の
ニーズにあった教室の開催を図
り、参加者を増やすための周知方
法を検討するとともに少年団、中
学校及び高等学校のスポーツ部
の子どもたちに夢と希望を与えス
ポーツ意識の高揚を図るため継
続的にトップアスリート教室を実
施する。
また、健康づくりに関する教室に
ついては健康推進課と子どもの
体力向上に関する教室について
は児童課と連携し有効な教室の
開催を図る。

トップアスリート教室、地域おこし
協力隊を活用した教室の開催、よ
り多くの市民が参加できるような
事業の企画運営を行い、スポーツ
の普及、スポーツ技術の向上、健
康づくりに繋げていく。

現状のまま
継続

⑶　スポーツ ①　スポーツの振興

≪　改革・改善（Ａction）　≫

≪　改革・改善（Ａction）　≫

⑵　学校教育 ④　専門学校・大学による高等教育の推進

≪　改革・改善（Ａction）　≫
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対象 意図 手段
健康都市宣言等
事業

体育振興課体
育振興係

　市民 健康都市宣言記念事業を開催し、スポー
ツを通して健康づくりを行なうとともに、本
市の社会体育の振興を図り、各種団体の
育成や市民が楽しめるスポーツの普及・発
展・体力の増進を図る。

健康都市宣言記念大会事業（チャレンジ
デー、あるけあるけ運動、少年団交流事
業）を開催し、より多くの市民の参加を促
す。

Ｂ＆Ｇ海洋セン
ター事業

体育振興課体
育振興係

市民 水泳・海洋性スポーツ等を通じて水泳技術
の向上と健康・体力づくりを推進するととも
に、地域住民相互のふれあい交流の場の
提供を図ることを目的とする。

Ｂ＆Ｇ海洋クラブ・芦別市水泳連盟・Ｂ＆Ｇ
財団と連携を取りながら、水泳教室、大会
等の派遣事業を実施する。

各種体育団体助
成事業

体育振興課体
育振興係

芦別市体育協会、芦別
市体育協会加盟団体、
芦別市体育協会に加盟
する芦別市スポーツ少
年団本部に登録された
単位スポーツ少年団

各種体育団体の育成及びスポーツ振興を
図ることを目的とする。

各種体育団体に対して、交付金または補
助金を交付する。

各種スポーツ大会
等招致事業

体育振興課体
育振興係

市内外スポーツ選手、観
戦者

各種スポーツ大会等を招致することによ
り、市民をはじめ市内外のスポーツ関係団
体及び教育関係者等にスポーツへの関心
を高める、スポーツの魅力やすばらしさを
学ぶ機会を与えることができ、さらなる市
民のスポーツ意識の向上を図ることができ
る。

各種スポーツ大会を開催し多くの市民に観
戦を促す。

学校体育施設開
放事業

体育振興課体
育振興係

　市民 市民の心身の健全な発達及び体育の普
及振興の効果を図るため、市民に対して、
スポーツを行う場を提供し、体力・健康を
増進することを目的とする。

地域住民のスポーツの活動の場として、学
校開放施設を有効に利用するため市町村
が設置する小学校、中学校の体育施設を
地域住民に開放する。

各種社会体育施
設管理運営業務

体育振興課体
育振興係

市民 市民の心身の健全な発達及び体育の普
及振興の効果を図るため、市民に対して、
スポーツを行う場を提供し、体力・健康を
増進することを目的とする。

各種社会体育施設の現状・利用状況等を
把握し、市民がより快適に利用できるよう
適切な管理運営を行う。

総合運動公園維
持管理業務

体育振興課体
育振興係

大会・合宿及び一般利
用者などの体育施設利
用者

市民の心身の健全な発達及び体育の普
及振興を図るため、スポーツを行う場を提
供するとともに、地域のスポーツ振興と交
流人口の拡大を図る。

各体育施設の利用状況を把握し、市民利
用のほか、大会や合宿の受入等適切な管
理運営を行う。

対象 意図 手段
合宿振興事業 体育振興課体

育振興係
本市で合宿を行う団体 各種スポーツ・文化団体による合宿の誘

致・受入れを通じ、選手・スタッフが快適に
練習に専念できる環境を提供するととも
に、本市のスポーツ及び文化の振興並び
に地域の活性化に努める。

後援会との連携による全日本、実業団クラ
スの受入れのほか大学・高校等の合宿が
快適に練習するための環境づくりとして宿
泊交流センターの適切な管理運営を行う。

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫

５　教育・文化 ⑶　スポーツ

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫
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≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

395 A 従来の各種スポーツ競技大会に
ついては、当初競技の普及のた
め市が毎年開催してきたが競技
団体における自主運営が可能な
ことから廃止し、幅広く市民が参
加できる事業に見直したところで
ある。
市民の参加者は、年々増加して
いるがより一層の参加者の増加
に向け内容の検討が必要であ
る。

多くの市民が参加できる内容の
住民参加型イベントの開催を図
る。

健康づくりを重点に置いた幅広い
年代層が参加できるイベント型事
業に転換していくなど、健康都市
宣言等事業の在り方について、関
係部署と連携してその見直しを検
討していく。

現状のまま
継続

1,170 B シニア水泳教室の参加者が減少
していることと、施設の老朽化が
課題である。

老朽化による故障個所の修繕を
行うとともに、従来の水泳教室や
安全教室に加え、健康に配慮した
多様なメニューを検討していく。

少子化により幼児、小中学生に対
する教室参加者の増加は望めな
いことから一般、高齢者向けのメ
ニューを検討するとともに国等の
補助等を活用し施設修繕を図る
ため関係機関と連携し対策を講じ
ていく。

現状のまま
継続

708 B 少子高齢化による競技人口の減
少から、活動を休止する団体があ
るなどスポーツ団体の会員数の
減少が問題となっている。

スポーツ少年団をはじめとした底
辺拡大を図り、スポーツ団体の知
名度を向上させ、より効果的な補
助金の活用を図っていく。

スポーツ団体に対して引き続き補
助等の交付による助成、支援を
行い、市民スポーツの振興、健康
増進に努めていく。

現状のまま
継続

2,503 B 大会等の招致、開催にあたって
は、職員の人的不足や各競技種
目別における大会運営の経験不
足が課題となっている。

大会等の招致、開催にあたって
は、スポーツ競技団体との連携を
図り人的支援体制を整えるととも
に、ノウハウの取得のために各種
大会等の視察を行うなど体制を
整備する。

市民のより一層のスポーツ意識
の向上を図るため、また、体育施
設の有効活用を図るため大会等
の誘致活動を積極的に展開す
る。

現状のまま
継続

722 B 利用団体からは活動場所及び活
動回数の拡充の要望が寄せられ
ており、学校と調整を図り利用可
能日数を増やしたところである
が、学校行事、部活動等による体
育館の利用もあり利用団体の要
望全てに応えられない状況にあ
る。

活動場所等については限定され
ていることから、利用団体との意
見交換を行い、学校側と利用可
能な日数の調整を図る。

学校体育施設を有効に利用でき
るよう学校、利用団体との調整を
図り、市民の健康づくりに繋げて
いく。

現状のまま
継続

21,915 B 一部施設において利用者数が減
少しており、それに伴い使用料収
入も減少している。また、施設の
老朽化が目立っており、それらの
維持も課題である。

利用頻度の少ない施設の廃止を
含め、施設の統廃合を検討してい
く。また、施設の状況を勘案しな
がら適宜修繕等を行う。

利用頻度の少ない施設の廃止に
ついては、関係団体等と慎重に協
議を進めるとともに、存続する施
設については、利用者に支障が
出ないように適宜修繕等を行って
いくとともに国、北海道等の補助
金等の活用を視野に大規模修繕
を行う。

現状のまま
継続

71,209 B 各施設とも供用開始から１０年以
上経過し経年劣化による建物、機
器類及び付帯設備の破損、故障
が増え、芝生についても、緑色部
と床土の表面との間（地際）に刈
芝、枯れた芝の根、茎、葉が堆積
し芝の成長を阻害している。

利用者に不便をかけないために
施設、付帯設備の状態を把握し、
施設の修繕計画を策定し年次
的、計画的に施設の改修を取り
進める。

市民が快適にスポーツができるよ
う施設の維持管理に努める。

現状のまま
継続

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

12,093 B 宿泊施設の宿泊能力の減少によ
り大型合宿の利用者数が減少し
ている。

新たな合宿、大会誘致、宿泊施設
の整備では国や北海道、他の自
治体の情報収集をするとともに、
宿泊施設、合宿支援については
合宿の里推進協議会をはじめとし
た関係団体との協議を進めてい
く。

地域おこし協力隊の人脈を活かし
た新規合宿、大会等の誘致活動
を積極的に展開するとともに、２０
２０年東京オリンピック・パラリン
ピック向けて国内外のチームの合
宿誘致を進めていく。また、宿泊
施設の整備については市内宿泊
施設を活用しながら、宿泊施設の
新設や改修は国、北海道の補助
金等の活用を視野に入れ、検討
を進める。

現状のまま
継続

≪　改革・改善（Ａction）　≫

⑶　スポーツ ②　スポーツ合宿の推進

≪　改革・改善（Ａction）　≫
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対象 意図 手段
国際交流促進事
業

企画政策課秘
書係

市民、道内在住の外国
人青年等

国際化の著しい進展により、地域レベルや
草の根レベルでの国際交流が活発化する
なか諸外国との関わりが日常的で身近な
ものとなり、地域においても国際化に対応
した環境づくりを進め、世界に開かれた地
域社会の形成を図ることが必要となってき
ていることから、地域住民の諸外国に対す
る知識や国際意識の向上を推進する事業
の展開を積極的に行うものである。

各種国際交流イベントの開催、姉妹都市と
の連絡調整

５　教育・文化 ⑷　国際交流

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫
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≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

60 B 姉妹都市交流事業は、芦別市側
からの訪問にかたよっており、
シャーロットタウン市側からの交
流の充実が課題である。

姉妹都市交流の現状（シャーロッ
トタウン市からの受け入れが長年
にわたり実施されていない）につ
いて、シャーロットタウン市長へ親
書を送り、平成２８年度に本市へ
来ていただけるよう要請した。ま
た、国際交流員からも都度、
シャーロットタウン市の観光部長
へお誘いのメールを送るなど、本
市がシャーロットタウン市からの
派遣生を受け入れる用意がある
ことを示した。

姉妹都市交流事業は、これまで
の交流経過や国際交流協会との
関わりなど総合的に検証したうえ
で、都市間交流のあるべき姿を模
索していく必要があり、今後の展
開や方向性について検討する。

見直して継
続【改善】

⑷　国際交流 ①　国際交流の促進

≪　改革・改善（Ａction）　≫
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